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1 産業データ連携推進のためのエコシステム事例調査の概要 

1.1 はじめに 

世界では、米国の巨大 ITプラットフォーム企業群が持つ市場への大きな影響力や、中国が制定したデータ三法1

などの国際情勢の変化を踏まえ、データ主権に対する意識が高まっている。これに対し、欧州では、欧州委員会を

中心にデータ主権を確保し、健全なデータ連携エコシステムを構築するため、制度面及び技術面の両方で包括的

な施策を推進している。個人情報保護を目的とした GDPR（General Data Protection Regulation：EU一般

データ保護規則）をはじめとした制度整備が進むほか、さらに産業データ利活用を促進するために、Gaia-Xによる

分散型データ連携基盤の構築が進行している。Catena-Xや Chem-Xなど、業界別のデータスペースの構築も進

展しており、欧州全体でデータ連携の強化が図られている。 

我が国においても、行政・産業・地域社会を横断したデータの円滑な流通及び利活用は、国際競争力の強化、

産業横断のイノベーション創出、公共サービスの高度化、効率化及び国民生活の利便性向上に直結する社会的

要請である。「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（2025年 6月 13日閣議決定）では、データを社会全

体で共有しうる資源として位置付け、「競争・成長のための協調」に向けたデータ連携・利活用推進と、そのためのト

ラスト（信頼）とセキュリティの確保が求められている。 

上記のような背景から、デジタル庁では、社会全体でのデータ連携の促進に向けた取り組みを進めている。本調

査は、「データ連携促進に向けたデータ標準等整備事業」として、日本国内の産業データ連携促進とデータ連携を

行うエコシステムの社会実装の加速を目的に、2025年 4月から 2026年 3月まで実施した。 

1.1.1 データ連携エコシステム 

本調査では、「複数の企業や組織が保有するデータを相互に連携・共有し、単独では得られない新たな価値や

知見を共創する仕組み」を「データ連携エコシステム」として定義する。「エコシステム」と捉えるのは、データ連携の取り

組みを、単に組織間で行われるデータ連携の集合としてではなく、データ連携が円滑かつ持続的に実施されるための

仕組みや、データ連携を社会や業界の課題解決に役立てるために関与する多様なステークホルダーの連携等を含

むものとして総体的に理解し、調査・分析するためである。具体的には、図 1-1に示すとおり、データの提供者及び

利用者に加えて、データ連携基盤の運営主体や、サービスプロバイダー、関係する政府機関などもデータ連携エコシ

ステムを構成していると本調査では定義している。 

データ連携エコシステムの調査・分析にあたって、データ連携エコシステムを協調的・持続的な仕組みとするために

求められる構成要素に着目する。本調査では、構成要素を図 1-1に示すとおり、ステークホルダーの巻き込み・調整

を図りエコシステムの在り方・方向性を定める「エコシステム戦略」、参加者間の期待値を揃えリスクに対処するための

「ガバナンス」、ステークホルダー間の活動の信頼基盤となる「トラスト」、及び円滑なデータ連携を支える「技術・運

用」の 4つに大別した。各カテゴリのより具体的な構成要素について以下のとおり仮説を設定した。 

 

➢ エコシステム戦略 

• ビジョン・価値：エコシステムの存在意義と目指す将来像。参加者の方向性を揃える判断基準となる。 

• ステークホルダー（関係性管理）：多様な参加主体の役割定義と、主体間の関係の把握・調整。他

エコシステムや国際枠組みとの関係も含む。 

• ビジネスモデル：データ連携が生み出す便益と負担の収支や、分配の構造。エコシステム存続の経済的

基盤。 

• モチベーション：参加者が何に動機づけられるかを理解し、貢献を促す仕組みの設計。 

 
1 中国が制定した三法（サイバーセキュリティ法、データセキュリティ法、個人情報保護法）  



 

5 

 

• 普及促進：参加障壁の低減、参加継続のための支援、認知拡大によるエコシステムの成長施策。 

• ロードマップ：ビジョンに従って活動を推進するための行動計画。 

➢ ガバナンス 

• ルール・契約：利用条件・責任分担・違反措置など、参加者間の期待値を揃える内部の取り決め。そ

の策定・改定の意思決定プロセスを含む。 

• 法令・規制対応：外部の法令・規制への適合。 

• 合意形成・運営体制：戦略や活動について合意し実行していくためのプロセス、体制。 

➢ トラスト 

• 主体の真正性・実在性：データの送受信主体が主張どおりの存在であること。アクセス制御のための認

証・認可を含む。 

• データの真正性・完全性・品質：データが正当な出所から発出され、改ざん・欠損・破損なく意図された

状態で流通していること（真正性・完全性）。来歴の追跡を含む。また、データの機能的な性質、及び

それが利用目的に対して十分な水準を備えていること（品質）。 

• データ連携基盤の信頼性：システムが正常に稼働し、サービスを安定的に提供しうること。適正なルール

に基づいて運用が行われること。セキュリティやガバナンスを含む。 

➢ 技術・運用 

• データ連携基盤：データを安全かつ効率的に共有・活用するための技術的な基盤及び運用上の仕組

み。 

• データモデル：データを共通に理解・交換するための語彙・スキーマ・識別子等の構造定義。相互運用

性の基盤。 

• 識別子：データ連携にあたってそれが関連する人、組織、モノなどを一意に特定し齟齬なくやり取りするた

めの基盤。 

• OSS：技術基盤のオープンソース化による、ベンダーロックイン防止・参加障壁低減・透明性確保。 

 

図 1-1 データ連携エコシステム 
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1.1.2 データ連携エコシステムのライフステージ 

データ連携エコシステムは、常に同じ状態ではなく、規模や参加者数の増加に伴って状況や解決すべき課題も変

化していくと考えられる。データ連携エコシステムを一度誕生させれば終わりではなく、変化する課題を解決していくこ

とが持続的な発展に不可欠である。本調査では、ライフサイクルを大きく「誕生」「成長」及び「拡張」の三段階に分

け、各段階における取り組みと課題を図 1-2のように整理する。 

(1) 「誕生」段階 

誕生段階は「キープレーヤーとステークホルダーを定め、データ連携を開始する段階」である。誕生段階では、まず

社会・産業のニーズや抱えている問題を把握し、データ連携によって解くべき課題と関係するステークホルダーを特定

する必要がある。そのうえで、データ連携エコシステムとして将来にわたって実現していくビジョンやコンセプトを明確に示

す。また、ステークホルダー間の関係構築や、技術基盤であるデータ連携基盤の整備、データ連携基盤運営のため

の運営主体の立ち上げやビジネスモデルの設計、ガバナンスルールやライセンスの整備を行い、エコシステムの基本的

な枠組みを確立することが求められる。 

(2) 「成長」段階 

成長段階は「当初のステークホルダーと同種の参加者数が増加し、規模が量的に拡大する段階」である。成長段

階では、利用者の増加に対応するためのデータ連携基盤の更新が不可欠である。また、ユーザー要望の反映や脆

弱性への継続的対応を通じて、エコシステムの信頼性と利便性を維持する必要がある。さらに、エコシステムの維持

を目的として、ガバナンスルールの改訂を適宜実施し、変化する状況に柔軟に対応することが求められる。 

(3) 「拡張」段階 

拡張段階は「異業種の参加やデータ種類の増加により、エコシステムが質的に拡大していく段階」である。拡張段

階では、参加組織の増加に伴い、多様なユースケースやサービスが登場する。これにより、データセットの増加や新規

規格の取り込みが進み、エコシステムの機能と価値が拡大する。一方で、新規データやステークホルダーの登場によ

り、従来のビジネスモデルやガバナンス、データモデル等の在り方では対応できなくなる可能性がある。パートナーシップ

の強化、標準化の推進及び相互運用性の確保が重要な課題となる。これらを継続的に推進することで、より広範

な分野での活用が進み、持続的な発展が可能となる。 

 

図 1-2 データ連携エコシステムのライフステージ 
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1.2 本調査の狙い 

前節では、データ連携エコシステムの基本的な背景及び本調査の位置づけ並びに分析の枠組みとなる構成要素

の仮説を整理した。本節では、国内の状況に焦点を当て、調査の狙いを具体化する。 

1.2.1 調査背景 

日本国内においては、サプライチェーン全体での透明性・効率性の向上や、新たな付加価値の創出に対する社

会的要請を受けて、データ連携エコシステムの重要性が増している。産業横断型のデータ連携を推進するイニシアテ

ィブとしてウラノス・エコシステム2が立ち上げられ、業界ごとのステークホルダーを中心にデータ連携エコシステムの構築

が進められている。自動車・蓄電池のカーボンフットプリント3（以降、CFP とする）及びデューデリジェンス（以降、

DD とする）のデータ連携プロジェクトや製品含有化学物質・資源循環情報プラットフォームプロジェクトなど、具体

的な取り組みも始まっている4。 

加えて、欧州型データスペースへの対応も課題の 1つである。欧州の環境規制においてデータ開示が求められる

ケースが想定されており、未対応の場合は欧州市場へのアクセスが困難になる可能性も想定される。欧州型データ

スペースへの個別参加という選択肢もあるが、商慣習の違いやルール変更への適応のための業務負荷が高い可能

性もある。日本の産業や商慣習に合ったデータ連携エコシステムを構築し、産業として一体的に対応していくことが

求められる。 

こうした状況を踏まえ、国内のデータ連携エコシステムの社会実装を加速するためには、先行する国内外の事例

から得られる知見を体系的に整理し、今後の構想策定や実装に資する考察を示すことが必要である。 

1.2.2 調査目的及び調査方法 

本調査は、信頼性・安全性を確保したデータ連携エコシステムの社会実装を加速するために、先行する国内外

の事例を調査・分析し、社会実装に向けた課題を包括的に整理することを目的とする。1.1節で整理したデータ連

携エコシステムの構成要素を分析の枠組みとして用い、エコシステムの構想策定や実装・持続的な運営に資する知

見を提示する。 

本調査では、「データ連携エコシステムで求められる構成要素」の仮説として設定した 4つの要素（エコシステム

戦略、ガバナンス、トラスト及び技術・運用）を分析における軸とし、それぞれに対して適切な調査手法を用いて調

査を実施した。国内の調査対象事例は主に誕生段階から成長段階初期に該当するものであり、1.1.2で整理した

ライフステージの観点も踏まえて分析を行う。 

エコシステム戦略とガバナンスについては、国内の産業分野で既に稼働又は検討が進められている 4つのデータ連

携エコシステムを対象に、連携基盤運営主体等へのヒアリング調査を中心に実施した。加えて、欧州のデータ連携エ

コシステムとの比較を通じた知見を得るため、Catena-Xに関するヒアリング調査も実施した。 

トラストについては、データ連携固有の専門的な論点を多く含むため、個別事例の調査に加えて、制度・技術・フ

レームワークについても調査を実施した。 

 

 
2 経済産業省「Ouranos Ecosystem（ウラノス・エコシステム）」 

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos.html）参照 

3 環境省「 Carbon Footprint of Product（カーボンフットプリント）は製品/サービスの原材料調達から廃棄、リサイクルに至るまでの温

室効果ガス排出量を CO2排出量として換算した値」 

（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/cfp_calculation.html）参照 

4 経済産業省「ウラノス・エコシステム・プロジェクト制度」

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos_project.html）参照 
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技術・運用については、本調査では識別子と OSS（オープンソースソフトウェア）を取り上げる。識別子は、異な

る業界や組織間でデータを正しく突合するための基盤であり、相互運用性の実現に直結する課題である。OSSは、

データ連携基盤の構築において特定ベンダーへの依存を避けつつ開発コストを抑制する手段として、国内の先行事

例でも採用が進んでいる。いずれもデータ連携エコシステムの社会実装を進める上で早期に知見を整理すべき領域

と判断し、深掘りする構成とした。技術・運用の領域には他にも重要なテーマが存在するが、本調査では上記 2点

に集中し、その他は今後の課題として位置づける。 

各構成要素と対応する章、調査領域及び調査手法の関係を以下に示す。 

 

表 1-1 データ連携エコシステムの各構成要素と調査領域、調査手法、対応する章の関係 

構成要素 調査領域 主な調査手法 対応章 

エコシステム戦略 エコシステムの立ち上げ・運営 

国内 4事例へのヒアリング調査、欧
州事例に関するヒアリング調査、デス
クトップ調査 

2章 

ガバナンス ルール整備・合意形成 同上 2章 

トラスト 信頼性確保の制度・技術 

国内の仕組み・ツールの整理及びデ
ータ連携エコシステムでの事例に関す
るヒアリング調査、デスクトップ調査 

3章 

技術・運用 

モノの識別子の標準化・相互運用
性 

国内外の識別子の現状比較、標準
規格との整合性に関するヒアリング調
査、デスクトップ調査 

4章 

OSSの運用管理・ガバナンス 

OSS コミュニティの運営実態・ライセ
ンス・セキュリティ対応に関するヒアリン
グ調査、デスクトップ調査 

5章 
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1.2.3 本書の構成 

本書では、1.2.2の調査方法に基づき、図 1-3に示すとおりの構成で調査結果を整理する。 

➢ データ連携エコシステムに関する調査（2章） 

国内 4事例及び欧州事例への調査を基に、エコシステム戦略とガバナンスを中心に、立ち上げから運営に至る知見

を整理・考察する。 

➢ データ連携に関わるトラストに関する調査（3章） 

データ連携におけるトラストの確保に向け、トラストに関する既存の仕組み・ツールとそのデータ連携エコシステムの事

例での活用状況を調査し、現状整理と今後の方向性を整理する。 

➢ モノの識別子に関する調査（4章） 

異なる業界・領域を横断したデータ連携に必要な識別子について、国内外の現状と標準化・相互運用性の課題を

特にモノの識別子を中心に整理する。 

➢ モジュール/OSSの運用管理に関する調査（5章） 

データ連携基盤における OSSの意義と、持続的な運用に向けたガバナンスモデルを検討する。 

➢ データ連携エコシステムの促進に向けて（6章） 

本調査の全体を総括し、今後の促進に向けた結論をまとめる。 

図 1-3 本書の全体構成 
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2 データ連携エコシステムに関する調査 

用語（2章） 

表 2-1 データ連携エコシステムに関する調査にて用いる用語 

用語 定義 

データ連携エコシステム 複数の企業や組織が保有するデータを相互に連携・共有し、単独では得られない新た
な価値や知見を共創する仕組み。 

データ連携基盤 異なる組織・システム間でデータを安全かつ効率的に共有・活用するための技術的な
基盤及び運用上の仕組み。 

連携基盤運営主体 データ連携基盤を運営する主体。データ連携基盤の形式によって運営する主体は集中
又は分散する場合が存在する。 

データ連携基盤参加者 データ連携基盤上でデータをやり取りする主体。データ提供者、データ利用者、又はそ
の両方の役割を果たす。 

データ提供者 データ連携基盤上でデータを提供する主体。 

データ利用者 データ連携基盤上でデータを受領し、それを利用する主体。 

エンドユーザー データ利用者からサービス等を受ける主体。 

サービスプロバイダー 

 

データ提供者・データ利用者に対して、サービスを提供する主体。本章では、サービスだ
けでなく、システム、ソフトウェア、アプリケーションなどの形で提供する場合も含めて広義のサ
ービスプロバイダーとして扱う。 
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2.1 調査目的・内容 

2.1.1 データ連携エコシステムの調査目的  

本調査では、データ連携エコシステムを「複数の企業や組織が保有するデータを相互に連携・共有し、単独では

得られない新たな価値や知見を共創する仕組み」として定義した。データ連携により価値を生み出すためには、それ

が一回限りの取組に終わらないよう、持続可能な仕組みを構築することが必要になる。また、広く公開してもよいもの

のみならず、競争力に繋がるデータも合わせて連携することが重要だが、そうしたデータには機密性が高いものも少な

くないことから、データ連携エコシステムにおいては、信頼性や安全性を確保することも求められる。 

長期的に持続可能で、信頼性・安全性を確保したデータ連携エコシステムの社会実装に向けた課題を包括的に

整理するために、本章では、特にエコシステムの在り方・方向性を定めるために必要な「エコシステム戦略」と、リスクや

懸念に対処するために重要な「ガバナンス」の観点を中心に、新たなデータ連携エコシステムを立ち上げる際に特に

検討すべきポイントや注意点など、データ連携エコシステムを立ち上げる際に参考となる知見を整理することを目的と

する。 

2.1.2 調査対象・調査項目 

本調査では、前節の目的を達成するため、以下の対象と項目について調査を行う。 

➢ 調査対象 

国内での実務に活用できる知見を得るために、国内の産業分野で既に実装又は検討が進められている事例

を調査する。今回は、データ連携エコシステムを立ち上げる立場における知見を得るため、デスクトップ調査に加

えて、各々のデータ連携エコシステムにおけるデータ連携基盤運営主体等に対してヒアリング調査を行う。加え

て、海外事例として Catena-Xに関する調査を実施する。 

➢ 調査項目 

1章で整理したデータ連携エコシステムの構成要素をもとに、データ連携エコシステムを立ち上げる際に重要と

推測されるポイントについて調査を行う。 

次節以降、各々の詳細を述べる。 
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2.1.3 調査対象エコシステム 

本調査では、国内のデータ連携エコシステムとして、産業分野で既に稼働又は検討が進展している 4つの事例を

調査した。表 2-2に各事例の概要を示す。 

スマート農業の事例のWAGRI と自動車・蓄電池の事例の ABtCトレーサビリティシステムでは既にデータ連携基

盤の稼働が始まっており、本調査のライフステージ分類では成長段階初期に該当すると言える。含有化学物質の事

例の CMPは 2026年度に、プラスチック資源循環の事例の PLA-NETJは 2028年度以降に稼働予定であり、

誕生段階に該当する。 

デスクトップ調査に加えて、各データ連携基盤の運営又は検討を実施している者へのヒアリング調査を実施した。 

 

表 2-2 調査対象エコシステムの概要 

項目 スマート農業 自動車・蓄電池 含有化学物質 プラスチック 

データ連携基盤 WAGRI ABtC トレーサビリテ
ィシステム 

 

CMP（製品含有化
学物質・資源循環
情報プラットフォー
ム） 

PLA-NETJ（プラス
チック情報流通プラッ
トフォーム） 

データ連携の概要 公的機関や民間企
業が持つ農業生産
に関わるデータを、農
機メーカーや ICTベ
ンダーに提供し、農
業者向けサービスの
創出につなげる 

自動車・蓄電池サプ
ライチェーン上の企業
間で CFPなどのデー
タを安心、安全に連
携させる 

サプライチェーン上
で、製品含有化学
物質や循環経済関
連情報を川上企業
から川下企業までシ
ームレスにつなぐ 

プラスチックの資源循
環の実現に向け、プ
ラスチックのマテリアル
フローをデジタル化
し、各工程の事業者
が必要とする情報を
共有する 

ヒアリング先 国立研究開発法人 

農業・食品産業技
術総合研究機構
（農研機構） 

一般社団法人自動
車・蓄電池トレーサ
ビリティ推進センター
（ABtC） 

CMP コンソーシアム SIP5 プログラムディレ
クター（PD）、
NEC（サブ課題
A1-01にて PLA-

NETJの研究開発
を推進） 

データ連携基盤稼
働開始時期 

2019年 4月 2024年 5月 2026年 9月予定 2028年度以降 

政策との連携の状
況 

SIP第 1期「次世
代農林水産業創造
技術」にて「農業デー
タ連携基盤」として
開発6 

ウラノス・エコシステム
先導プロジェクト 

（OLP）「自動車・
蓄電池のカーボンフッ
トプリント及びデュー
デリジェンスのデータ
連携プロジェクト」に
選定 

ウラノス・エコシステ
ム・挑戦プロジェクト
（OCP）「製品含
有化学物質・資源
循環情報プラットフォ
ームプロジェクト」に選
定 

SIP第 3期課題「サ
ーキュラーエコノミーシ
ステムの構築」7で構
築・ルール整備 

 

 

  

 
5 内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）」（https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/index.html）参照 

6 農研機構（NARO）「WAGRI協議会」（https://wagri.naro.go.jp/wagri_council/）参照 

7 独立行政法人 環境再生保全機構「SIP第３期課題『サーキュラーエコノミーシステムの構築』」

（https://www.erca.go.jp/sip/index.html）参照 
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2.1.4 調査項目 

1章で整理したデータ連携エコシステムの構成要素に、各々のデータ連携エコシステムの背景を理解するために必

要となる「データ連携エコシステムの概要」を加えた 5つの軸について、詳細化した調査項目を設定した。「トラスト」

に含まれる項目は 3章において、「技術・運用」における「識別子」の項目は 4章、「OSS」の項目は 5章において

各々詳細に扱うため、本章では扱わない。 

 

表 2-3 調査項目 

項目 詳細 

エコシステムの概要 事例の比較・分析にあたって各事例の目的・背景や特徴を調査する 

 エコシステム：対象ドメイン、対象データ、データ連携の目的・社会的背景 

 運用するデータ連携基盤：名称、稼働開始時期、経緯 

エコシステム戦略 データ連携エコシステムの在り方・方向性がどのように定められているか、ステークホルダー
の参加をどのように促しているのか調査する 

 ビジョン・価値：エコシステムの存在意義と目指す将来像 

 ステークホルダー：データ連携基盤運営主体、データ提供者、データ利用者、エン
ドユーザー、その他 

 ビジネスモデル：費用負担の在り方、考え方 

 モチベーション：データを提供するモチベーション、データを利用するモチベーション、
データ提供者がエコシステムに参加するモチベーション、データ利用者がエコシステム
に参加するモチベーション、その他のモチベーション 

 普及促進活動：参加障壁の低減、参加継続のための支援、認知拡大の活動 

 ロードマップ：データ連携の現状・今後の計画・展望、データ種別に関する拡張の
計画、他のデータ連携エコシステムとの連携及びその予定 

エコシステムのガバナンス リスクや懸念に対処しながら目標や戦略を実現していくための仕組みを調査する 

 法令・規制対応：対象ドメインにおいて関連する規制やガイドライン 

 ルール・契約：データ連携基盤内のルール、その他の契約 

 合意形成：立ち上げや運営における合意形成の在り方、考え方 

トラスト ※トラストについては 3章で扱う 

技術・運用 運営とデータ連携を円滑に行うための仕組みを調査する 

 データ連携基盤：データの流れ、連携に関わるステークホルダー、提供されるサー
ビス等 

 データモデル：共通化や標準化の取り組み 

※識別子については 4章、OSS については 5章で扱う 
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データ連携エコシステムのステークホルダーとしては、1.1.1 において整理したように、データ連携基盤運営主体、デ

ータ提供者及びデータ利用者以外にも、データ連携を支援するプラットフォームプロバイダー・サービスプロバイダー、政

府機関、業界団体などがありうる。 

本調査では、データ連携エコシステムにおけるデータ連携の基本的な形を図 2-1のように捉え、表 2-3内に記載

のデータ連携基盤運営主体、データ提供者及びデータ利用者の三者に特に注目して調査を行う。データ提供者と

データ利用者については、なぜデータ連携を行うのか、また、なぜデータ連携エコシステムに参加するのかを各々につい

て明らかにする。データ連携基盤運営主体については、データ連携を継続的に行っていくために何を行っているのか、

調査していく。 

 

 

図 2-1 データ連携の主要なステークホルダー 
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2.2 調査結果 

2.2.1 国内データ連携エコシステムの調査結果 

2.1.4で整理した「エコシステム概要」、「エコシステム戦略」、「ガバナンス」及び「技術・運用」の観点から、国内の

データ連携エコシステムに関するデスクトップ調査及びヒアリングを行った。スマート農業（WAGRI）、自動車・蓄電

池（ABtCトレーサビリティシステム）、含有化学物質（CMP）及びプラスチック（PLA-NETJ）の各データ連携

エコシステムにおける取り組み状況について以下に整理する。また、本調査結果を基に、2.3節において新たなデータ

連携エコシステムを立ち上げる際に特に検討すべきポイントや注意点など、データ連携エコシステムを立ち上げる際に

参考となるような知見を整理する。 

(1) スマート農業：WAGRI 

エコシステム概要（スマート農業：WAGRI）  

スマート農業ドメインでは、生産性向上や高品質・安定生産へ寄与するサービス創出を目的とした、気象・農地・

農薬等のデータ連携基盤として「WAGRI」が 2019年より本格稼働している。内閣府・戦略的イノベーション創造プ

ログラム（SIP）第 1期「次世代農林水産業創造技術8」で「農業データ連携基盤」として開発され、SIP終了後

は国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下、「農研機構」）が引き続き運営を担い、気象

や農地、生育・収量予測など農業生産に役立つデータやプログラムについて APIを介して利用可能としている。 

 

表 2-4 スマート農業分野におけるデータ連携エコシステムの概要 

項目 概要 

エコシステム 対象ドメイン スマート農業 

対象データ 農業生産に関わるデータ（気象/農地/農薬/肥料/他） 

データ連携の目的 気象や農地情報等のデータや、生育・収量予測等のプログラムを APIで提
供することで、現場の農業者に向けた高度で使いやすいサービス創出を民間
企業等に促す 

データ連携の業界
背景 

気象・地図・作物・農薬などの多岐にわたるデータやプログラムを連携すること
で、農業を包括的に支援するサービスを生み出すことができ、生産性の飛躍
的向上や高品質な農作物の安定的な生産に寄与する 

運用するデー
タ連携基盤 

名称 WAGRI 

稼働開始時期 2019年 4月 

経緯 2014〜2018年度に内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）
第 1期「次世代農林水産業創造技術」で「農業データ連携基盤」として開
発され、SIP終了後は農研機構が引き続き運営を担っている 

 

 
8 内閣府「戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）次世代農林水産業創造技術（アグリイノベーション創出）研究開発計画」

（https://www8.cao.go.jp/cstp/gaiyo/sip/keikaku/9_nougyou.pdf）参照 
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図 2-2 WAGRI コンセプト9 

 

エコシステム戦略（スマート農業：WAGRI） 

スマート農業における生産性向上や高品質・安定生産に資するサービス創出を目的としたデータ連携エコシステ

ムである。データ提供者が提供するデータやプログラムを、データ利用者が APIを介して迅速かつ効率的に利用する

ことで、データ利用者による高度で使いやすいサービスの創出につながり、エンドユーザーである農業者の農作業の高

度化や効率化に寄与する農業データ連携基盤を提供する。 

データ連携基盤の運営は農研機構が担っている。データ提供者・データ利用者として参加する者は、農研機構や

農林水産省などの公的機関、ICTベンダーや農機メーカーなどの民間企業、農業法人、教育機関、農業団体など

がある。 

図 2-3のとおり、基本的にデータ利用者からの利用料金によって運営している。価格はシステムの運営保守にお

ける外注費用を賄う程度に設定しており、農業法人やアカデミアには割引も適用される。データ連携基盤に参加す

ることで、データ提供者にとっては自社データやプログラムの販路拡大や提供効率化が、データ利用者にとっては農業

者向けサービス開発にあたってのシステム開発コストの抑制が可能であり、エンドユーザーである農業者にとってはサー

ビス活用による効率的な農作業の実現が期待される。 

 

 
9 農研機構（NARO）「コンセプト」（https://wagri.naro.go.jp/about_wagri/concept/）参照 
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図 2-3 WAGRI における費用の関係 

 

普及促進活動として、新規顧客の獲得活動やイベント開催・出展をはじめ、WAGRIユーザー会を通じた事例

共有や技術交流を行い、取得可能なデータ及びユースケースを WAGRIの公式サイトにて情報発信している。

2025年 3月時点、116会員が参加し、APIは 200個、API呼び出し回数は年間約 2,658万件、データ転送

量は年間約 1,022GBに達している。2026年 3月中旬には、新システムへ移行し、高速化及び操作性の向上を

図る予定である。 

 

表 2-5 スマート農業分野におけるデータ連携エコシステムのエコシステム戦略 

項目 概要  

ビジョン・
価値 

ビジョン スマート農業における生産性向上や高品質・安定生産へ寄与する
サービス創出を実現する 

主な提供価値と提供先 農作業の効率化やコスト削減に向け、データ提供者が提供するデー
タやプログラムをデータ利用者が APIを通じて迅速かつ効率的に利
用できる農業データ連携基盤を提供する 

ステーク
ホルダー 

データ連携エコシステム運営主
体 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構（農研
機構） 

運営主体の背景 国立研究開発法人 

主なデータ提供者 公的機関：農研機構、農林水産省、研究機関など 

民間企業：ICTベンダー、農機メーカー、農業団体など 

主なデータ利用者 公的機関：農研機構、農林水産省、研究機関など 

民間企業：ICTベンダー、農機メーカー、農業団体など 

農業者：農業法人（自社システムで直接利用） 
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主なエンドユーザー 農業者：個人農家、農業法人 

ビジネス
モデル 

データ連携基盤の維持費と費
用負担 

システムの運用・保守における外注費用についてはデータ利用者の
支払うプラットフォーム利用料金によって賄う 

費用負担における特徴 農業法人やアカデミアの利用者へは割引を適用する 

データ連携基盤における価格設
定の考え方 

システムの運用・保守における外注費用を賄う程度に価格を設定 

モチベー
ション 

データを提供するモチベーション 自社データ・プログラムの販路として活用できる 

公的機関であれば研究成果を社会実装できる 

データ提供者が連携基盤へ参
加するモチベーション 

自社のデータの販路となる連携基盤の環境を無償で利用できる 

データを利用するモチベーション 農業者向けサービス開発にWAGRIのデータやプログラムを利用す
ることで、システム開発コストを削減できる 

データ利用者が連携基盤へ参
加するモチベーション 

各社が提供する多種多様なデータやプログラムを一度に利用できる 

エンドユーザーへのメリット 農業生産の効率化・生産性向上などに繋がる 

普及促
進活動 

普及促進活動 新規顧客の獲得活動やイベント開催・出展、WAGRIユーザー会
（関係者による事例共有・技術情報交換）の開催、取得可能な
データ・プログラムや具体的なユースケース等のWAGRIホームページ
を通じた情報発信 

ロードマ
ップ 

データ連携の現状 会員数：116（2025年 3月時点） 

API：200個（2025年 3月時点） 

API呼び出し回数：2,658万件/年（2024年度実績） 

データ転送量（ダウンロード）：1,022GB/年（2024年度実績） 

今後の計画・展望 2026年 3月中旬に新システムに移行予定（高速化、操作性向
上） 

データ種別に関する拡張の計画 農業者のリアルデータやセンシングデバイスデータの活用を促進する 

他のデータ連携エコシステムとの
連携及びその予定 

高知県が開発した営農支援サービス「SAWACHI10」との連携（実
現済） 

 

  

 
10 高知県「IoP（Internet of Plants）プロジェクト/ SAWACHI」（https://kochi-iop.jp/iop-cloud/）参照 
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ガバナンス（スマート農業：WAGRI）  

データ連携基盤に対して適用されるガバナンスとしては、農林水産省が策定した「農業分野における AI・データに

関する契約ガイドライン11」や、「農業分野におけるオープン API整備に関するガイドライン12」などがあり、これらを基

にデータ連携のルールが整備されている。 

また、データ連携基盤運営主体が参加者に対して行うガバナンスとしては、図 2-4のとおり、データ連携基盤に参

加する際には、データ提供者及びデータ利用者が利用規約やデータ提供利用規約に同意することを求めている。こ

れらの規約は、農林水産省の契約ガイドラインに準拠して作成されており、WAGRIの利用条件や、WAGRI を通

じてデータを提供・利用する条件が定められている13。さらに、オプション APIを利用する場合には、データの提供者

及び利用者との間で個別に APIのライセンス契約を締結する。 

 

図 2-4 WAGRI における契約の関係 

  

 
11 農林水産省「農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン〜農業分野のノウハウの保護とデータ利活用促進のために〜」

（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/tizai/brand/keiyaku.html）参照 

12 農林水産省「農業分野におけるオープン API整備に関するガイドライン ver1.0」

（https://www.maff.go.jp/j/kanbo/smart/openapi.html）参照 

13 農研機構（NARO）「農業データ連携基盤(WAGRI)データ提供利用規約」 （https://wagri.naro.go.jp/about_wagri/terms/）

参照 



 

20 

 

表 2-6 スマート農業分野におけるデータ連携エコシステムのガバナンス 

項目 概要  

法令・規制
対応 

データ連携を通じ
て利用者が対応
する規制・ガイド
ライン 

なし 

連携基盤に対し
て適用される規
制・ガイドライン 

農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン（農林水産省）、 

農業分野におけるオープン API整備に関するガイドライン（農林水産省） 等 

ルール・契約 データ連携基盤に
おける規約 

利用規約・データ提供利用規約：データ連携基盤に参加するためにデータ提
供者・データ利用者が同意 

規約が準拠して
いるガイドライン
等 

農業分野における AI・データに関する契約ガイドライン（農林水産省）に準拠
して規約を作成 

規約上で定めら
れた「データの権
利」の内容 

データ提供者が利用相手（開示先）の指定、登録、削除の権限等を持つこと
を規約で定める 12 

その他関連する
契約 

オプション APIライセンス契約：オプション利用時にデータの提供者と利用者の
間で個別に契約 

合意形成 立ち上げや運営
における合意形成
の在り方 

農研機構が主体となって運営 
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技術・運用（スマート農業：WAGRI）  

データ提供者は、WAGRI との API連携によってデータやプログラムを提供するほか、データ利用者に対する認可

も行う。データ利用者は APIを介してデータやプログラムを利用してサービスを開発し、エンドユーザーはデータ利用者

が提供するサービスを介してデータを利用する。 

図 2-5のとおり、エンドユーザーである農業者向けには、データ利用者が農業におけるデータ活用に関するサービス

を提供する。データ提供者は、自社で保有・収集した気象データ、地図データ、自社開発プログラムなど多様なデー

タやプログラムを提供する。データはデータ提供者ごとの形式を維持しつつ、API としてのインターフェース共通化を図

る。また、農機データについては、異なるメーカー間で取得データや形式を標準化する農機 OpenAPI構想により、

国内標準化が進められている。 

図 2-5 WAGRI におけるデータ連携とサービスの関係 
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表 2-7 スマート農業分野におけるデータ連携エコシステムの技術・運用 

項目 概要 

データ連携
基盤 

データ提供の流れ データ提供者は、WAGRI との API連携によってデータやプログラムを提供する 

データ利用の流れ データ利用者は APIを通じてデータやプログラムを利用する 

エンドユーザーは、データ利用者が提供するサービスの形でデータを利用する 

データの流れに関
係するその他のス
テークホルダー 

なし 

提供されるサービ
ス 

エンドユーザーである農業者向けには、データ利用者により、農業におけるデータ
を活用したサービスが提供される 

データモデル 相互運用性向上
や標準化に向けた
取り組み 

農機データについては農機 OpenAPI構想として国内の標準化を実施（農機
OpenAPI構想：異なるメーカーの農機間で取得データや形式を標準化） 

API としてインターフェースを共通化する 

 

以上のスマート農業に関する事例調査の結果から、データ連携の全体像を図 2-6のように整理した。スマート農

業におけるデータ連携は、農業の高度化及び効率化を目的に、データを活用した農業者向けサービスの創出を目

指して進められている。官民を含めた様々なデータ提供者と農業者向けサービスを開発するデータ利用者との間で、

WAGRI をデータ連携基盤として農業生産に関わる多様なデータの連携がなされている。最終的なエンドユーザーで

ある農業者は、データ利用者による農業サービスを活用することで、データを使った農業の高度化を図っている。国立

研究開発法人である農研機構が運営するなど、その体制は中立的なものとなっており、農林水産省のガイドライン

に沿った利用規約の整備など、ガバナンスの確保も行われている。また、同規約ではデータ提供者の権利として利用

先を指定するなど、権利保護もなされている。既にデータ連携エコシステムとして本格的に稼働している実績があり、

今後の更なる発展が期待される。 

図 2-6 WAGRI におけるデータ連携の全体像 
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(2) 自動車・蓄電池：ABtC トレーサビリティシステム 

エコシステム概要（自動車・蓄電池：ABtC トレーサビリティシステム） 

自動車・蓄電池ドメインでは、欧州電池規則への対応をはじめとする様々な業界課題に向けたデータ連携に一

体で取り組むためにデータ連携基盤運営主体にあたる「ABtC（自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター）14」

が設立された。2024年度に経済産業省、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）、自動車・蓄電池業界団

体によるプロジェクトが設立され、「ウラノス・エコシステム」におけるユースケースとして蓄電池のカーボンフットプリント

（CFP）のトレーサビリティサービスをリリースした。 

 

表 2-8 自動車・蓄電池分野におけるデータ連携エコシステムの概要 

項目 概要 

エコシステム 

 

対象ドメイン 製造業（自動車・蓄電池） 

対象データ 自動車、自動車部品、蓄電池に関わる CFP（製品カーボンフットプリント） 

データ連携の
目的 

各社の機密情報を秘匿しながら安全にデータ連携を行い、サプライチェーン上の
取引関係に沿って CFP値を集計する 

データ連携の
業界背景 

自動車・蓄電池業界において資源循環や規制対応を進める上では、連携すべ
きデータやステークホルダーが幅広く、各社が独自で取り組みを進めると業界内で
混乱が生じるため協調した対応が必要となった。このような背景から、資源循環
や規制対応などの自動車業界の共通課題に対してサプライチェーンの川上から川
下まで、機密情報を秘匿しながら安全にデータ連携ができる基盤が求められる。
資源循環・規制対応、及び経済成長に向けた持続可能性・競争力の確保に貢
献する。 

運用するデー
タ連携基盤 

 

 

名称 ABtC トレーサビリティシステム 

稼働開始時期 2024年 5月 

経緯 2024年度に経済産業省、独立行政法人情報処理推進機構（IPA）、自動
車・蓄電池業界団体によるプロジェクトが設立され、データ及びシステム連携のイ
ニシアティブである「ウラノス・エコシステム」におけるユースケースとして蓄電池のカー
ボンフットプリント（CFP）のトレーサビリティサービスをリリースした 

 

 

 
14 一般社団法人 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター（https://abtc.or.jp/）参照 
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図 2-7 ABtCのコンセプト15 

 

エコシステム戦略（自動車・蓄電池：ABtC トレーサビリティシステム） 

自動車及び蓄電池分野において、欧州電池規則への対応をはじめとする業界共通課題の解決を目的としたデ

ータ連携エコシステムである。資源循環や環境規制対応など、サプライチェーン全体で対応が求められる課題に対

し、データ提供者とデータ利用者が迅速かつ効率的にデータ連携可能な手段を提供する。将来的には、自動車・

蓄電池業界の関係者が幅広く参加することで多くのデータを連携し、業界全体としてのデータ連携コストの低減を目

指している。 

ABtCは、自動車 OEM
16

14社、日本自動車部品工業会及び電池サプライチェーン協議会が運営に関与する

一般社団法人である。データ連携基盤への参加者は、自動車部品や蓄電池のサプライヤー、OEMであり、特にデ

ータ利用者という観点では、欧州へ直接製品を上市する OEMや一部の部品サプライヤーとなる。 

図 2-8のとおり、運営は、データ利用者が支払う利用料金と参加者全体で負担する基本料金によって賄われ

る。基本料金は多様な参加者構成を踏まえ、全体の公平性に配慮した価格設定とされ、全体としては運営にかか

る費用を賄う程度に価格が設定されている。参加企業のメリットは、欧州環境規制や調達契約に基づきサプライチ

ェーン上で必要とされるカーボンフットプリント（CFP）のデータ連携を効率的に行えることである。 

 
15 一般社団法人 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター「サービスを利用する」 （https://abtc.or.jp/for-user）参照 

16 自動車業界における完成車メーカー 
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図 2-8 ABtC トレーサビリティシステムにおけるデータと費用の関係 

 

普及促進活動として、展示会やセミナーにおける情報発信のほか、ネットワーキング、レター配信、各種資料提供

などの情報提供プログラムを実施している。将来的には、自動車・蓄電池業界全体のデータ連携基盤としての機能

強化とコスト低減を実現することを目指している。 

 

表 2-9 自動車・蓄電池分野におけるデータ連携エコシステムのエコシステム戦略 

項目 概要  

ビジョン・価
値 

ビジョン 欧州電池規則への対応をはじめとする様々な業界課題に対して、データ連携を
用いた課題解決を目指す 

主な提供価値と
提供先 

資源循環や規制対応などの自動車業界の共通課題に対応するためにデータ連
携に関わるデータ提供者・データ利用者に対して、迅速かつ効率的なデータ連携
手段を提供する。将来的には他産業と連携し、産業横断での課題解決及びデ
ータ連携コストの低減の両立を目指す。自動車製造業は裾野の広い産業である
ため、他産業と繋がることができる共通の基盤が必要。 

ステークホ
ルダー 

データ連携エコシ
ステム運営主体 

一般社団法人 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター（ABtC） 

運営主体の背景 自動車 OEM14社、日本自動車部品工業会、電池サプライチェーン協議会が
運営に関与する一般社団法人 

主なデータ提供者 自動車部品サプライヤー、蓄電池サプライヤー 

（サプライチェーン上の川上企業） 

主なデータ利用者 OEM、自動車部品サプライヤー、蓄電池サプライヤー 

（サプライチェーン上の川下企業） 

ビジネスモ
デル 

データ連携基盤の
維持費と費用負
担 

データ利用者が支払うデータ利用料金及び参加企業全体で負担する基本料金
によって運営する 

費用負担における
特徴 

多様な参加者構成を踏まえ、全体の公平性に配慮した価格設定としている 
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データ連携基盤に
おける価格設定の
考え方 

運営にかかる費用を賄う程度に価格を設定 

モチベーシ
ョン 

データを提供する
モチベーション 

調達契約にのっとりサプライチェーン上で必要とされる CFP値を提供すること 

データ提供者が
連携基盤へ参加
するモチベーション 

データ連携にあたっての業務効率を向上できる 

データを利用する
モチベーション 

欧州環境規制などに対応した CFP値を算出して報告するために活用できる 

データ利用者が
連携基盤へ参加
するモチベーション 

データ連携にあたっての業務効率を向上できる 

普及促進
活動 

普及促進活動 展示会セミナーでの情報発信・情報提供プログラム（ネットワーキング・レター配
信・各種資料等）の提供 

ロードマッ
プ 

データ連携の現状 非公開 

今後の計画・展
望 

将来的には他産業と連携し、産業横断での課題解決とデータ連携コストの低減
の両立を目指す。自動車製造業は裾野の広い産業であるため、他産業と繋がる
ことができる共通の基盤が必要 

データ種別に関す
る拡張の計画 

欧州電池規則に定める蓄電池デューデリジェンス、自動車ライフサイクルアセスメ
ント、バッテリーパスポート、車載半導体データプラットフォームなど協調領域として
取り組む様々なデータ連携において産官学での実証やサービス提供を実施 

他のデータ連携エ
コシステムとの連
携及びその予定 

2025年 3月に IPA と Catena-X Automotive Network e.V.との間で、ウラノ
ス・エコシステムと Catena-Xの相互運用性を実証17。その際、ABtC トレーサビリ
ティサービスの環境を再現して実施。 

 

  

 
17 IPA 「プレス発表 ウラノス・エコシステムと Catena-X、データスペースの相互運用性を実証」 

（https://www.ipa.go.jp/pressrelease/2024/press20250331.html）参照 
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エコシステムのガバナンス（自動車・蓄電池：ABtC トレーサビリティシステム） 

データ連携基盤に対して適用されるガバナンスとしては、蓄電池 CFP・DD関連の「サプライチェーン上のデータ連

携の仕組みに関するガイドライン18」、経済産業省・IPAによる公益デジタルプラットフォーム運営事業者認定制度19

（以降、公益 DPF認定制度）、経済産業省が推進するウラノス・エコシステム、蓄電池のサステナビリティに関す

る研究会などを背景として、データ連携に関するルール・制度設計が進められている。 

また、データ連携基盤が参加者に対して行うガバナンスとしては、図 2-9のとおり、データを円滑に流通させるた

め、参加者がデータ連携基盤運営主体との間でデータ連携基盤規約20に同意する仕組みが採られている。データ

連携基盤規約は「データ連携基盤規約」（モデル規約、経済産業省）21に準拠して作成され、データ提供者が開

示先の指定や利用条件を定める権利を持つとされている。業界内でオープンな議論を積み重ねるとともに、経済産

業省などの関係機関も交えた検討を行い、合意形成を図ることが重視されている。 

 

図 2-9 ABtC トレーサビリティシステムにおける契約の関係 

  

 
18 経済産業省/IPA DADC「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池 CFP・DD関係）」 

（https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/guidelines/scdata-guidline.html）参照 

19 独立行政法人 情報処理推進機構「データ連携システムの運営、管理を行う事業者に対して、データの安全性や、事業の安定性、

相互運用性の確保を目的に認定を行う制度」（https://www.ipa.go.jp/digital/dx/dpf-nintei.html）参照 

20 一般社団法人 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター「データ連携基盤規約」（https://abtc.or.jp/for-user）参照 

21 経済産業省「データ連携のためのモデル規約（データ連携基盤規約 Ver 1.0）」

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/connected_industries/sharing_and_utilization.html）参照 
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表 2-10 自動車・蓄電池分野におけるデータ連携エコシステムのガバナンス 

中項目 小項目 概要  

法令・規制
対応 

データ連携を通じて利
用者が対応する規制・
ガイドライン 

欧州電池規則（欧州） 

連携基盤に対して適用
される規制・ガイドライ
ン 

サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池
CFP・DD関係）、公益 DPF認定制度 など 

ルール・契約 データ連携基盤におけ
る規約 

データ連携基盤規約：データ連携基盤に参加するためにデータ提供者・
データ利用者が同意 

規約が準拠しているガ
イドライン等 

データ連携基盤規約（経済産業省）に準拠して規約を作成 

規約上で定められた「デ
ータの権利」の内容 

データ提供者が利用相手（開示先）の指定、削除の権限等を持つこと
を規約で定める 19 

その他関連する契約 データ提供者・データ利用者が接続アプリケーションを使用する場合、アプ
リベンダーと契約する 

合意形成 立ち上げや運営におけ
る合意形成の在り方 

立ち上げにあたっては業界でオープンな議論を積み重ねるとともに、経済
産業省などの関係機関とも議論した上で、合意形成を図る 

 

技術・運用（自動車・蓄電池：ABtC トレーサビリティシステム）  

図 2-10のとおり、データ提供者及びデータ利用者は、接続アプリケーションを利用してプラットフォームとの接続を

行う。プラットフォームへ接続するためのアプリケーション開発はアプリベンダーが担い、ABtCは安全に接続可能なアプ

リケーションを認証する。データへのアクセス制御機能を実装し、データの開示範囲をデータ提供者が指定できるほ

か、プラットフォームにおいては、トレーサビリティや CFP算出に関わるサービスを提供する。 

また、業界団体、経済産業省、IPAなどによる検討会を通じて、データ連携基盤の機能の詳細について、ルール、
業務要件、システムアーキテクチャ、システム仕様などを含むガイドラインとして共通化が図られている。 
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図 2-10 ABtC トレーサビリティシステムにおけるデータ連携基盤とサービスの関係 

 

表 2-11 自動車・蓄電池分野におけるデータ連携エコシステムの技術・運用 

項目 概要 

データ連携基盤 データ提供の流れ データ提供者は、アプリケーションを通じて ABtC トレーサビリティシステムへアクセ
スし、データを提供する 

データ利用の流れ データ利用者は、アプリケーションを通じて ABtC トレーサビリティシステムへアクセ
スし、データを利用する 

データの流れに関

係するその他のステ

ークホルダー 

データ提供者・データ利用者が連携基盤へ接続するためのアプリケーションをアプ
リベンダーが提供する。それを ABtCが認証する。 

提供されるサービス トレーサビリティや CFP値の算出に関わるサービスを提供する 

データモデル 相互運用性向上や

標準化に向けた取

り組み 

業界団体・経済産業省・IPA などによる検討会を経て、データ連携基盤の機
能詳細などについて、ガイドライン（ルール、業務要件、システムアーキテクチャ、
システム仕様）により共通化を図る 
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以上の自動車・蓄電池における事例調査の結果から、データ連携の全体像を図 2-11において整理した。ABtC

トレーサビリティシステムを中心としたデータ連携においては、自動車・蓄電池のサプライチェーンにおける取引関係に

関連した業界の課題を一体で解決することを目的にデータ連携エコシステムが構築されている。その参加者はサプラ

イチェーンに沿う形になっており、製品に関するデータとして、現在は CFPの連携が行われている。業界活動の一環

として立ち上げられた ABtCが運営を担うほか、規約は経済産業省及び IPAで策定されたモデル規約に基づくな

ど、そのガバナンスは中立でオープンなものとなっている。また、同規約ではデータ提供者の権利として利用先の指定

を定めるなど、権利保護もなされている。今後、蓄電池デューデリジェンス・自動車ライフサイクルアセスメント・バッテリ

ーパスポートなどの業界課題にも拡張される計画であり、業界一体でのデータ連携エコシステムの先駆的取り組みと

なっている。 

 

図 2-11 ABtC トレーサビリティシステムにおけるデータ連携の全体像 
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(3) 含有化学物質：CMP 

エコシステム概要（含有化学物質：CMP） 

含有化学物質ドメインでは、「CMP コンソーシアム22」が設立され、国際的な化学物質管理への要求に対する的

確かつ迅速な対応による事業の持続性の確保を目指す。経済産業省の支援の下、2015年度に CMP コンソーシ

アムの前身である JAMP23により、含有化学物質情報の情報伝達スキームである chemSHERPA24が運用開始さ

れるなど、含有化学物質規制に対応するデータ連携及びその効率化のための取り組みは、同コンソーシアムの設立

以前から業界横断的に進められてきた。後に CMP タスクフォースに発展し、要件定義や基本設計が実施され、

2025年 10月に CMP コンソーシアムへ改組された。また、経済産業省「ウラノス・エコシステム・挑戦プロジェクト」に

も選定されている。 

 

表 2-12 含有化学物質分野におけるデータ連携エコシステムの概要 

項目 概要 

エコシステム 

 

対象ドメイン 製造業（製品含有化学物質） 

対象データ 含有化学物質情報 

データ連携の
目的 

製品に含まれる化学物質情報を、サプライチェーン全体（川上〜川下）でシー
ムレスかつ効率的に共有・管理する 

データ連携の
業界背景 

国際的な化学物質管理要求への的確かつ迅速な対応は、事業の持続性を確
保する上で不可欠である。一方で、各社が個別に対応し続けることは、手間やコ
ストの増大を招き、企業にとって大きな負担となる。こうした負担を軽減するととも
に、今後一層重要性が高まる循環型社会において必要な情報を整備し、その
実現に貢献する。 

運用するデー
タ連携基盤 

 

 

名称 製品含有化学物質・資源循環情報プラットフォーム（CMP） 

稼働開始時期 2026年 9月予定 

経緯 2015年度に CMP コンソーシアムの前身である JAMPにより含有化学物質情
報の情報伝達スキームである chemSHERPAが運用開始された。その後、
CMP タスクフォースに発展し、要件定義や基本設計が実施され 2025年 10月
には CMP コンソーシアムへ改組。取り組みは経済産業省「ウラノス・エコシステ
ム・挑戦プロジェクト」にも選定されている。 

 

 

 
22 CMP コンソーシアム「CMP - Chemical and Circular Management Platform」」（https://cmp-consortium.com/）参照 

23 CMP コンソーシアム「沿革」（https://cmp-consortium.com/consortium/history）参照 

24 CMP コンソーシアム「chemSHERPAについて」（https://cmp-consortium.com/chemsherpa/aboutchemsherpa）参照 
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図 2-12 CMPのコンセプト25 

 

エコシステム戦略（含有化学物質：CMP） 

サプライチェーン全体をブロックチェーンでつなぐ情報連携システムを構築し、化学物質規制対応を中心とした業界

課題の解決を目的とする。化学物質規制に対応するため、データ提供者及びデータ利用者が迅速かつ効率的にデ

ータ連携可能な手段を提供し、将来的にはサーキュラーエコノミーを見据えた資源循環に関するデータ連携の実現

を目指す。 

連携基盤運営主体である CMP コンソーシアムは、業界の複数の企業を発起人として設立された協議会であり、

一般社団法人産業環境管理協会内に設置されている。データ連携基盤への参加者は、化学品メーカー、素材メ

ーカー、部品メーカー、加工・塗装商社、ユニット品メーカー、OEM川下セットメーカーなどである。サプライチェーン上

の全ての企業にとって、自社の製品が規制を満たしていることを証明することは必要であり、その点でデータを受け取

る全ての企業がデータ利用者であると言える。 

図 2-13のとおり、運営は参加者全体で負担する運営費・基盤利用料によって賄われ、費用は事業規模やシェ

アに応じて決定される。運用開始当初は大企業が費用を負担し、中小企業は一定期間を無償とする仕組みを採

用している。全体としては運営費用を賄う程度の利用料を設定する方針である。 

 
25 CMP コンソーシアム「製品含有化学物質・資源循環情報プラットフォーム」（https://cmp-consortium.com/）参照 
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図 2-13 CMPにおける費用の関係 

 

参加事業者（データ提供者）にとっての主な価値は、自社製品が化学物質規制を満たしていることを証明する

ため、販売先であるデータ利用者に対して必要なデータを効率的かつ正確に提供できる点にある。データ連携基盤

に参加することで、化学物質規制対応に伴うデータ連携業務の効率性及び精度が向上し、サプライチェーン全体で

の情報伝達の信頼性が高まる。 

オンラインを含む講演会等による情報発信を頻繁に開催し、普及促進を行っている。現在は運用開始前の段階

であるが、将来的にはサプライチェーン全体で 1万社を超える規模が見込まれている。また、2029年の運用開始を

目標に、資源循環データ連携（RMP：リサイクルマネジメント情報プラットフォーム）への拡張を計画しているほか、

サプライチェーンの海外企業が属する東南アジアへの展開も進める方針である。 

 

表 2-13 含有化学物質分野におけるデータ連携エコシステムのエコシステム戦略 

項目 概要  

ビジョン・価
値 

ビジョン 製品に含まれる化学物質情報と資源循環情報を、サプライチェーン全体でシー
ムレスに共有できる社会基盤をつくる 

主な提供価値と提
供先 

化学物質規制に対応するためにデータ連携を行うデータ提供者・データ利用者
に対して、迅速かつ効率的なデータ連携手段を提供する。将来的にはサーキュ
ラーエコノミーを視野に入れた資源循環データ連携の手段を提供する 

ステークホ
ルダー 

データ連携エコシス
テム運営主体 

CMP コンソーシアム 

運営主体の背景 業界の複数の企業が発起人となって設立された協議会で、一般社団法人産
業環境管理協会内に設置されている 

主なデータ提供者 化学品メーカー、素材メーカー、部品メーカー、加工・塗装商社、ユニット品メー
カー（データ利用者と取引関係にある事業者） 

主なデータ利用者 素材メーカー、部品メーカー、加工・塗装商社、ユニット品メーカー、OEM川下
セットメーカー（自社製品が規制に適合していることを証明する全ての事業
者） 
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ビジネスモ
デル 

維持費と費用負担 参加企業全体で負担する運営費によって運営する 

費用負担における
特徴 

運営費に係る各参加者の負担額は事業規模に応じて決定する 

運営開始後の一定期間は大企業の負担を多くする一方、中小企業は無償と
する 

データ連携基盤に
おける価格設定の
考え方 

運営費用を賄う程度に利用料を設定する方針 

モチベーシ
ョン 

データを提供するモ
チベーション 

販売先であるデータ利用者に対し、自社製品が規制を満たしていることを証明
するデータを提供すること 

データ提供者が連
携基盤へ参加する
モチベーション 

データ連携に係る業務の効率性及び精度の向上 

データを利用するモ
チベーション 

化学物質規制等に関連するデータ連携に活用すること 

データ利用者が連
携基盤へ参加する
モチベーション 

データ連携に係る業務の効率性及び精度の向上 

普及促進
活動 

普及促進活動 講演会等を通じた情報発信 

ロードマッ
プ 

データ連携の現状 運用開始前 

（サプライチェーン全体で 1万社超を想定） 

今後の計画・展望 業界全体に広げる、流れる情報を増やす、海外とのコミュニケーションを増やすこ
との 3つの方針で推進 

サプライチェーンの海外企業が属する東南アジアへの普及を促進する 

データ種別に関する
拡張の計画 

サーキュラーエコノミーを視野に入れた資源循環データ連携（RMP26）への拡
張：2029年に運用開始予定 

紛争鉱物27に関する情報の取扱いも考えられる 

他のデータ連携エコ
システムとの連携及
びその予定 

未定 

 

  

 
26 RMP：リサイクルマネジメント情報プラットフォームであり、CMPを動脈基幹システムとして、静脈側に連携するシステムを確立する計

画 

環境庁「CMP（製品含有化学物質・資源循環情報プラットフォーム）の開発状況並びに RMP（リサイクルマネジメント情報プラット

フォーム）構想」（https://www.env.go.jp/content/000331845.pdf）参照 

27 鉱物の採掘や取引によって得られる利益が武装勢力や軍など紛争当事者の資金源となり、紛争の継続を助長する鉱物 

参考：公益財団法人 旭硝子財団「紛争鉱物問題」（https://www.af-info.or.jp/blueplanet/action/011.html） 
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エコシステムのガバナンス（含有化学物質：CMP） 

データ連携が求められる背景、つまりデータ連携によってステークホルダーが対応していくガバナンスとしては、化学

物質の審査及び製造等の規制に関する法律や J-Moss
28、REACH規則29、RoHS指令30などの国内外の法規

制が存在する。また、データ連携基盤を運営する上では、製品含有化学物質管理ガイドラインのほか、

IEC/ISO82474が存在する。 

また、データ連携基盤運営主体が参加者に対して行うガバナンスとしては、図 2-14のとおり、データを円滑に流通

させるため、参加者がデータ連携基盤運営主体との間で規約に同意する仕組みが採られる。規約は「データ連携基

盤規約」（モデル規約、経済産業省）に準拠して作成される予定である。同規約ではデータ提供者が開示先の

指定や利用条件を定める権利を確保する予定である。 

 

図 2-14 CMPにおける契約の関係 

 

業界横断的な化学物質規制への対応の取り組みは、自動車業界では IMDSの活用、電機電子業界では、

chemSHERPAの運用など継続的に行われてきた。CMP タスクフォースでは自動車、電気電子、化学品などの各

業界関係者によるチームを編成し、各業界内及び業界間で意見集約を進めてきた。こうした取り組みを通じて、デ

ータ連携に関する共通の考え方について合意形成を図ることが重視されている。 

  

 
28 J-MOSS (JIS C 0950)：電気・電子機器の特定化学物質含有表示 

参考： JEMA 「J-MOSS (JIS C 0950)」（https://www.jema-net.or.jp/sustainability/ecd/05_J-MOSS.html） 

29 Registration, Evaluation, Authorisation and Restriction of Chemicals：欧州の化学物質管理における法規制 

30 Restriction of the use of certain Hazardous Substances in electrical and electronic equipment：欧州の電気・電子機器

における特定有害物質の使用を禁止する指令 
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表 2-14 含有化学物質分野におけるデータ連携エコシステムのガバナンス 

項目 概要  

法令・規制
対応 

データ連携を通じて利
用者が対応する規制・
ガイドライン 

化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律（化審法）、J-

Moss（JIS規格）、REACH規則、RoHS指令など 

連携基盤に対して適用
される規制・ガイドライ
ン 

製品含有化学物質管理ガイドライン31 

IEC62474・ISO82474を採用 

ルール・契約 データ連携基盤におけ
る規約 

データ連携基盤規約（名称未定）：作成中 

規約が準拠しているガ
イドライン等 

データ連携基盤規約（経済産業省）に準拠して規約を作成予定 

規約上で定められた「デ
ータの権利」の内容 

データ提供者が利用相手（開示先）の指定、登録、更新、削除の権
限等を持つことを規約で定める方針 

その他関連する契約 データ提供者・データ利用者がアプリを使用する場合、アプリベンダーと契
約する予定 

合意形成 立ち上げや運営におけ
る合意形成の在り方 

IMDSの活用や chemSHERPAの構築・運用など、業界横断による含
有化学物質データの連携に関する検討は継続されてきた。CMP タスクフ
ォースでは自動車、電気電子、化学品など各業界の関係者によるチーム
を編成し、各業界内及び業界間での意見集約を行い、データ連携に関
する考え方について合意形成を図る。 

 

  

 
31 CMP コンソーシアム「管理ガイドライン」（https://cmp-consortium.com/docs/guidelines）参照 
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技術・運用（含有化学物質：CMP）  

図 2-15のとおり、データ提供者・データ利用者は、接続アプリケーションを利用してプラットフォームとの接続を行

う。プラットフォームへ接続するためのアプリケーション開発はアプリベンダーが担い、CMPは安全に接続可能なアプリケ

ーションを認証する予定である。なお、データはデータ提供者ごとに論理的に分割された領域に配置されるほか、調

査依頼への回答という形でデータ利用者に提供される。また、プラットフォームにおいては、規制対象変更の通知やそ

れに伴うデータの自動連携などのサービスを提供し、データ提供者・データ利用者はそれを活用することで効率的にデ

ータ連携を行うことができる。 

 

図 2-15 CMPにおけるデータ連携とサービスの関係 

 

表 2-15 含有化学物質分野におけるデータ連携エコシステムの技術・運用 

項目 概要 

データ連携
基盤 

データ提供の流れ データ提供者は、CMPのプラットフォーム上へのアップロードによってデータを提
供する。ただし、データ提供者ごとに論理的に領域が分割されている。 

データ利用の流れ データ利用者に対し、調査依頼への回答情報として加工されたデータが提供
される 

データの流れに関係
するその他のステー
クホルダー 

データ提供者・データ利用者がプラットフォームへ接続するためのアプリケーショ
ンをアプリベンダーが提供する。それを CMPが認証する予定 

提供されるサービス 規制対象変更の通知やそれに伴う自動連携などのサービスを提供する 

データモデル 相互運用性向上や
標準化に向けた取
り組み 

国際標準の IEC/ISO82474を採用し、国際標準に沿った形式でデータモデ
ルを標準化 
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以上の含有化学物質分野における調査結果から、データ連携の全体像を図 2-16のように整理した。CMPを

中心としたデータ連携においては、製品含有化学物質に関する規制対応を背景に、これまで個社間で行われてきた

データ連携の効率化や今後のサーキュラーエコノミーへの対応を見越した業界横断の取り組みとして、データ連携エコ

システムが構築されている。これまで業界横断での議論が積み重ねられており、業界の複数の企業によって立ち上げ

られた協議会としての CMP コンソーシアムが運営を担うほか、経済産業省のモデル規約に基づく規約を予定するな

ど、ガバナンスの面でも業界横断というユースケースの特性にあった形で進められている。将来的にはサプライチェーン

の海外部分への展開も計画されているなど、業界横断・国際的なデータ連携エコシステムとしての発展が期待され

る。 

図 2-16 CMPにおけるデータ連携の全体像 
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(4) プラスチック：PLA-NETJ 

エコシステム概要（プラスチック：PLA-NETJ） 

PLA-NETJは、製造業におけるプラスチック資源の効率的循環を促進する情報流通プラットフォームである。サー

キュラーエコノミーは資源や環境への負荷低減のために求められており32、国際的な環境規制への対応や競争力強

化にも寄与する。本プラットフォームは、政府の総合科学技術・イノベーション会議（CSTI）が推進する SIP第 3

期において「サーキュラーエコノミーシステムの構築33」の一環として位置付けられ、サブ課題 A1-01 として研究開発が

進められている。2027年度にかけて実証評価をした上で 2028年度以降に運用を開始し、プラスチック情報の円

滑な流通を通じて資源の循環利用の拡大を図る。 

なお、PLA-NETJについては誕生段階であり検討中の項目も多いため、一部の図を省略する。 

 

表 2-16 プラスチック分野におけるデータ連携エコシステムの概要 

項目 概要 

エコシステム 

 

対象ドメイン 製造業（プラスチック） 

対象データ プラスチック情報 

データ連携の
目的 

資源の効率的循環を行うサーキュラーエコノミーは環境負荷低減・持続可能な
社会に重要であり、環境規制への対応による国際競争力強化などに貢献する 

データ連携の
業界背景 

サーキュラーエコノミーの実現及び循環社会の拡大には、プラスチック等での再生
材料利用の促進が不可欠である。素材・製品に DPP（デジタルプロダクトパスポ
ート34）を導入し、動静脈産業の各プレーヤーがマテリアルフローをトレース可能
な形でデータを共有し、これを推進する。 

運用するデー
タ連携基盤 

 

 

名称 プラスチック情報流通プラットフォーム（PLA-NETJ）  

稼働開始時期 2026年度後半から 27年度にかけて実証評価を実施予定（同評価を踏まえ
て 2028年度以降に本格稼働予定） 

経緯 2023年度から 2027年度に内閣府・戦略的イノベーション創造プログラム
（SIP）第 3期の課題として「サーキュラーエコノミーシステムの構築」が選定さ
れ、「サブ課題 A1-01 循環市場拡大に資するプラスチック情報流通プラットフォ
ーム」として開発 

 

 
32 Circular Partners 「サーキュラーエコノミーについて」（https://www.cps.go.jp/article/a04GA00001Eh4gCYAR/）参照 

33 独立行政法人 環境再生保全機構「SIP第３期課題『サーキュラーエコノミーシステムの構築』」（https://www.erca.go.jp/sip/）

参照 

34 デジタルプロダクトパスポート、デジタル製品パスポートともいう。 

 参考：NEC「プラスチックリサイクルにデジタルプロダクトパスポート（DPP）が果たす役割とそれを支える技術」 

（https://jpn.nec.com/techrep/journal/g24/n01/240114.html） 
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図 2-17 PLA-NETJのコンセプト35 

 

エコシステム戦略（プラスチック：PLA-NETJ） 

プラスチック情報流通プラットフォーム（PLA-NETJ）は、素材起点のサーキュラーエコノミーを分散型の仕組みに

よって実現し、日本型デジタル製品パスポート（DPP）の構築を目指す。循環型社会の実現及び拡大に対応す

るため、データ提供者及びデータ利用者に対し、効率的かつ分散型のデータ連携手段を提供する。 

運営主体や組織形態は現時点では未定であるが、参加者としては、素材ベンダー、製品ベンダー、回収業者、

解体業者、コンパウンド業者に加え、消費者も含まれる。素材や製品の構成情報、回収・解体プロセスの認証の有

無に関する情報、再生原料や品質特性など、製品ライフサイクル全体にわたるデータが連携対象となる。 

運営費については、運営主体同様に詳細は未定だが、受益者負担のほか公的支援の可能性も想定している。

特に静脈側企業の負担をどのように軽減するかについて議論されている。 

参加事業者にとっては、材料や製品の履歴、品質、懸念物質に関する情報の付与・追跡が効率的に実施でき

る点が大きな価値となる。これにより、再生材の効率的な利用や安心な材料調達が可能となり、取引先や消費者

に対する説明責任を果たすことにも繋がる。 

普及促進活動としては、技術者向け研修やハンズオン、コミュニティ形成、OSS活用支援、セキュリティガイドライ

ン策定、PoC事例公開、業界横断イベントによる認知拡大などを実施する計画である。2026年度にシステム開

発を行い、2026年度後半から 2027年度にかけて実証実験を実施する。2028年度以降に本格運用を開始し、

2032年には国内関連事業者の約 50％の参加を目指すとともに、対象分野の拡大を進める予定である。 

 

表 2-17 プラスチック分野におけるデータ連携エコシステムのエコシステム戦略 

項目 概要  

ビジョン・価
値 

ビジョン 素材起点のサーキュラーエコノミーの実現に向けて、分散型により日本型 DPP

（デジタル製品パスポート）を構築する 

主な提供価値と
提供先 

サーキュラーエコノミーの実現と循環型社会の拡大に対応するために、データ連携
を行うデータ提供者及びデータ利用者に対して、効率的かつ分散型のデータ連
携の手段を提供する 

ステークホ
ルダー 

データ連携エコシ
ステム運営主体 

未定 

 
35 独立行政法人 環境再生保全機構 「SIP、A1-01 循環市場拡大に資するプラスチック情報流通プラットフォームの研究開発」 

（https://www.erca.go.jp/sip/overview/a101-2024.html）参照 
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運営主体の背景 未定 

主なデータ提供者 素材ベンダー等（材料・組成情報等）、製品ベンダー等（製品の構成情報
等）、回収業者（回収ルール・ルート等）、解体業者（中間処理実施情報
等）、コンパウンド業者（再生原料・組成・再生材特性等） 

主なデータ利用者 素材ベンダー、製品ベンダー、回収業者、解体業者、コンパウンド業者、消費者 

ビジネスモ
デル 

維持費と費用負
担 

受益者負担のほか公的支援の可能性も想定 

費用負担における
特徴 

未定（静脈企業の負担軽減について議論されている） 

データ連携基盤に
おける価格設定の
考え方 

運営費用を賄う程度に価格を設定する方針 

モチベーシ
ョン 

データを提供する
モチベーション 

材料・製品の履歴や品質に関する情報を付与することで製品・サービスの価値を
上げ利益に繋げること 

データ提供者が
連携基盤へ参加
するモチベーション 

データ連携にあたっての業務の効率性及び精度の向上 

データを利用する
モチベーション 

材料・製品の履歴が追跡できる、懸念物質についての情報がわかるので安心して
材料を利用できること 

品質についての情報が得られるので、再生材の効率的な利用が可能になること 

データ利用者が
連携基盤へ参加
するモチベーション 

材料・製品の追跡や懸念物質に関する情報を効率的に整理できる 

普及促進
活動 

普及促進活動 技術者向け研修やハンズオン、コミュニティ形成、OSS活用支援やセキュリティガ
イドライン策定、PoC事例公開や業界横断イベントによる認知拡大を予定 

ロードマッ
プ 

データ連携の現状 運用開始前 

今後の計画・展
望 

2026年度にシステム開発を実施し、2026年度後半から 2027年度にかけて実
証実験を行う。2028年度以降に本格運用を開始。2032年には国内の関連
事業者の約 50%の参加を目指す 

利用者として、当初は自動車業界の 100社程度の規模からスタートし、家電、
容器包装等業界を拡張していく方針 

データ種別に関す
る拡張の計画 

金属のリサイクルへの適用や GHG排出量 Scope3など、サプライチェーン横断
で扱えるものは搭載がありうる 

他のデータ連携エ
コシステムとの連
携及びその予定 

サーキュラーエコノミー情報流通プラットフォームとして、各業界・各プロセスのシステ
ムとの連携を予定 
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エコシステムのガバナンス（プラスチック：PLA-NETJ） 

データ連携によってステークホルダーが対応するガバナンスとしては、プラスチック資源循環促進法（2022年施

行）や再資源化事業等の高度化に関する法律（2025年施行）をはじめ、欧州におけるエコデザイン規則

（ESPR、2024年施行）や ELV規則（2025年暫定合意）などの国内外の制度を背景として、資源循環に

関する情報流通の重要性が高まっている。これを受け、国内では SIPの枠組みの中でプラスチック情報流通プラット

フォームの構築ガイドラインが整備されつつあり、海外動向としては欧州エコデザイン規則が参照されている。 

データ連携基盤が参加者に対して行うガバナンスとしては、契約等については、現時点で運営母体が確定してい

ないため、データ連携基盤の規約、利用条件、運営ルールなどの詳細は未定である。ただし、基本的な考え方として

は、データ提供者がデータの利用相手（開示先）の指定等の権限を持つことを可能にする方針であることがわかっ

た。 

SIPの推進として、各種業界団体との連携を重視しつつ、経済産業省や環境省と密な意見交換を行いながら、

段階的に合意形成を図ることが重視されている。 

 

表 2-18 プラスチック分野におけるデータ連携エコシステムのガバナンス 

項目 概要  

法令・規制
対応 

データ連携を通じて利用
者が対応する規制・ガイ
ドライン 

プラスチック資源循環促進法、資源循環の促進のための再資源化事業
等の高度化に関する法律、欧州エコデザイン規則（ESPR）、ELV規
則 

連携基盤に対して適用さ
れる規制・ガイドライン 

プラスチック情報流通プラットフォームの構築ガイドライン (SIPで整備
中)、 

欧州エコデザイン規則（海外） 

ルール・契約 データ連携基盤における
規約 

未定 

規約が準拠しているガイ
ドライン等 

未定 

規約上で定められた「デ
ータの権利」の内容 

データ提供者がデータ利用者（開示先）の指定の権限等を持つことを
可能にする方針 

その他関連する契約 未定 

合意形成 立ち上げや運営における
合意形成の在り方 

各種業界団体との連携を重視しつつ、経済産業省や環境省との密な
意見交換により合意形成を図る 

 

技術・運用（プラスチック：PLA-NETJ）  

データについては、PLA-NETJセンターへ登録され集中管理・公開される「カタログ」と、各企業が PLA-NETJサ

ービスを利用して自身で管理を行う分散型の「個別管理データ（DPP本体）」の２つに分類される。図 2-18で

示すとおり、自社のデータをカタログで公開しデータ利用者がアクセスして使用する流れと、PLA-NETJサービス間で

個別管理データの提供を受ける流れとの２つに大別できる。PLA-NETJサービスについては、アプリケーションの提供

を行うと同時に、民間アプリベンダー向け API仕様を公開する。 

また、共有すべき情報に関するルール等は国際標準化（ISO/TC323、「ビジネスのためのグローバル循環プロトコ

ル」（GCP））を目指している。 
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図 2-18 PLA-NETJにおけるデータ連携とサービスの関係 

 

表 2-19 プラスチック分野におけるデータ連携エコシステムの技術・運用 

中項目 小項目 概要 

データ連携
基盤 

データ提供の流れ データについては、PLA-NETJセンターに登録され公開される「カタログ」と、 

各企業が PLA-NETJサービスを利用して個別にデータ管理を行う「個別管
理データ(DPP本体)」の２種類に分類される 

➢  

データ利用の流れ データ利用者は、PLA-NETJサービスを通してカタログデータ又は個別管理デ
ータにアクセスする 

データの流れに関係
するその他のステー
クホルダー 

未定 

提供されるサービス リサイクル物質の流れを可視化するサービス等を提供する 

データモデル 相互運用性向上や
標準化に向けた取
り組み 

共有すべき情報に関するルール等は国際標準化（ISO/TC323、GCP）を
目指している 

 

以上のプラスチック事例に係る調査結果から、PLA-NETJを中心としたデータ連携について整理する。サーキュラ

ーエコノミーの実現という社会課題に対して重要なプラスチックの再利用を実現するために、データ連携によってマテリ

アルフローを可視化するデータ連携エコシステムとなっている。リサイクル業者などのいわゆる静脈側の企業の参加が

特徴であり、サプライチェーンの動脈側企業と静脈側企業の規模やモチベーションに合わせ、データの管理方法を「カ

タログ」と「個別管理（データ）」に分けるなど設計が検討されている。ガバナンス面については、運営主体が未定で

あるもののデータの権利を保護する方針は明確であり、技術的にそれを担保するために分散型の実装が検討されて

いる。サーキュラーエコノミーの実現にあたっては、プラスチック以外にも様々な素材や分野が存在し、データ連携エコ

システム間の連携という観点でも重要な取り組みといえる。 
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2.2.2 欧州データ連携エコシステムに関するヒアリング結果と分析 

データ連携エコシステムに関する調査を深めるため、欧州のデータ連携エコシステムとの比較を通じて、日本の特

徴とデータ連携エコシステムに共通して内在する課題を明確化することを目的とした調査を行った。 

なお、下記の内容については、欧州当局やデータ連携基盤運営主体にあたる者や、多数のステークホルダーに対

するヒアリングを行ったものではなく、Catena-Xのプロジェクトに関与する企業からの情報36やデスクトップ調査による

ものであることに留意されたい。 

欧州では、データ連携エコシステムは Catena-Xを中心に実装が進められている。こうした現状に加え、データ連

携エコシステムの重要性が一層高まる中、SDV（Software Defined Vehicle）やデジタルツインなど、業界横断

的な展開が期待されていると考えられる。また普及推進に向けては、各エコシステムにて、参加企業向けのラーニング

パスや研修プログラムが提供されている。OEMがスポンサーとなるイベント・ミートアップも多数開催されている。経営

層・現場向けの教育・連携機会や、中小企業向けに特化したトレーニングやミートアップが提供され、参加のハード

ルを下げる取り組みも行われている。 

一方で、OEMが積極的に導入を推進する中で、SME（Small and Medium-sized Enterprise、中小サプラ

イヤー）は導入に慎重な態度を示しているとの見方もあり、普及を阻む最大の要因として、「ステークホルダー側の

Profit（利益・価値）・費用対効果が明確に提示できていない点」との意見もあった。OEMは共有データを活用し

てサプライヤーに対する交渉力を強化できる一方で、SME・サプライヤー側の負担になるケースがあることが推測され

る。 

我が国における検討でも、中小企業やサプライヤーに、コスト負担や OEM との交渉の負担が集中する業界構造

があることを踏まえ、データ連携エコシステムの促進に向けてはエコシステムのステークホルダーに対する Profit（利益・

価値）の明確化やコスト最適化に向けた対応が不可欠であると考えられる。 

欧州でデータ連携エコシステムが浸透しているかの評価については、今後も継続的に欧州におけるステークホルダ

ーの意見を幅広く聞いて判断する必要がある。 

 

  

 
36 KPMG Germany へのヒアリングを実施した。 
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2.3 考察 

4つのデータ連携エコシステムに対する調査の結果、複数のエコシステムに共通してみられる考え方や、本調査で

設定した調査項目の観点から特色ある取り組みが確認された。ここでは、本章で重点的に調査したエコシステム戦

略及びガバナンスについて考察を行う。 

データ連携エコシステムを「複数の企業や組織が保有するデータを相互に連携・共有し、単独では得られない新た

な価値や知見を共創する仕組み」として成立させるためには、単に個社間でデータ連携が行われるだけでは不十分

であり、データ連携エコシステムが共同体として機能しなければならない。個社間では難しい大規模なデータ連携の

実現や、統一的なデータ連携基盤やデータモデルによる効率化などは、エコシステムの形成によって得られる価値の

例であり、十分な参加者数を確保することで価値が大きくなる。また、一般的に、公平性、安全性及び信頼性が確

保されない場合、リスクを避けるために企業はデータ連携を行わない。そのため、データ連携エコシステムを構築する

上では、ルール・ガバナンスの面や技術・運用の面でこれらを確保し、安心してデータ連携を行える環境を整備する

必要がある。 

以上から、データ連携エコシステムの立ち上げにおいては「参加者を増やすこと」及び「参加者が安心してデータ連

携できること」の 2点が重要となる。調査結果からは、これらを実現するために、下記がポイントであることが明らかに

なった。 

➢ 「参加者を増やす」ためのエコシステム戦略 

(1) データ提供者・データ利用者の双方に参加するモチベーションを与えるエコシステム設計 

(2) ステークホルダーに配慮した参加コストの設計 

(3) データ連携エコシステムの拡張 

➢ 「参加者が安心できる」ガバナンス 

(1) 公平な合意形成プロセス 

(2) 中立性を確保した運営体制 

(3) 規約の明確化及び権利保護 

 

2.3.1 エコシステム戦略 

本節では、データ連携エコシステムの参加者を増やすためのエコシステム戦略について、モチベーション設計、参加

コスト設計及びエコシステムの拡張の３つの観点より考察する。 

 

(1) データ提供者・データ利用者の双方に参加するモチベーションを与えるエコシステム設計 

 データ連携エコシステムの参加者を増やすためには、データ提供者及びデータ利用者双方にとって参加するモチ

ベーションがあることが必須である。その際、データ連携自体を行うモチベーションはユースケースによって異なるため、

適切に参加モチベーションを設計する必要がある。 

 今回調査した 4つのエコシステムにおいては、データ連携エコシステムへの参加による効果が得られるようなモチベ

ーションの設計が各々で行われているところ、データ連携に付随する費用の負担と参加者のモチベーションについて

は、以下のような類型があると考えられる。 
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➢ データ提供によって対価が得られる仕組み 

スマート農業の事例では、有償オプションにおいて、データ利用者はデータを受け取り、データ提供者はデータ提供

の対価を受け取る形で、双方が価値を得られる仕組みが設計されている。このようにデータ連携エコシステムが、デー

タ提供者とデータ利用者を繋ぐ場となることで、データ提供者が増えることでデータ利用者にとっての利便性が高まり、

また、データ利用者が増えることでデータ提供者が得られる対価も増加するという構造が生まれる。多くの参加者がア

クセスできる仕組みにすることで、個々の企業がデータを個別にやり取りするよりも高い価値を提供できる。 

➢ 規制対応のため、業界全体で対応が必要なデータ連携のコストを削減する 

自動車・蓄電池や含有化学物質の事例では、図 2-19に示すようにデータの提供者及び利用者の双方がデータ

連携基盤運営主体に費用を支払う形式となっている。データ提供者はデータを提供することに加えて、データ連携

基盤の運営費用も負担しなければならないため、モチベーションが生じないように思われる。しかし、実際には、これら

のデータ連携の前提として、（有体物である）製品の取引関係が存在している。これらの事例では、2.2.1の調査

結果が示すとおり、データ連携を行うモチベーションとして環境規制への対応が存在している。そのため、データ提供

者にとっても、自身が規制に対応するため、あるいは規制に対応する必要がある取引先との契約に基づき、データ提

供を行うことが求められてきている。このように、規制への対応を課題とするケースでは、データ連携に係る業務効率

の向上によるコスト削減によって、データ提供者及びデータ利用者にエコシステム参加の価値を提供することができ

る。 

➢ 提供データが製品の価値向上に繋がる 

プラスチックの事例でも、エコシステムにおけるデータ連携が製品の取引関係に基づいていることは同様であるが、

特にリサイクル事業者等がデータ提供者であるケースでは、再生材の来歴や処理内容に関するデータを提供すること

で、再生材の品質や価値を証明できることがデータ連携の価値になる。詳細なデータを提供することが製品の販売

価格及び利益の向上に繋がることで、データを提供するモチベーションを生む構造になっている。このようなケースで

は、データ連携にかかる業務効率の向上のほか、より多くの参加者を繋げる場としてデータ連携エコシステムが機能す

ることが参加者への提供価値となる。 

 

図 2-19 各データ連携エコシステムにおける費用の関係 
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表 2-20 各データ連携エコシステムの事例におけるステークホルダーのモチベーション 

 

2.2.2に記載した欧州データ連携エコシステムに関するヒアリング結果からは、OEMが積極的に導入を進める一

方で、SME（中小企業）は慎重な姿勢を示していることが伺えた。慎重な姿勢の要因として、データの提供者及

び利用者間の価値還元が不明確であることが挙げられている。特にデータ提供者にあたる SME（中小企業）にお

いて、得られる効果に比して負担感が大きいことが課題になっている。この点も、各参加者のモチベーション設計の重

要性を示唆している。 

以上の調査結果から、データ連携エコシステムにおいては、データ提供者及びデータ利用者の双方が、データ連携

による価値に加えて、データ連携エコシステムに支払うデータ連携基盤利用料等に見合う参加価値を得られる設計

が必要である。 

  

項目 スマート農業 自動車・蓄電池 含有化学物質 プラスチック 

データを
利用する
モチベー
ション  

 農業者向けサービスの
開発にWAGRIのデー
タやプログラムを利用す
ることで、システム開発
コストを削減できること 

欧州環境規制などに対
応した CFP値を算出
して報告するために活
用すること 

化学物質規制等に関
連するデータ連携にあた
っての業務の効率性及
び精度を向上できること 

材料・製品の履歴が追
跡できる、懸念物質に
ついての情報がわかるの
で安心して材料を利用
できること 

品質についての情報が
得られるので、再生材
の効率的な利用が可
能になること 

データを
提供する
モチベー
ション  

自社データ・プログラムの
販路として活用すること 

公的機関であれば研究
成果を社会実装するこ
と 

調達契約にのっとりサプ
ライチェーン上で必要と
される CFP を提供する
こと 

自社の製品が規制に
適合していることを証明
するため、販売先である
データ利用者にデータを
提供すること 

材料・製品の履歴や品
質に関する情報を付与
することで製品・サービス
の価値を上げ利益に繋
げること 

データ利
用者が連
携基盤へ
参加する
モチベー
ション  

各社が提供する多種
多様なデータやプログラ
ムを利用することができ
るため 

データ連携にあたっての
業務の効率性を向上で
きるため 

データ連携にあたっての
業務の効率性及び精
度を向上できるため 

材料・製品の追跡や懸
念物質に関する情報を
効率的に整理できるた
め 

データ提
供者が連
携基盤へ
参加する
モチベー
ション  

無償で自社のデータの
販路となる連携基盤の
環境を利用できるため 

データ連携にあたっての
業務効率を向上できる
ため 

データ連携にあたっての
業務の効率性及び精
度を向上できるため 

データ連携にあたっての
業務の効率性及び精
度を向上できるため 
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(2) ステークホルダーに配慮した参加コストの設計 

データ連携エコシステムへのステークホルダーの参加を促進するためには、ステークホルダーがエコシステムに支払う

参加コストの観点も重要である。参加コストは価格設定によってはデータ提供者・データ利用者といったステークホル

ダーの参加を妨げ、エコシステム自体の形成を阻害する。また、参加者全てに対して一律な価格設定を行う場合に

は、データの提供と利用とで異なるように、目的が異なるステークホルダーの間で不公平感が生じやすい。 

表 2-21が示すように、データ連携基盤運営主体に支払う費用に着目すると、3つのエコシステムに共通する方

針として、企業規模や役割に応じた価格設定を採用している点に加えて、非営利的な価格設定を取っている点が

共通している。そのため、データ連携エコシステムにおいては、様々な背景を持つ参加者が還元される価値に見合っ

たコスト負担で参加できるようにすること、そして、エコシステム全体の運営にかかるコストを圧縮することで参加者が

払うコストをトータルで抑制すること、という２つの観点が重要であると推測される。 

➢ サプライチェーン上流企業をカバーする業界全体での費用負担設計 

データ連携のモチベーションとしては上記(1)のとおり、規制対応をモチベーションとするものが存在している。このよう

なデータ連携では、規制によって提供及び開示しなければならないデータが決まっており、そのデータを持っている企業

のデータ連携エコシステムへの参加が不可欠である。サプライチェーンでは上流に数多くの中小企業が存在しており、

中小企業が必要なデータを持っていることが多いと想定される。データ提供者・データ利用者といった立場の違いやデ

ータ連携エコシステムからの受益に合わせた公平な価格設定を行うことで、中小企業も含めた参加を促進し、必要

なデータを集めることが重要である。一例として、データ利用者が事業規模や業界シェアに応じて費用負担を増やす

など、企業規模に配慮した階段型の費用負担を設計し、幅広い企業の参加を促進する方法が考えられる。 

また、データ連携エコシステムへの参加にあたっては、業務プロセスの変更など参加企業内部の手続もありうる。説

明会、体験会、技術的なトレーニングなどを提供することによって、これらの面からもデータ連携エコシステムへの参加

にかかるリソースコストを抑制することができる。 

➢ エコシステム参加障壁を低減する価格設定   

費用負担自体を軽減するために、サービス主体が運用するデータ連携基盤の運用・維持費用を低減することも

重要となる。例えば、コストダウンの一環としてデータ連携において提供機能を必要最小限に絞ることは開発コストを

低減し、ひいては、システムアップデートの費用低減も期待できる。また、日本の産業競争力強化やスマート農業関

係者の生産性向上など業界全体の競争力強化という目的のため、データ連携基盤への参加費用は非営利的な

価格設定がなされている。 
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表 2-21 各データ連携エコシステムの事例における参加コストと価格設定 

 

(3) データ連携エコシステムの拡張 

データ連携エコシステムのロードマップに着目すると、表 2-22のとおり、4つのエコシステムとも共通して、データ連携

の対象とするデータ種別を増やし、新たなユースケースを開発する計画を立てている。また、4つのうち 3つのデータ連

携エコシステムにおいては、異なるデータ連携エコシステム・データ連携基盤との連携も想定されている点が共通して

いる。  

以上の調査結果から、データ連携エコシステムの誕生段階であっても、データ連携の価値向上に向けたロードマッ

プを整備し、公開することが重要であると考えられる。 

エコシステムにおいて連携可能なデータ種別の増加は、潜在的なデータ提供者及びデータ利用者を増やし、これ

らの企業が参加することで、データ連携エコシステムの成長に繋がる。また、既存のデータ提供者及びデータ利用者に

おいても、少ない移行の手間・コストで新たなデータ連携を行うことができ、コスト効率が向上する形でメリットが得ら

れる。これにより、単独では十分に参加者を集めることが難しいデータ連携エコシステムであっても、立ち上げることが

可能になる。データ連携基盤外部とのデータ連携も同様で、参加者に対しては、1つのデータ連携エコシステムに参

加するのみであっても、多くのデータ及びデータ利用者にアクセスする機会を与える点でメリットがある。また、エコシステ

ムの安定運用の観点でも拡張のロードマップは重要である。特定のユースケースに特化したエコシステムを構築した

場合には、そのユースケースの必要性が低下すると提供価値の重要性が低下しエコシステムが維持困難になってし

まう。データ連携エコシステムの誕生段階における投資を無駄にしない観点からも、データ連携エコシステムが提供す

る価値やデータのユースケースを拡張することを前提として考える必要がある。 

なお、データ連携エコシステムの拡張は、ステークホルダーが増えることによる意思決定の複雑化や、データと機能

の追加に伴うプラットフォームの複雑化を招き、運営・管理にかかるコストは増大する。拡張を前提にエコシステムを設

計しない場合には、拡張を行うたびにプラットフォームのみならず規約や体制にも根本的な変更が必要になり、再検

討・再開発に時間や資金を費やすことになる。また、誕生段階のメンバーが拡張を想定していない場合には、初期メ

ンバーによる既得権益化が生じ、拡張検討時の阻害となる恐れがある。ロードマップを整備しておくことが重要なポイ

ントであると言える。 

  

項目 スマート農業 自動車・蓄電池 含有化学物質 プラスチック 

データ連
携基盤の
維持費と
費用負
担 

システムの運用・保守に
おける外注費用につい
てはデータ利用者の支
払うプラットフォーム利用
料金によって賄う 

データ利用者の支払う
データ利用料金、参加
企業全体で負担する
基本料金によって運営
する 

参加企業全体で負担
する運営費によって運
営する 

受益者負担のほか公
的支援の可能性も想
定 

 

費用負
担におけ
る特徴 

農業法人やアカデミアの
利用者へは割引を行う 

多様な参加者構成を
踏まえ、全体の公平性
に配慮した価格設定と
している 

参加企業全体で負担
する運営費の各参加
者の負担額は事業規
模に応じて決定する 

当初一定期間は大企
業が多く負担することで
中小企業は無償とする 

未定（静脈企業の負
担軽減について議論さ
れている） 

データ連
携基盤に
おける価
格設定の
考え方 

システムの運用・保守に
おける外注運営費用を
賄う程度に価格を設定 

運営費用を賄う程度に
価格を設定 

運営費用を賄う程度に
価格を設定する方針 

運営費用を賄う程度に
価格を設定する方針 

 

公的支援の可能性も
想定 
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表 2-22 各データ連携エコシステムの拡張 

  

項目 スマート農業 自動車・蓄電池 含有化学物質 プラスチック 

データ種別
に関する拡
張計画  

リアルデータ・センシング
データ活用を促進する  

欧州電池規則に定め
る蓄電池デューデリジェ
ンス、自動車ライフサイ
クルアセスメント、バッテ
リーパスポート、車載半
導体データプラットフォー
ムなど、協調領域として
取り組む様々なデータ
連携において産官学で
の実証やサービス提供
を実施 

サーキュラーエコノミーを
視野に入れた資源循
環データ連携
（RMP）へ拡張
（2029年運用開始
予定 ） 

サプライチェーン上に重
なる形で紛争鉱物を扱
うことも考えられる 

  金属のリサイクルへの
適用や GHG排出量
Scope3など、サプライ
チェーン横断で扱えるも
のは搭載がありうる 

他のデータ
連携エコシ
ステムとの
連携及び
その予定 

高知県が開発した営
農支援サービス
「SAWACHI」との連携
（実現済） 。 

2025年 3月に IPA と
Catena-X 

Automotive Network 

e.V.との間で、ウラノス・
エコシステムと Catena-

Xの相互運用性を実
証。その際、ABtC トレ
ーサビリティサービスの環
境を再現して実施。 

未定 サーキュラーエコノミー情
報流通プラットフォーム
として、各業界・各プロ
セスのシステムとの連携
を予定。 
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2.3.2 ガバナンス 

本節では、データ連携エコシステムのガバナンスに関する調査から得られた、データ連携エコシステムのデータ連携

基盤運営主体とその参加者の間でのガバナンスに関わる重要なポイントとして、初期の合意形成プロセス、中立的

な運営及び権利保護・規約について考察する。ただし、プラスチックの事例では調査時点で、実運用時のガバナンス

は検討中であるため、それ以外の 3つのエコシステムについて述べる。 

(1) 公平な合意形成プロセス 

データ連携エコシステム形成のための合意形成については、表 2-23に整理したように、業界団体や監督省庁と

密に意見交換を重ねながら、連携基盤運営主体が、データ提供者及びデータ利用者となる企業の丁寧な合意形

成を支援している点が見られた。 

このことから、データ連携エコシステムの立ち上げにあたっては、単にデータ連携基盤運営主体や、データ提供者・

データ利用者の間の合意形成だけでなく、幅広いステークホルダーが集まって議論する場が重要であることが示唆さ

れる。 

データ連携に際して合意すべき事項は多岐にわたり、以下のように事業・法務・技術・運用の各側面にまたがる。 

➢ 事業面：ユースケース、インセンティブ設計、費用負担モデル 

➢ 法務面：データ利用条件、二次利用ルール、責任分界 

➢ 技術面：データ形式、システムアーキテクチャ、プロトコル仕様、セキュリティ基準 

➢ 運用面：参加条件、認証・審査基準、監査プロセス 

データ提供者・データ利用者となる事業者の意見が重要であることは当然だが、競争関係や取引関係にあること

も多いため、業界としての共通の問題意識・目的意識を集約するためには業界団体の参加も重要となる。また、産

業振興や政策、関連する規制との整合性から、所管省庁や規制当局との合意形成も重要になる。また、近年にお

いて新規のデータ連携の必要性・重要性が高まる中で、必ずしも既存の仕組みや制度が適さない可能性があり、

社会のニーズに応じて仕組みやルールを見直すこともありうる。また、業界全体の産業振興等の観点から、特に初期

段階では公的な補助を活用して推進することが有効な場合もある。加えて、セキュリティ分野やデータ連携技術、法

務などの専門家を加えることで、実務的観点を深めてデータ連携エコシステムを立ち上げることが可能になる。 

以上の観点から、データ連携の立ち上げの段階から、合意形成の場の設計としてデータ提供者及び利用者とな

る企業や関係する業界団体、所管省庁・規制当局、セキュリティ・データ連携技術の専門家といったステークホルダ

ーを整理し、初期メンバーの構成を行うことが重要となる。 

(2) 中立性を確保した運営体制 

データ連携基盤の運営体制に着目すると、表 2-23のとおり 3つのエコシステム全てにおいて、データ提供者とデー

タ利用者の双方に対して中立的な立場をとる組織がデータ連携基盤運営を担っていることがわかる。 

企業間のデータ連携では、データ提供者とデータ利用者の立場の違いや、製品の取引関係などにより企業の間

で利害が対立する場合がありうる。また、業界横断での連携であれば、その関係はさらに複雑になる。一方で、エコ

システムとして運営していくためには、業界としてあるいは業界横断で立場の違いを超えて協調していくことが必要であ

り、連携基盤運営主体はその核となる必要がある。企業や業種を含め、特定の属性の企業に偏って主導される形

では、ビジョンや目的が偏ったものになったり、費用などの負担が一部に集中したりするなど、他の参加企業の納得感

を得にくい。結果として、異なる立場の企業の脱退や不参加が増え、エコシステムが拡大しないだけでなく、データ連

携自体も行われなくなる危険性がある。そのため、例えば、連携基盤運営主体は非営利団体とするのみならず、運

営組織の要職を特定企業が独占しないようなガバナンス体制を築くことで、様々な種類・立場の企業の意見を取り

入れられる体制を構築でき、参加に際しての懸念を低減できる。加えて、データ連携エコシステムの構築・運営にあ

たって所管省庁と連携して進めていく場合、中立性がなく、特定の企業への利益誘導となりかねないエコシステムとの

連携は難しい。中立性を確保した運営体制を確立し、外部への透明性も確保することによって、円滑な連携を行う

ことができると考えられる。 



 

52 

 

また、中立性の確保には、大学や研究機関などからの外部有識者の招聘などで客観的な意見を採用したり、監

査委員会、ステアリングコミッティの設置などで意思決定を分散化したりすることも効果的である。 

 

表 2-23 各データ連携エコシステムの運営体制と合意形成 

 

(3) 規約の明確化と権利保護 

データ連携エコシステムにおけるルールや契約に着目すると、調査対象とした 3つのエコシステムにおいて所管省庁

のガイドライン等に準拠した規約を整備していることが確認された。また、その中では表 2-24のとおり、いずれのエコシ

ステムも、データ提供者の権利（開示先の指定、データ提供の停止・削除の請求権など）を明確に規定している

点が読み取れる。これらは、データ提供者が安心してエコシステムに参加するための基盤として重要な役割を果たし

ている。 

2.2.2 に記載した欧州データ連携エコシステムに関するヒアリング結果においても、SME（中小企業）の懸念と

して、データが OEM との間の交渉力格差を広げる方向に使われることが挙げられており、データ提供者の権利の重

要性が示唆されている。 

こうした調査結果を踏まえると、データ連携エコシステムにおいては、ステークホルダー（データ提供者、データ利用

者、連携基盤運営主体など）の権利・義務・責任を明確化した規約を策定し公開することが不可欠であり、特に

データ提供者が安心してデータを提供できるだけの権利保護を確立することが重要であると言える。また、ステークホ

ルダーのデータ連携エコシステムに対する安心や信頼を醸成するためには、エコシステム全体の中立性や公平性を担

保する手段として、データ連携エコシステム独自のルールではなく、所管省庁によるガイドラインやモデル規約を参照し

た規約とすることが有効と考えられる。 

関連して、データ提供者がデータを提供する上での懸念としては、以下のようなものが挙げられる。 

項目 スマート農業 自動車・蓄電池 含有化学物質 プラスチック 

連携基盤
運営主体 

国立研究開発法人 

農業・食品産業技術
総合研究機構  

一般社団法人 自動
車・蓄電池トレーサビリ
ティ推進センター
（ABtC） 

CMP コンソーシアム 未定 

連携基盤
運営主体
の背景 

国立研究開発法人 自動車 OEM14社と、
日本自動車部品工業
会、電池サプライチェー
ン協議会が運営に関与
する一般社団法人 

業界の複数の企業が発
起人となって設立された
協議会で、一般社団法
人産業環境管理協会
内に設置されている 

未定 

立ち上げや
運営におけ
る合意形
成の在り
方 

農研機構が主体とな
って運営。 

立ち上げにあたっては業
界でオープンな議論を積
み重ねるとともに、経産
省なども合わせて議論
し、合意形成を図る。 

IMDSや
chemSHERPA の構
築・運用など、業界横
断による含有化学物質
データの連携に関する検
討は継続されてきた。
CMP タスクフォースでは
自動車、電気電子、化
学品など各業界の関係
者によるチームを編成
し、業界内及び業界間
での意見集約を行い、
データ連携に関する考え
方について合意形成を
図る。 

SIP の事業としては、
各種業界団体や経済
産業省、環境省との密
な情報交換・意見交
換を通じて推進してい
る。 
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➢ データの不適正利用リスク 

• 競合企業が提供データを解析して、技術的優位や事業的優位を得る 

• 取引先が交渉上有利となる情報として利用する 

➢ 提供データの内容に起因するリスク 

• データの誤りや異常値によってデータ利用者からクレームや訴訟を受ける 

• データ品質の保証範囲が不明確な場合、データ提供者とデータ利用者の間でトラブルが生じる 

➢ データの流出リスク 

• 連携基盤運営側のセキュリティ事故による漏洩 

• データ利用者側での管理不備による漏洩 

• データの二次利用を追跡できず、意図しない拡散や利用が生じる不安 

そのため、これらの懸念に対応するためには、規約において以下の要件を明確化するべきである。 

➢ データのコントロール権限の明示 

• 開示先の指定・変更・停止 

• データの削除要求権 

• 二次利用の許可条件 

➢ 責任分界点の明確化 

• 提供データの品質に係る責任範囲 

• 連携基盤運営主体の責任（セキュリティ、アクセス管理など） 

• データ利用者の責任（二次利用禁止、用途制限、事故時の通報義務など） 

ただし、データ提供者の権利保護は非常に重要である一方、過度にデータ提供者に寄った規約設計は、データ

利用の自由度を阻害し、エコシステム全体の価値創出を妨げる可能性がある。例えば、データの二次利用を一律に

禁止すると、データ提供先の拡大や新たなユースケースの創出を阻害する可能性がある。そこで、データを提供した

後も一定のコントロールを保持できることを担保する規定を定めることで、データ提供者の権利を保護しながらデータ

の二次利用を促す方法などが有効であると考えられる。ステークホルダー間での対話を通じ、業界やユースケースに

合わせた形の規約とすることが重要である。 

業界団体のみならず、所管省庁や第三者機関、有識者を交えた委員会など、様々なステークホルダーが関与し

てガイドラインやモデル規約の整備が行われることで、データ連携エコシステムを立ち上げる際に業界の慣行等に沿っ

た規約を作るのが容易になるだけでなく、中立性の確保や参加者の理解も促進される。 
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表 2-24 各データ連携エコシステムの規約と権利保護 

 

  

項目 スマート農業 自動車・蓄電池 含有化学物質 プラスチック 

データ連携
基盤におけ
る規約 

利用規約・データ提供
利用規約：データ連
携基盤に参加するた
めにデータの提供者及
び利用者が同意 

データ連携基盤規約：
データ連携基盤に参加
するためにデータの提供
者・受領者が同意 

データ連携基盤規約：
作成中 

未定 

規約が準
拠している
ガイドライ
ン等 

農業分野における
AI・データに関する契
約ガイドライン（農林
水産省）に準拠して
規約を作成 

データ連携基盤規約
（経済産業省）に準
拠して規約を作成 

データ連携基盤規約
（経済産業省）に準
拠して規約を作成予定 

未定 

規約におけ
るデータ提
供者のデ
ータに関す
る権利 

データ提供者が利用
相手（開示先）の指
定、データの登録・削
除の権限等を持つこと
を規約で定める 

データ提供者が利用相
手（開示先）の指定、
データの削除の権限等
を持つことを規約で定め
る 

データ提供者が利用相
手（開示先）の指定、
データの登録・更新・削
除の権限等を持つことを
規約で定める方針 

データ提供者が利用
相手（開示先）の指
定の権限等を持つこと
を可能にする方針 
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3 データ連携に関わるトラストに関する調査 

用語（3章）   

表 3-1 トラストに関する現状調査にて用いる用語 

用語 定義 

トラスト37 相手が期待を裏切らないと思える状態。 

相手に対しての期待があり、それが想定どおり振る舞ってくれると思える度合い、またはその
状態をいう。 

本事業では、データ連携に関わるトラストの形成・維持を支える客観面へのアプローチを取り
扱う 

トラストワージネス38 ステークホルダーの期待に対して検証可能な方法で応える能力。 

期待の内容やシステム制約に応じて、トラストワージネスには様々な実現手段が考えられ
る。 

本事業では、既存のトラストに関するツール・仕組みを活用することで実現できるトラストワー
ジネスを主な論点とする 

トラストに関する仕
組み・ツール 

トラストの確保に関して用いられる様々な手段の総称として本調査では用いる。 

例えば、証明書の生成、検証及び有効性確認機能をもつ電子サービス等の「トラストサー
ビス」と呼ばれるものや、コミュニティでの規約などを想定しているが、具体的に何を含むかを定
義するものではない 

主体の真正性 ある主体が事前に確認された主体と一致するという性質 

主体の実在性 ある主体が名乗っているとおりの者として現に存在しているという性質 

データの真正性 データを発行した主体が本物であるという性質 

データの完全性 データが破壊、改ざん、消去されていないという性質 

データの品質 データの機能的な性質、及びそれが利用目的に対して十分な水準を備えていること 

 

3.1 調査概要 

3.1.1 調査の背景及び目的 

本節では、データ連携エコシステムにおいて何故「トラスト」が重要であるかと、第 3章の調査の目的を整理する。 

一般的に何らかの取引が行われる場合、前提として取引当事者間において相互の信頼関係が形成されることと

なる。取引においては、明確に約定されているか否かを問わず、相互に他方当事者に対する一定の期待（納入さ

れること、目的物が必要な品質を満たしていること、遅滞なく代金が支払われること等）を有するものであり、信頼関

係とは、相手方がそのような期待を裏切らないと思える状態を指すと定義することができる。 

このような、取引関係における相手方の信頼関係の形成を整理する概念としてトラストが存在し、不確定要素を

受容可能な不確実性へ落とし込む 1つのアプローチであると理解されている39。一方で、サイバー空間においては、

 
37 国立研究開発法人科学技術振興機構 研究開発戦略センター（CRDS），「デジタル社会における新たなトラスト形成」，

2022年 9月． 
38 ISO/IEC TS 5723:2022 Trustworthiness — Vocabulary, 2022. 

39 経済産業省 「ウラノス・エコシステムの拡大及び相互運用性確保 に向けたトラスト研究会 報告書」 
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やりとりをする相手の顔が見えない中で、相手方とどのように信頼関係を構築するかが、対面での取引よりも困難な

側面がある。 

この点、本調査において想定するデータ連携エコシステムにおいては、オンライン上で不特定多数の事業者同士が

相互にデータの提供・利用を行うことが想定され、また対象のデータは提供する事業者にとって高い機密性を求める

データである可能性もあるところ、データの性質及び連携の形態から、相対的にトラスト確立に向けた障壁が高くな

る。 

データ連携におけるトラストが確立されない場合のリスクについては、データ連携が基本的にオンライン上で完結す

ることを念頭におくと、既存の商取引関係を有する当事者を除き、相手が期待を裏切らないか否かを、限定的なデ

ータ（それ自体の信用性を含め）をもとに判断しなければならない場合も想定される。相手方事業者の情報が虚

偽であった場合には、当該事業者とのデータ連携に起因して発生した損害の責任追及も困難となる恐れがある。 

また、データは無体物であるが、特にデータ連携の対象であるデジタルデータは、技術的な対応を行わなければ、

複製及び同時利用が可能である。したがって、その管理は物品に対するそれと比して困難であり、例えば一旦流出

が生じた場合、その拡散範囲も広範に及びやすく、現実的に拡散したデータを回収し、原状回復を図ることは非常

に困難である。加えて、データに内容の誤り等が存在する場合、検収による事前の発見や、事後的な原因究明等

（データ作成時に誤りが含まれていたのか、提供の過程で第三者による改ざんが生じたのか、後者の場合の責任所

在等）についても物品の授受と比べて困難である。 

データ連携においては、上記の点を踏まえた上で、データ連携を行う相手の素性に関する情報や、各種セキュリテ

ィ、あるいは当該データ連携に関する契約等を総合的に考慮し、連携対象となるデータの性質や重要性に応じた対

策がなされているか検討のうえ、データ連携に関する意思決定を行うこととなる。この意思決定は上記のトラストの確

保が前提要素の１つとなるため、トラスト確保が円滑になしえない場合には、データ連携エコシステムの迅速な普及

拡大は困難である。 

産業用データ連携エコシステムでは、対象となる産業ドメインの特性によって、求められるトラストの要件やリスクの

性質が異なるため、こうした差異を適切に考慮したトラストの確保が欠かせない。一方で、データ連携エコシステムご

とに個別最適でトラスト確保の仕組みを構築すると、データ連携エコシステム間の相互運用性が損なわれるだけでな

く、同様のトラスト確保の仕組みに対する重複投資、過剰な対策によるコスト増、不十分な対策による信頼の毀損

等を招く恐れがある。そのため、データ連携エコシステムごとの特性を尊重しつつも、共通性の高いトラストの観点に対

しては横断的に機能するトラスト確保のツール・仕組みやその活用方法の考え方を整備することが、長期的に安定

し、将来の拡大にも対応しうるデータ連携環境の構築にとって重要となる。 

本章の調査は、データ連携におけるトラスト確立のために必要な要素を整理し、データ連携エコシステムにおけるト

ラストに関する仕組み・ツールの活用の考え方を検討・提示することを目的とする。 

3.1.2 調査の前提となる考え方 

(1)基本となる概念や考え方 

 (a)トラストとトラストワージネス 

データ連携におけるトラストの確立は、データを連携する一方の当事者が他方の当事者について、素性に関する

情報やシステムのセキュリティ等に関する各種資料を参照し、相手の期待に対して検証可能な方法で応える能力が

あるか否かを判断することで行われる。 

このような、相手の期待に対して検証可能な方法で応える能力をトラストワージネスと呼ぶ。トラストが、検証する

者の心理状態及びその心理状態に基づく主観的判断であるのに対し、トラストワージネスは、検証される者について

の計測、観測及び検証の結果から裏付けられる客観的な特性であるといえる。 

本章においては、基本的にトラストワージネス、つまり、データ連携を行う事業者等が、デジタル技術等による客観

的な検証により判断する場合について取り扱う。 
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 (b) 基本的な考え方 

産業データ連携におけるトラストを、主体、識別情報、公開鍵、属性、データ、基盤等の関係が、一定の検証可

能性をもって結び付けられている状態として捉えると、トラスト確立の基本単位は、「何と何の関係を、誰が保証して

いるか」であると言える。 

言い換えると、トラスト確立の基本単位について「A と Bの関係を、Xが保証する」と捉えることができる。A と Bに

は、主体、識別情報、公開鍵、属性、データ、基盤等が入る。Xは、その関係を確認し、証明書の発行、デジタル

署名の付与、認証・認可、監査等の手段により保証する主体である。重要なのは、トラストを「技術の有無」ではな

く、関係の保証として見ることである。これらの考え方によって、認証基盤、認証局、属性証明、デジタル署名、第三

者認証、データ連携基盤の運営者による保証、データ連携基盤の監査といった一見異なる仕組み・ツールを本調

査では並列で扱っていく。 

 

(2) データ連携におけるトラストの観点 

(a) 既存調査を踏まえたリスクに関する考え方の整理 

次に、確保されるべきトラストについて、いくつかの観点に分解して整理する。 

整理にあたり、既存調査を参考とした。具体的には、経済産業省が中心となって推進する企業・業界を横断した

データ連携に関する取組「ウラノス・エコシステム」に関連し、同省でデータ連携におけるリスクを分析し、トラスト確立

の考え方及び在り方を検討した、「ウラノス・エコシステムの拡大及び相互運用性確保に向けたトラスト研究会報告

書（令和７年３月）38」（以下、「経済産業省の既存調査」という。）を参考としている。 

同報告書では、国内におけるデータ連携のユースケースにおいて想定されるリスクについて、データマネジメント・フレ

ームワーク40のアプローチを用いて分析し、リスクの類型化及びトラスト確立に向けた軽減策の提案を行っている。 

具体的には、各ユースケースを分析した結果、共通して頻出するリスクとして、権限のない者のデータ連携への参

加やなりすましのリスク、内容に誤りのあるデータや数値的な精度や品質の基準に合わないデータが流通するリスク、

データ提供者が希望しない営業秘密などのデータが一部ないし全部開示されるリスク等を挙げ、これらを、データ連

携における構成要素に着目して、「事業者（主体）の真正性・実在性に関するリスク」、「データそのものに関するリ

スク」、「連携基盤等に関するリスク」に分類している 。 

(b) データ連携エコシステムにおけるトラスト観点の類型 

本調査においては、同報告書において示されたリスク類型と軽減策のフレームワークを踏まえ、現状の各データ連

携エコシステムにおけるトラストの観点を本節で述べる。この観点に対応させる形で、3.2節でトラスト確保に用いうる

トラストに関する仕組み・ツールを整理し、3.3節でその活用事例を述べる。そのうえで、データ連携エコシステムにお

いて要求されるトラストワージネスとの関係を整理していく。 

 

① 主体（事業者）の真正性・実在性 

事業者の真正性とは、実際にデータ連携を行う事業者（主体）が、データ連携基盤等にて表示される当該主

体の情報と一致することを指す（個人の場合は、当人性とも呼ばれる）。具体的には、あるユーザーIDをもってシス

テムにアクセスする者が、確かにそのユーザーIDが付与されたユーザーであることを認証（当人認証）することによっ

て確認・保証される。 

 
40 経済産業省 「協調的なデータ利活用に向けたデータマネジメント・フレームワーク 〜データによる価値創造の信頼性確保に向けた新

たなアプローチ Version 1.0」 
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また、事業者の実在性とは、ある法人であると名乗る組織が、確かにその法人であることが、例えば法人番号等と

の紐づけにより技術的ないし制度的に担保されていることを確認（身元確認）することによって保証される。 

そして、いわゆる、なりすまし等の方法により主体の真正性・実在性が損なわれた場合、意図しない相手方とのデ

ータ連携が生じることになる。この場合、データ提供側においてはそれ自体が情報漏洩のインシデントに当たるが、提

供対象のデータの内容や性質によって、個人情報保護法への抵触や、営業秘密の漏洩等が生じる恐れがある。他

方で、データ利用者側においては、利用したデータに対する信頼性の評価を誤り、ひいては、②データの真正性・完

全性に関するリスク顕在化の可能性が高まると考えられる。 

 

② データの真正性・完全性・品質 

データ連携を推進する上で、連携の対象となるデータそれ自体のトラスト確保が必要である。これはデータの真正

性（Authenticity）、完全性（Integrity）、品質（Quality）という 3つの観点から整理することが可能である。 

 データの真正性とは、データが主張されている発生源・作成者・時点において正当に生成されたものであるこ

とを指す。すなわち、「そのデータは本当に、主張されている主体によって、主張されている状況で作られたも

のか」という問いに答える概念であり、より丁寧に言えば、データの「作成の真正性」である。データ連携におい

てこの要素が担保されない場合、送信元システムが改ざんされる、あるいは、なりすました主体によって虚偽

のデータが混入されるリスクがある。 

 データの完全性とは、データが転送・保存の各段階において、意図しない変更・欠損・破損を受けていないこ

とを指す。真正性が「出所の正しさ」に関わるのに対し、完全性は「内容の伝達の正しさ」に関わる概念であ

る。データ連携の過程では、攻撃者による転送過程でのデータの改ざんや、ネットワーク障害による一部レコ

ードの欠落、文字コードの変換ミスによるデータ化け、バッチ処理の途中停止による不完全な転送など、

様々な要因でデータの完全性が損なわれる。完全性が失われたデータを用いて分析や意思決定を行うと、

誤った結論を導くリスクが高まる。 

 データの品質とは、データが利用目的に対して十分な品質特性41を備えているかという総合的な適合度を

指す。真正性と完全性が「データが正しく届いているか」という技術的・手続的な側面を扱うのに対し、品質

は「届いたデータが実際の用途に耐えうるか」という実用的・意味的な側面を扱う。例えば、真正かつ完全に

転送されたデータであっても、入力時点での記載ミス、定義の異なるコード体系の混在、更新頻度の不一

致による陳腐化などが存在すれば、品質は低いと評価される。 

真正性と完全性は品質を構成する必要条件であるが、十分条件ではない。真正性が確保されていなければデー

タの出所が信頼できない。また、完全性が確保されていなければデータの伝達状況が信頼できない。しかし、両者が

確保されていたとしても、データそのものの正確性や一貫性が低ければ品質は担保されない。つまり、真正性・完全

性は品質の土台を形成し、その上に正確性や一貫性といった品質要素が積み重なる階層的な関係にある。 

③ データ連携基盤自体のトラストワージネス 

経済産業省の既存調査 38では、前述の事業者の真正性・実在性及びデータの真正性・完全性・品質以外の

全てのトラストの観点について、データ連携基盤等に関するリスクとして整理している。具体的には、このカテゴリに含

まれるリスクの例として、データスペースの利用者が、当該データスペースの利用に際して必要となる資格情報や条件

の充足（例えば特定の免許を取得していることやセキュリティレベルの具備等が考えられる。）を偽った場合のリス

ク、当該データ連携基盤が国内外における個人情報保護法制上要求される同意取得等への対応ができず、その

 
41 なお、例えばデータ品質を表す規格として ISO/IEC 25012 が存在する。同規格においては、正確性、一貫性、精度、最新性、標

準適合性等の特性の有無により品質を評価することになる。もっとも、データ連携上のトラスト形成の観点から言えば、どのような特性

項目を尺度とするかより、各々のエコシステムにおいて定めた特性項目が検証可能な方法で具備されていることが本質的には重要であ

る。 
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参加者が法令遵守できないリスク、営業秘密等、データ提供者において一部ないし全部の開示を希望しないデータ

が開示されてしまうリスク、データ提供先によるデータの目的外利用をあげている。 

これらのリスクの潜在的な発生原因は、本カテゴリの性質上多岐に渡るが、主たるものとして、データ連携基盤の

システム上の脆弱性、当該データ連携基盤利用開始時に本人確認が十分になされていないこと、あるいは利用規

約等の不備といった運用上の不適切性が考えられる。 

運営上の不適切性は、それ自体が当該データ連携基盤に対する信用を毀損するものであり利活用に向けた意

思決定上の障壁となるものであるが、これらの問題点が存在することにより、前述の主体やデータに関するトラスト確

保が難しくなりうる。例えば、一般論ではあるが、データ連携基盤の運営手続上、利用者の本人確認方法が不十

分であれば、なりすまし等の行為が容易になる。また、当該データ連携基盤のシステムのセキュリティが不十分であれ

ば、不正アクセスによる情報の漏洩、データ改ざん等の行為も容易になる。 
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3.2 トラストに関わる国内の既存の仕組み・ツールの調査 

3.2.1 調査概要・対象 

本節では、異なる組織のシステムやサービス間でのデータ連携・共有を実現する上で必要となるトラストの確立に

向けての手段となる仕組み・ツールについて整理することを目的とする。民間の商取引等において広く活用されている

技術的手段、及び法令上で主体やデータの真正性の確認が求められる場面で用いられている仕組み・ツールを幅

広く対象とし、データ連携エコシステムにおける利用者相互のトラスト確保に活用できる可能性のあるものにつき調

査・整理を行った。 

具体的には、本項における調査の対象は、（1）G ビズ ID、（2）電子署名、（3）商業登記に基づく電子認

証制度における電子証明書、（4）eシール、（5）タイムスタンプである。また、現状必ずしもトラスト確立の用途

でサービス展開されているわけではないが、有用であると考えられる仕組み・ツールについて、（6）その他の項目で

概括的に言及する。 

以下では、上記の各仕組み・ツールの概要として、検証の対象や、検証の性質、関連制度等を紹介する。 

3.2.2 調査結果 

(1) Gビズ ID（電子認証） 

G ビズ IDは、デジタル庁が運営する法人・個人事業主向けの共通認証基盤である。法人や個人事業主の電

子申請における本人確認手段として 1つのアカウントで複数の行政サービスにアクセスできる共通の認証機能を提

供しており、社会保険手続・補助金申請・許認可申請等、多数の行政手続システムでの認証に対応している。現

在、民間サービスとの連携の実現可能性を含めた方向での検討が進められており、G ビズ ID との連携が考えられる

民間サービスの事例や活用方法について、公募の上でサービスの一部について試験的な接続を認める実証42を令

和７年度に行っている。 

G ビズ IDのアカウントの種類としては、印鑑証明書及びその押印を行った申請書、もしくはマイナンバーカードを利

用して、法人代表からの申請であることを確認した「G ビズ ID プライム」、G ビズ IDプライムもしくは ID管理権限を

持つ G ビズ IDメンバーが自社社員に対して発行する「Ｇビズ IDメンバー」、メールアドレス以外は確認せずに自己

申告でアカウントを作成できる「G ビズ IDエントリー」の 3種類が存在する。 

G ビズ IDは、そのアカウントの種類により発行時に利用主体の身元確認（利用者の氏名などの情報が実在す

るその人物のものであるかの確認）を行っている。また、複数のレベル、手法による当人認証（行為の実行主体と

主張する身元識別情報の同一性を検証）の機能を提供しているため、データ連携のトラスト確保との関係において

は主体の真正性・実在性に関するトラストの観点に対応しうるものと考えられる。 

  

 
42 デジタル庁 「令和 7 年度 G ビズ ID の民間サービスでの活用事例等の募集及び実証的接続実験の実施に関する公募」 （2025

年 6月 27日） 
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(2) 電子署名 

電子署名とは、電子文書の作成者の真正性及び内容の非改ざん性を確認できる仕組みである。電子署名及

び認証業務に関する法律（以下、「電子署名法」という。）では、電子署名は「電磁的記録に記録することができ

る情報について行われる措置であって、当該情報が当該措置を行った者の作成に係るものであることを示すためのも

の、かつ当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるもの」とされており、それが私文書43

に対して本人によってなされた場合、当該電子文書について真正な成立44が推定される。 

電子署名につき、電子署名法上で特段技術方式は指定されていないが、一般的に公開鍵暗号方式が用いら

れている45ところ、これを運用するためには「その利用者が電子署名を行ったものである」ことを電子証明書により確認

できるようにする認証業務が必要となる。認証業務のうち一定の基準を満たすものを特定認証業務として認定する

仕組みがある。すなわち、認定認証業務に該当するサービスを利用する場合には、一定の技術要件等の具備が担

保されているということになる。また、電子署名法上の認定を受けていない認証業務を行う者が発行した電子証明

書に係る電子署名であっても、上記の定義を満たすものであれば、電子署名法上の電子署名に該当する。 

なお、上記電子署名法の認定制度とは別に、民間団体独自に、技術要件、設備要件、運用要件等の基準を

定め、同基準に対する認証局の適合を評価する仕組みも存在する46。 

データ連携のトラストの確立の観点からは、電子署名はそれが付された電子文書の作成者及び署名以後の非改

ざん性を担保するものであるから、データの真正性及び完全性の観点に対応しうるものである。 

(3) 商業登記に基づく電子認証制度における電子証明書 

商業登記に基づく電子認証制度は、「登記所が発行する印鑑証明書・資格証明書によって確認している「本人

性」，「法人格の存在」，「代表権限の存在」をこれらの証明書に代わる電子的な証明として，法人の登記情報

に基づいて電子認証登記所の登記官が「電子証明書」を発行して認証する制度」であり、「会社代表者の公開鍵

を証明するほかに，商業登記簿の情報に基づいて，一定の事項（会社の代表者であれば，商号，本店，代

表者の資格・氏名）についても，併せて証明される」47。 

現在の仕組みでは、電子署名を付与できる環境が限られているため、法務省及びデジタル庁は、2026年 7月

からの運用開始を目指し、リモート署名方式の導入を進めている48。同署名方式の導入に伴い、大きくは①暗号鍵

及び電子証明書のクラウド上での管理②G ビズ ID との連携による、ブラウザベースのウェブサイト上での商業登記電

子証明書の発行準備・管理③G ビズ IDアプリを用いた電子署名の付与といった、セキュリティ及びユーザビリティの

向上が予定されている 47。 

データ連携のトラストの確立との関係では、この電子証明書で検証可能な電子署名を付すことでデータの真正性

及び完全性の観点に対応しうるものである。 

  

 
43 公文書に該当する文書以外の文書を指す。なお、公文書とは公務員がその職務の遂行として権限に基づいて作成した文書である。

伊藤眞 「民事訴訟法 第 8版」（有斐閣、2023年）459頁参照 

44 一般的に、当該文書が作成者の意思に基づいて作成されたことを意味する。同上 462頁参照 

45 法務省「電子取引社会における電子署名と認証の仕組み」

（https://www.moj.go.jp/ONLINE/CERTIFICATION/GUIDE/guide02.html）参照 

46 一例として、一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）の運営する「JIPDEC トラステッド・サービス登録（認証

局）」が挙げられる（https://www.jipdec.or.jp/project/jtsr/ca.html） 

47 法務省 商業登記に基づく電子認証制度についてのご質問・ご照会 https://www.moj.go.jp/MINJI/minji06_00034.html 

48 法務省「商業登記に基づく電子認証制度」（https://www.moj.go.jp/ONLINE/CERTIFICATION/GUIDE/guide03.html）  
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(4) ｅシール 

eシールとは、企業等が発行する電子データの発行元を証明し、また、電子データに改ざんがないことを証明する

技術であり、「電磁的記録に記録された情報（電子データ）に付与された又は論理的に関連付けられた電子デー

タであって、当該情報の出所又は起源を示すためのものかつ、当該情報について改変が行われていないかどうか確

認することができるもの」と定義されている49。 

 eシールの利用を一層拡大し、データ流通を容易にする観点から、eシールに係る認証業務について、総務大

臣による認定制度が整備されており、令和 8年 3月 30日から認定申請の受付を開始する。eシールは、公開鍵

基盤（PKI）の技術を用いており、いわゆる認証局に該当する認証事業者のうち、設備、技術、運用基準等の要

件を満たし、公的な認定を受けた認証事業者が発行する eシール用電子証明書で検証可能な eシールが認定 e

シールである。 

認定 eシール事業者は、認定審査の際に eシール生成者の実在性、利用者の申請意思確認、利用申込者

の権限確認の実施も要件とされている。具体的には、まず eシール生成者の実在性確認については、利用者が利

用申し込みを申請する際に、利用者は登記事項証明書等を提出し、認定事業者は提出書類や第三者機関デー

タベースを使って①法的な存在（我が国の法令に規定された証明書の確認等）、②物理的な存在（公的証明

書と申告住所の同一確認等）、③運営的な存在（事業の継続的な運営事実の確認）について確認することが

求められる50。また、利用者の申請意思確認については、利用者は、電子署名、押印、又は署名を提出し、認定

事業者はそれらを確認することが求められる51。さらに、利用申込者が申し込みを行うための正当な権限を有するこ

とを確認するために、利用者本人の場合は法人代表者による電子署名等、代理人の場合は利用者本人の署名

及び押印がある委任状などを確認することが求められる 50。 

一方で、こうした公的認定制度に先立ち、民間団体においても総務省の「eシールに係る指針」等に基づいた独

自の技術要件、設備要件、運用要件等の基準を定め、同基準に対する認証局の適合を評価する仕組みも存在

する。当該民間団体の基準に基づき、令和 5年 8月には国内初の登録事例も誕生している。民間認定において

も、利用申請審査の際に eシール利用者の実在性及び申請意思確認の実施を要件としている。 

データ連携のトラスト確立との観点においては、eシールは企業等が作成したデータの真正性及び完全性の観点

にも対応しうるものである。加えて、認定 eシールの場合、主体の真正性・実在性に関するトラストの観点について

も対応しうると考えられる52。 

  

 
49 総務省 「eシールに係る認証業務の認定に関する規程」（令和 7年総務省告示第 113号）第 2条 1項参照 

50 総務省 「e シールに係る認証業務の認定に関するガイドライン（令和７年４月 24 日時点版）」 

51 総務省 「eシールに係る認証業務の認定に関する実施要項（令和７年４月 24日時点版）」 

52 なお、認定 eシールではなくとも、サービス利用開始時やシール発行時に同様の確認措置が講じられていれば同様にリスクへの対応

が期待できることを念のため付言する。 
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(5) タイムスタンプ 

タイムスタンプは、「電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に記録された情報に付与

される時刻情報等の総体」であって、「当該電子データがある時刻に存在していたこと」及び「当該データについて改

変が行われていないかどうか確認することができるもの」であることと定義されている53。 

このうち、確実かつ安定的にタイムスタンプを発行するための要件を満たすものとして、総務省告示 52に基づく総

務大臣認定を受けたものが「認定時刻認証業務」であり、この提供者である認定時刻認証業務の提供事業者

（TSA：Time Stamping Authority）はタイムスタンプトークンを発行し、電子文書のハッシュ値と時刻情報を結

合して署名する仕組みをとる。TSAは、国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）が提供する協定世界

時（UTC）の標準時刻と同期して前述のトークンを発行しており、これにより時刻の正確性が担保されている54。 

現状の活用場面としては、電子帳簿保存法（電子計算機を使用して作成する国税関係帳簿書類の保存方

法等の特例に関する法律）に基づく証憑のスキャナ保存や電子取引データの保存要件としてタイムスタンプの付与

が求められる場合がある。また、電子契約においては、契約締結の時刻を確定し、その後の改ざんがないことを証明

するためにタイムスタンプが利用されうる。加えて、知的財産分野では、発明や創作物の存在時刻を証明するために

タイムスタンプが付与されることがあり、将来的な権利侵害や紛争の際に、その証拠として活用されることが考えられ

る。 

タイムスタンプは、前述のとおり、ある時点以降の当該データの非改ざん性を担保するものであるところ、データ連携

のトラストとの関係においてはデータの完全性に関するトラストの観点に対応しうるものといえる。 

(6) その他のトラストに関連する仕組み・ツール 

その他のデータ連携におけるトラストに活用しうる可能性があるトラスト関連の仕組み・ツールを以下にて紹介す

る。 

まず属性情報を示す新しい技術、フォーマットとして VC（Verifiable Credential）が挙げられる。VCは発行者

のデジタル署名を付すことで真正性確保・改ざん防止等の機能を有する。データを構造化することで目視しやすいこ

とに加えて、また機械可読・機械処理可能な、汎用的なデータ形式及びデータ流通の形態である。各種の証明書

（身元証明書、属性証明書、資格証明書等）の電子化において偽造の防止や、AIを用いたデータ利活用への

対応といった効果が期待されている。また、VCを格納する入れ物であるアプリケーション「Digital Identity Wallet」と

ともに活用することで、持ち主本人だと証明した形で VC証明書を提示する使い方も可能である。技術的には

W3C VCDM（Verifiable Credentials Data Model）や ISO18013-5 (mdoc)等、様々なデータフォーマットが

存在する。 

次に「ブロックチェーン」は、分散型台帳技術を活用することにより、データの改ざん耐性と透明性を確保する手段

として機能する。特定の中央管理者を必要とせずにデータの完全性を担保できる点が特徴である。 

加えて、技術ではない仕組みの一般論として、各種の民間において提供されているツール活用の際には、独立し

た機関がデータや主体の真正性を審査・証明する「第三者認証」がツールの活用可否の検討の助けになる可能性

がある。業界団体や認証機関が発行する認証マークや証明書がこれに該当する。あるいは、公的機関や信頼性の

高い民間機関が管理するデータベースを参照することにより、主体の属性情報やデータの正確性を間接的に検証す

るといったことも考えられる。 

これらの技術・仕組みも、必要に応じて組み合わせてデータ連携におけるトラストの確保を図っていくことが期待さ

れる。 

  

 
53 総務省 「時刻認証業務の認定に関する規程」（令和３年総務省告示第 146号） 

54 総務省 「タイムスタンプの国による認定制度」 (https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/top/ninshou-

law/timestamp.html) 
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3.3 データ連携エコシステムの事例における現状分析 

3.3.1 概要 

本節においては、第 2章で紹介した４つの各データ連携エコシステムの事例において、トラストの確立のために用

いられている仕組み・ツールについて調査し、これを整理・分析する。 

具体的には、3.1.2.で述べたトラスト観点の類型に沿って、一般的に論点となりうる事項を調査項目として設定し

た。そして、同項目への対応に活用している仕組み・ツールを、データ連携基盤運営主体へのヒアリングやデスクトップ

調査に基づいて整理した。以下参考として、本節における調査項目の枠組みを示す。 

 

表 3-2 データ連携のトラストの観点及び対応するデータ連携エコシステム事例への調査項目 

対応するトラスト観点 調査項目 

主体の真正性・実在性 データ連携基盤の利用登録時のユーザーの審査方法 

データ提供者・データ利用者間における相手方の組織と担当者確認方法 

データ提供者の真正性を保証する主体 

データ利用者の真正性を保証する主体 

データ連携基盤にユーザーがアクセスする際に使用する認証方法 

データの真正性 提供されるデータの真正性を検証する方法や技術 

データ利用者の真正性を保証する主体 

データの完全性 提供されるデータの完全性を検証する方法や技術 

データの完全性を保証する主体 

データの品質 提供されるデータの品質を検証する方法や技術 

データの品質を保証する主体 

データ連携基盤等 システムの利用におけるルール・罰則等、利用者の同意を求める規則 

システムの運用ルール・SLA (Service Level Agreement) などを取り決めた規則 

システムを運用する人員が故意・過失に関わらず不正を起こさないための対策 

データ利用者によるデータの不正利用・漏洩に対する対策 

サイバー攻撃対策その他の脆弱性に対する対策 

実施しているシステム監査、第三者機関による認定 

 

3.3.2 WAGRI55 

(1) 主体の真正性・実在性に関するツール活用状況 

WAGRIの利用申請の審査では、申請組織の申請者によるメールアドレス認証を経た Web申請を用いて申請

組織の真正性が確認される。審査の過程で、データ連携基盤の審査担当者は、メールアドレス認証により申請書

に記載されたメールアドレスが申請者のものであること、及びメールアドレスのドメインが申請書に記載された組織のも

のであることを確認し、組織の実在性を確認している。申請書審査で、問題がなければ資格情報を発行する。 

 
55 農研機構が運営する農業データ連携基盤である。WAGRIの概要については、本調査報告書 2.1.3参照。 
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以降のデータ連携基盤の利用時は、ID とパスワードによる当人認証を用いて保証し、データ提供者とデータ利用

者の間では、データ利用者のアカウント情報と紐づけられたデータ利用者が生成するアプリケーション IDによりお互い

の真正性を確認している。データ取得時には OAuth2.0 (Client Credentials Grant)によるトークンベース認証

を実施している。 

また、これらのルール・運用に関しては「農業データ連携基盤（WAGRI）利用規約」において規定されている。 

 

表 3-3 WAGRI：主体の真正性・実在性関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

主体の真正性・実在性 WAGRI登録時のユーザー審査方法 農研機構が登録申請主体のメールアドレス
のアカウント名及びドメインを確認 

データ提供者・利用者間における相手方の
組織と担当者確認方法 

各自、相手方のデータ連携基盤上のアカウ
ント名に紐づけられたアプリケーション ID を
確認 

データ提供者の真正性を保証する主体 農研機構 

データ利用者の真正性を保証する主体 農研機構 

データ連携基盤にアクセスする際に使用す
る認証方法 

農研機構が発行した ID と利用者が設定し
たパスワードでのログインによる認証 

 

なお、参考情報として、WAGRI上における認証システムの概要を図 3-1のとおり掲載する。 

図 3-1 WAGRI における認証システムの概要56 

  

 
56 WAGRI 利用規約・利用申請（https://wagri.naro.go.jp/about_wagri/terms/） 
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(2) データの真正性・完全性・品質に関するツール活用状況 

データの信頼性については、農業データ連携基盤（WAGRI）データ提供利用規約において一定の基準が定め

られている。しかし、同規約においては、運営主体がデータに関して何らかの保証を行うものではない。そのため、デー

タの真正性・完全性について個別に保証が必要な場合は、その保証の方法及び保証範囲・責任分界を、必要に

応じてデータ提供者とデータ利用者間の契約において個別に定める必要がある。WAGRIは基盤として会員・API

レベルの認証等により提供主体の確認や、通信・運用面での安全性確保に資する措置を講じる一方で、基盤側と

してデータの真正性・完全性・品質を一律に保証するものではない。 

また、WAGRIでは、営業秘密や個人情報など特別な保護が必要なデータの取り扱いはしていない。ただし、デー

タ提供者が、個人情報等を含んだ提供データを WAGRIに提供する場合には、事前に運営者に明示することとなっ

ている。 

なお、これらのルール・運用に関しては「農業データ連携基盤（WAGRI）データ提供利用規約」において規定さ

れている。 

表 3-4 WAGRI：データの真正性・完全性・品質に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データの真正性 提供されるデータの真正性を検証する方法
や技術 

会員・APIレベルの真正性 

・会員認証（ID管理） 

・API認証（OAuth2 等） 

データの真正性を保証する主体 農研機構 

データの完全性 提供されるデータの完全性を検証する方法
や技術 

通信・運用レベルの完全性 

 ・TLS（HTTPS） 

 ・監査ログ 

データの完全性を保証する主体 農研機構 

データの品質 

 

提供されるデータの品質を検証する方法や
技術 

品質を保証する仕組みは持たないが、農研
機構 API開発ガイドラインにより、一定の前
提条件を整備  

 ・共通ガイドラインの整備 

データの品質を保証する主体 農研機構 

 

 

(3) データ連携基盤自体のトラストワージネス 

利用者がデータ連携基盤を安心して活用できるようにするには、データ連携基盤自体に関するトラストの観点も

求められる。WAGRIにおいては、データ連携基盤のシステムとしては脆弱性診断及びセキュリティ監査の実施によ

り、信頼性を担保している。利用規約類は農林水産省のガイドラインに準拠した利用規約類57を作成しており、デ

ータ提供側・データ利用側に対して利用条件が明記されており、利用者に一定のルールを課すことでコミュニティ・エコ

システムとしての信頼性を担保している。 

データ連携基盤の運用事業者については ISMS取得もしくはそれに相当する情報セキュリティに関するマネジメン

ト体制を義務付けている。また、データ連携基盤が構築されているクラウド環境には、必要なセキュリティ対策を実装

している。 

 

 
57 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農業データ連携基盤（WAGRI）利用規約 



 

68 

 

表 3-5 WAGRI：データ連携基盤自体のトラストワージネスに関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データ連携基盤等 システムの利用におけるルール等、利用者の
同意を求める規則 

農業データ連携基盤（WAGRI）利用規
約、農業データ連携基盤（WAGRI）デー
タ提供利用規約その他個別規約 

システムの運用ルール・SLAなどを取り決め
た規則 

組織の情報セキュリティ規程及び手順書 

システムを運用する人員が故意・過失に関わ
らず不正を起こさないための対策 

アクセス制御、監査ログ、検知・モニタリング 

ISMS取得義務 

データ利用者によるデータの不正利用・漏洩
に対する対策 

利用規約上での禁止条項 

サイバー攻撃対策その他の脆弱性に対する
対策 

脆弱性診断（年次） 

実施しているシステム監査、第三者機関によ
る認定 

情報システムセキュリティ監査（年次） 

 

3.3.3 ABtC トレーサビリティシステム 

(1) 主体の真正性・実在性に関するツール活用状況 

ABtCのデータ連携基盤は、WAGRIの事例と同じく、利用申請時に申請主体の実在性確認を行っているが、

加えてデータ提供者・データ利用者間の責任で、データ連携の前提となる契約関係等を基に、互いの実在性を確

認・検証すべきものとしている。 

利用申請時については、利用希望者からデータ連携基盤の利用申請を受けた際に、審査担当者が法人番号や

決算情報を確認し、申請を受理した場合は利用希望者に対して ID と初期パスワードを発行する。そして、データ連

携基盤利用時には ID とユーザーが設定したパスワードによる当人認証により真正性の確認を行っている。加えて、

認定アプリケーションからの利用であることを確認するために、IPアドレスによる認証も実施している。 

データ利用者とデータ提供者自身でもデータ連携基盤上の相手方の表示を確認することが求められるが、その前

提として、データ連携の根拠となる契約などの存在を確認することで、相互に主体の実在性の確認を行うことが想定

されている。すなわち、契約の締結過程における与信調査や、事業所・製造工場の現地調査等によって、データ連

携相手の主体者の真正性が事前に確認されていること、いわばデータ連携基盤外において主体の真正性が担保さ

れていることを前提として、データ連携時にはその保証を援用するような関係となっている。 

これらについては、経済産業省において示しているデータ連携のためのモデル規約「データ連携基盤規約」58や、

「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドラインβ版（蓄電池 CFP・DD関係）」59に基づいて作成

された ABtCのデータ連携規約60において定められている。 

  

 
58 経済産業省 「リアルデータの共有・利活用：データ連携のためのモデル規約」 

59 経済産業省/IPA DADC 「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドラインβ版（蓄電池 CFP・DD関係）」 

60 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター 「データ連携基盤規約」  
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表 3-6 ABtC トレーサビリティシステム：主体の真正性・実在性に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

主体の真正性・実在性 データ連携基盤利用登録時のユーザー審
査方法やプロセス 

ABtCが主体のメールアドレスのアカウント名
及びドメイン、法人番号並びに決算情報の
確認、並びに反社チェックを実施 

データ提供者・データ利用者間における他
方当事者の組織と担当者確認方法 

各自、他方当事者のアプリケーション上のア
カウント名を確認 

データ提供者の真正性を保証する主体 データ利用者 

データ利用者の真正性を保証する主体 データ提供者 

データ連携基盤にアクセスする際に使用す
る認証方法 

ABtCが発行した ID とユーザーが設定した
パスワード、及び IP アドレス 

 

なお、参考情報として、ABtCトレーサビリティシステムが参照しているアーキテクチャにおけるユーザー認証システム

の概要を図 3-2のとおり掲載する。 

図 3-2 ABtCが参照するユーザー認証システムの概要 58 
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(2) データの真正性・完全性・品質に関するツール活用状況 

データの真正性について運営主体において技術的な検証は実施していない。データの完全性については、データ

提供者がデジタル署名を付すといった技術的な検証は行っていないが、データ連携基盤が受理したデータをブロックチ

ェーンに記録する仕組みにより完全性の一要素である、改ざんのリスクを緩和している。 

データ品質についても、データ連携基盤としては技術的な検証を行っていない。他方で、欧州電池規制への対応

において、提出するデータにつき第三者認証機関の認証を得ることが必要となることから、本データ連携基盤におい

てもデータ提供者がデータを提供する場合、事前に製品の CFP値を第三者認証機関へ提出し、適合したデータを

使用することを利用規約に定めており、一定程度の対応を実施する予定である。 

なお、データの真正性、完全性または品質のいずれもデータ連携基盤運営主体において保証するものではない。 

 

表 3-7 ABtC トレーサビリティシステム：データの真正性・完全性・品質に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データの真正性 提供されるデータの真正性を検証する方法
や技術 

基盤上特段の措置を設けていない。但し、
欧州電池規制に対応するために、事前に第
三者機関の認証を受けたデータの提供を予
定としている。 

データの真正性を保証する主体 なし 

データの完全性 提供されるデータの完全性を検証する方法
や技術 

データ連携基盤・提供者間：ブロックチェー
ン技術の利用 

提供者間・利用者間：なし 

データの完全性を保証する主体 なし（ただしブロックチェーン技術による改ざん
リスクの緩和はあり） 

データの品質 提供されるデータの品質を検証する方法や
技術 

基盤上特段の措置を設けていない。但し、
欧州電池規制に対応するために、事前に第
三者機関の認証を受けたデータの提供を予
定している。 

データの品質を保証する主体 なし 
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(3) データ連携基盤自体のトラストワージネス 

データ連携基盤等自体のトラストワージネスについて、ユーザーとの関係においては利用規約への同意を受けるこ

とにより対応している。利用規約は経済産業省が公開している「データ連携基盤規約」61に準拠して作成しており、

IPAが定める「データ連携の仕組みに関するガイドライン」62に準拠した運用規則によって運用している。また、運用

人員やデータ連携基盤のセキュリティ対策については各種内規等を整備するとともに、公益 DPF認定を取得するこ

とで信用性の担保に努めている。 

 

表 3-8 ABtC トレーサビリティシステム：データ連携基盤等の信頼性に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データ連携基盤等 システムの利用におけるルール・罰則等、利
用者の同意を求める規則  

データ連携基盤規約 

システムの運用ルール・SLAなどを取り決めた
規則  

組織の情報セキュリティ規程及び手順書 

システムを運用する人員が故意・過失に関
わらず不正を起こさないための対策 

基盤の運用事業者の管理において、基盤に
対するアクセス、ログ管理に関する各種事項
（収集方法、頻度、仕様ツール、運用体
制・フロー等）について規定された管理文書 

SIEM (Security Information and Event 

Management) 相当の技術実装 

データ利用者によるデータの不正利用・漏洩
に対する対策 

利用規約上の禁止条項、罰則条項 

サイバー攻撃対策・その他の脆弱性に対す
る対策 

基盤の運用事業者における脆弱性やリスク
に関する対応方針、実施内容（情報収
集、対応フロー、定期的な実施等）につい
て規定された管理文書 

SIEM相当の技術実装 

実施しているシステム監査、第三者機関によ
る認証 

公益デジタルプラットフォーム運営事業者認
定制度 

 

  

 
61 経済産業省 「データ連携基盤規約 Ver.1.0」 
62 独立行政法人 情報処理推進機構 「データ連携の仕組みに関するガイドラインの手引き サプライチェーン共通編」 

 

https://kpmgjapan365.sharepoint.com/sites/JP-KC_IPA_Dataspace_Research_Support/Shared%20Documents/General/11.Work_Paper/02_Work/05_納品物/（https:/www.ipa.go.jp/digital/architecture/guidelines/scdata-guide.html）
https://kpmgjapan365.sharepoint.com/sites/JP-KC_IPA_Dataspace_Research_Support/Shared%20Documents/General/11.Work_Paper/02_Work/05_納品物/（https:/www.ipa.go.jp/digital/architecture/guidelines/scdata-guide.html）
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3.3.4 CMP  

(1) 主体の真正性・実在性に関するツール活用状況 

CMPが運営を予定するデータ連携基盤においては、CMP コンソーシアムへの入会をまず前提としており、その入

会審査時に入会希望者について、メールアドレスのアカウント名及びドメイン、法人番号、決算情報、反社会的勢

力への非該当性等の確認を行っている。そのため、データ連携基盤の利用開始に関しては追加の審査は予定して

いない。 

ただし、運営主体においてユーザーの主体の真正性・実在性については何らかの保証は行わず、利用者間の責

任でその確認を行うものとする予定である。具体的には、本データ連携基盤におけるデータ連携は、データ利用者か

らデータ提供者に対して化学物質情報の提供をリクエストし、データ提供者が当該リクエストを受諾した場合に行わ

れるものとなっているところ、この際、データ提供者において、データ利用者がデータ提供の根拠となる契約を締結した

相手であるか等を確認し、主体の真正性に対する検討を行った上で、リクエストの諾否を決めるという建付けになる

見込みである。これらについては今後利用規約63等で定められていくところである。 

 

表 3-9 CMP：主体の真正性・実在性に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

主体の真正性・実在性 データ連携基盤利用登録時の審査方法や
プロセス 

コンソーシアム入会審査時に、申請主体の
メールアドレスのアカウント名及びドメイン、
法人番号、決算情報の確認並びに反社チ
ェックを実施 

データ提供者・利用者間における他方当事
者の組織と担当者確認方法 

各自、他方当事者のデータ連携基盤のアカ
ウント名を確認（データ提供の根拠となる
契約を締結した相手であるか等を確認） 

データ提供者の真正性を保証する主体 データ利用者 

データ利用者の真正性を保証する主体 データ提供者 

データ連携基盤にアクセスする際に使用す
る認証方法 

CMPが発行した ID とユーザーが設定した
パスワード（二要素素認証含む）及び IP

アドレス 

 

  

 
63 CMP コンソーシアム 「CMP コンソーシアム規約」 (https://cmp-consortium.com/consortium/term) 
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(2) データの真正性・完全性・品質に関するツール活用状況 

データの真正性について、運営主体においては技術的な検証の実施を予定していない。データの完全性について

も、技術的な検証は予定していないが、ブロックチェーンを利用した仕組みにより完全性の一要素である、改ざんのリ

スクを緩和する予定である。データの品質については、運営主体側が認定するアプリケーション向けの実装共通モジュ

ールを利用したデータフォーマット（ISO/IECが規定するスキーマ）や欠測値の有無、数値の矛盾といった基本的・

形式的な要素の確認を実施予定であるが、データ内容の当否や正確性といった実質的な要素の確認は予定して

いない。また、データの真正性、完全性又は品質について、運営主体が何らの保証を行うことも予定していない。 

 

表 3-10 CMP：データの真正性・完全性・品質に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データの真正性 提供されるデータの真正性を検証する方法
や技術 

利用規約上の禁止条項・罰則条項を予定 

データの真正性を保証する主体 なし 

データの完全性 提供されるデータの完全性を検証する方法
や技術 

データ連携基盤・提供者間：ブロックチェー
ン技術（予定） 

提供者間・利用者間：認定アプリケーション
に加え、アプリケーションへの実装共通モジュ
ールにより、ISO/IEC スキーマチェックを実施 

データの完全性を保証する主体 なし（ただしブロックチェーン技術による改ざん
リスクの緩和はあり） 

データの品質 

 

提供されるデータの品質を検証する方法や
技術 

なし 

データの品質を保証する主体 なし 

 

(3) データ連携基盤自体のトラストワージネス 

CMP コンソーシアムが運営を予定するデータ連携基盤においては、「製品含有化学物質・資源循環情報プラット

フォーム」部分と外部のベンダーが提供するアプリケーションが分かれている。プラットフォーム部分の信頼性について

は、利用者から利用規約への同意を得ることにより、トラスト確保を図ることとなっている。アプリケーション部分の信頼

性については、利用規約・運用規則、認証基準を含め今後ベンダーと交渉・策定し、利用者からこれに対する同意

を得ることでトラスト確保を図る予定である。運用人員の不正を抑止するための規則や対策は検討中。脆弱性管

理やセキュリティ対策は、非機能要件として定めている。対策の実装に関してはアプリケーションベンダーの認証等で

確認。基盤は脆弱性診断などをコンソーシアムとして実施予定。 
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表 3-11 CMP：データ連携基盤自体の信頼性に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

連携基盤等 システムの利用におけるルール・罰則等、利
用者の同意を求める規則 

利用規約（検討中） 

CMP コンソーシアム規約 

システムの運用ルール・SLAなどを取り決め
た規則 

運用規約（検討中） 

システムを運用する人員が故意・過失に関わ
らず不正を起こさないための対策 

アプリケーションにつき、アプリケーションベンダ
ー認証 

プラットフォームにつき、コンソーシアムによるロ
グ管理等を実施予定 

データ利用者によるデータの不正利用・漏洩
に対する対策  

利用規約上の禁止条項・罰則条項を予定 

ISMSなどのデジュール標準を候補に、方法
を検討中 

サイバー攻撃対策・その他脆弱性に対する
対策 

プラットフォームにつき外部の情報システムセ
キュリティ監査を検討中 

アプリケーションにつきアプリケーションベンダー
のセキュリティ対策に依存 

実施しているシステム監査、第三者機関によ
る認定 

プラットフォームにつき外部の情報システムセ
キュリティ監査を検討中 

 

 

なお、参考情報として、CMPの予定する現状のシステムイメージを図 3-3のとおり掲載する。 

 

図 3-3 CMPのシステムの概要64 

 

 
64  CMP コンソーシアム 「CMP説明資料」（https://cmp-consortium.com/cmp） 
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3.3.5 PLA-NETJ  

(1) 主体者の真正性・実在性に関するツール活用状況 

PLA-NETJにおいては、利用を希望する企業等に対し、申請内容に基づき、当該団体の実在性及び基本的な

信頼性の確認を行う。手続としては①申請フォームへの必要事項の入力、②企業の公開情報を用いた所在確認

などを行う予定であるが、いずれも現時点において PLA-NETJ運営母体が決まっていないため、未確定となってい

る。 

また、アカウント発行後も利用者とデータ連携基盤間においてはログインの際のクライアント証明書、利用者の ID・

パスワード及び SMS認証を用いた二段階認証による当人認証を用いて主体の真正性を確認し、利用者間におい

ては VCにより相互の真正性を確認することが予定されている。 

 

表 3-12 PLA-NETJ：主体の真正性・実在性に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

主体の真正性・実在性 データ連携基盤利用登録時のユーザー審
査方法やプロセス 

利用登録時に、利用希望者に対する一定
の審査を行う予定 

データ提供者・データ利用者間における他
方当事者の組織と担当者確認方法 

PLA-NETJが発行の VC を予定 

データ提供者の真正性を保証する主体 PLA-NETJの経営母体を予定 

データ利用者の真正性を保証する主体 PLA-NETJが発行の VC を予定 

データ連携基盤にアクセスする際に使用す
る認証方法 

ID・パスワード 及び SMS認証コードによる
二段階認証とクライアント証明書による認
証の組み合わせにより実施予定 

 

 

(2) データの真正性・完全性・品質に関するツール活用状況 

データの真正性及び完全性については、電子署名による対応を行う予定である。具体的には、データ提供者は、

データを提供する際、当該データに対して提供者の電子署名を付与したうえで、カタログへ登録する。 

電子署名の信頼性の担保方法については、データ提供者が求める信頼性の水準に応じて選択可能とし、例え

ば、以下の方法を想定している。 

1. eシール（公的な電子証明書に基づく電子署名）の活用 

2. PLA-NETJ運営主体が発行するプライベート証明書に基づく電子署名の利用 

3. 電子署名を付与しない形での登録 

データの品質については、データ提供者に対して、事前にプラスチック材料の試験・検査を第三者認証機関へ申

請し SPC認証を得たデータの提供を義務付けることとし、データ登録時にプラットフォーム側で確認できる状態にす

る予定である。 

  



 

76 

 

表 3-13 PLA-NETJ：データの真正性・完全性・品質に関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データの真正性 提供されるデータの真正性を検証する方法
や技術 

電子署名（eシール/プライべート証明書/な
し） 

データの真正性を保証する主体 なし 

データの完全性 提供されるデータの完全性を検証する方法
や技術 

電子署名（eシール/プライべート証明書/な
し） 

データの完全性を保証する主体 なし 

データの品質 

 

提供されるデータの品質を検証する方法や
技術 

第三者機関での認証を予定 

データの品質を保証する主体 第三者機関 

 

(3) データ連携基盤自体のトラストワージネス 

PLA-NETJはデータ連携基盤とアプリケーションが分かれている。データ連携基盤自体のトラストワージネスについ

ては、利用者から今後作成予定の利用規約への同意をうけること及びシステム監査の実施による緩和を検討してい

る。データ連携基盤自体の信頼性に関してはシステム利用規約の作成とシステム監査の計画を検討中である。ま

た、PLA-NETJのアプリケーションサービスは、利用者側の環境に存在するため、そこでのセキュリティは事業者による

対策に依存している。 

 

表 3-14 PLA-NETJ：データ連携基盤自体のトラストワージネスに関する仕組み・ツールの活用状況 

対応するトラスト観点 調査項目 活用している仕組み・ツール 

データ連携基盤等 システムの利用におけるルール・罰則等、利
用者の同意を求める規則 

プラットフォームにつき、利用規約（検討
中） 

アプリケーションにつき、アプリケーションベンダ
ーと利用者間で適用される規約 

システムの運用ルール・SLAなどを取り決め
た規則 

運用規約（検討中） 

システムを運用する人員が故意・過失に関
わらず不正を起こさないための対策 

ログ監査 

ブロックチェーン 

データ利用者によるデータの不正利用・漏洩
に対する対策 

利用規約上の禁止条項・罰則条項 

サイバー攻撃対策その他脆弱性に対する対
策 

アプリケーションにつき、事業者のセキュリティ
対策に依存 

プラットフォームにつき、外部監査を予定 

実施しているシステム監査、第三者機関によ
る認定 

プラットフォームにつき、外部監査を予定 
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3.4 事例を踏まえたデータ連携におけるトラストの考察 

3.4.1 日本の産業データ連携におけるトラストの現状理解 

日本の産業データ連携について、3.3節の事例を踏まえて整理する。なお、PLA-NETJはまだ具体的な動きにつ

いて検討段階であるため、以下ではこれを除く 3つの事例をベースに考察を進める。 

ABtCや CMP、WAGRIのような国内事例では、参加者の登録・審査、コンソーシアム規約、アプリケーション認

証等の複数の手段を組み合わせることで、トラストが確保されている。 

このような国内事例の特徴は、主として運営主体と参加者の合意によるルールによってトラストが形成されている

点にある。すなわち、誰が参加できるか、どのような条件でデータをやり取りできるか、どの範囲までデータを開示する

か、どのアプリケーションが利用可能かといった事項が、コンソーシアム規約や利用規約、運営主体による審査・管

理、それに伴う運営主体によるシステム・データへのアクセス制御を通じて定められている。 

3.4.2 トラストの確保の主体・手段の類型化 

データ連携におけるトラストは、一律に厳格にすればよいものではなく、必要なトラスト確保の在り方は、不備や不

正が生じた場合の影響度と、その発生可能性に応じて、適切な保証手段を選択する必要がある。過剰な保証手

段はコストやデータ連携エコシステムへの参加の障壁を高める一方で、不十分な保証手段はリスクを十分に低減で

きない可能性がある。このトレードオフを整理するためには、個別の技術を列挙するだけではなく、トラストに関するツ

ール・仕組みが何を対象とし、どのような関係を誰が保証しているのかを構造的に捉える必要がある。 

このことを念頭に置いた上で、3.3節の事例も踏まえて各データスペースにおけるトラストの構造を整理すると、「ど

のような保証主体が」、「どの程度検証可能な形で」これらの紐づけを実現しているかとして整理することが可能であ

る。 

そこで、本節では、この観点からトラストに関する仕組み・ツール及び各データ連携エコシステムを A（保証主体）

及び B（検証手段）の組合せでそれぞれ分類し、整理する。なお、あくまで類型化を行っているにすぎず、信頼の

度合いやセキュリティレベルとは独立した整理であることに留意が必要である。 

A：保証主体 

保証主体は以下のように分類する。 

 ユーザー自身：ユーザー自身の主張のみに依拠 

 データ連携基盤運営主体：連携基盤運営主体の確認行為や、利用規約等エコシステム内のルールによって保証 

 第三者認証の認定主体：民間団体等による制度やデータベース、それらに基づいて認定等された仕組み・ツールに
よって保証 

 制度・公的認定：公的な制度やデータベース、それらに基づいて認定等された仕組み・ツールによって保証 

B：検証手段 

検証手段については以下のように分類する。 

 非検証・説明依拠：検証可能でない、或いは主体自身の説明のみに依拠した検証 

 アクセス制御・基本的な確認：エコシステムで使用するシステム・機能に対する認証・認可や、その際の基本的事
項の確認結果による検証 

  暗号学的検証：データの偽造や改変を困難にする暗号技術による検証 

 

 なお、データ連携基盤の信頼性に関しては概念的に異なるが、保証主体については、データ連携基盤の運営

主体自身による説明のみの場合や、第三者認定ないし公的認定の認定主体である場合があると言える。 
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3.4.3 国内事例にみるトラスト確保の構造 

3.3節の詳細のとおり、現在の日本の産業データ連携では、データ連携のトラストは主としてデータ連携基盤の運

営主体とルールを通じて保証されていることがわかる。 

ABtCトレーサビリティシステムでは、利用登録審査において法人番号や決算情報等を確認し、主体と参加資格

の関係を運営主体が保証している。また、運用時には ID・パスワード・IPアドレス等による認証が用いられ、主体の

継続的確認が行われている。データの真正性・完全性については、データ提供者自身が電子署名をデータに付すの

ではなく、データ連携基盤がデータを受理した時点でブロックチェーンに記録することで改ざんリスク緩和が図られてい

る。データ品質については、CFPが第三者認証機関による認証を受けた値 であることを前提する予定であり、データ

連携基盤の信頼性については、公益 DPF認定、アプリケーション認証、SIEM相当の実装等が基礎になっている。 

CMPでも、主体の真正性検証の中心は、コンソーシアムへの入会、会員管理、利用規約への同意、売買契約

を前提とした相手確認など、運営主体と参加者間のルールにある。データ連携基盤側では事業者の実在性を全面

的に保証するわけではなく、実際の取引関係や参加者側の確認行為も前提となっている。データの真正性・完全性

については、CMPも ABtCトレーサビリティシステムと同様に、データ連携基盤によるブロックチェーンへの記録により改

ざんリスクを緩和している。また、品質についてはフォーマット、欠測値、数値矛盾といった基本的なチェックを行うにとど

まり、データ自体の正しさを全面的に保証しているわけではない。データ連携基盤の信頼性の面では、コンソーシアム

規約、非公開情報管理、情報センター、運営委員会、監事制度などが重要な役割を果たしている。 

これに対してWAGRIでは、主体真正性は、利用登録時におけるメールアドレス確認や所属ドメインの確認等を

基礎とし、運用時には ID・パスワードによる認証、データ取得時には OAuth 2.0 (Client Credentials Grant) によ

るトークンベース認証が中心となっている。データの真正性・完全性については、正規会員が、正規のWAGRI API

から取得したデータであることは特定できるものの、電子署名等による体系的な保証は行われておらず、データの提

供主体や契約関係に信頼を依拠した運用となっている。データ品質についても、データ自体の提供の他、AIを使用

した予測プログラム等も提供しており、100%の精度を保証することが困難であることから、プラットフォーム側で内容の

正確性を検証する仕組みは限定的であり、基本的にはデータ提供者の責任のもとで提供される。基盤信頼性の面

では、セキュリティ対策や運用管理、脆弱性診断、監査等により一定の信頼性は確保されているものの、トラストの

多くは運営主体と参加者間の関係性に依存している。 

以上から、今回取り上げた国内事例におけるトラスト確保の構造は、コンソーシアム規約、会員管理アプリ認証、

第三者認証等の組合せによって対応している。これらの事例は、各エコシステムの判断で特定の技術や利用規約

等を組み合わせることで信頼性を担保する「コミュニティ型トラスト」であると言える。なお、このコミュニティ型トラスト

は、それ自体はトラストが不足していることを意味しない。 
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表 3-15 各データ連携エコシステムの類型化マッピング 

  

主体の実在性・真正性 データの真正性・完全性 データ品質 

WAGRI A データ連携基盤運営主体 データ連携基盤運営主体 データ連携基盤運営主
体 

B アクセス制御・基本的な確
認 

アクセス制御・基本的な確
認、 

暗号学的検証 

非検証・説明依拠 

ABtC A データ連携基盤運営主体 データ連携基盤運営主体 第三者認証・認定主体 

（予定） 

B アクセス制御・基本的な確
認 

アクセス制御・基本的な確
認、 

暗号学的検証 

基本的な確認（予
定） 

CMP A データ連携基盤運営主体 データ連携基盤運営主体 データ連携基盤運営主
体 

B アクセス制御・基本的な確
認 

アクセス制御・基本的な確
認、 

暗号学的検証 

非検証・説明依拠 
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3.4.4 「コミュニティ型トラスト」と「汎用型トラスト」の特性 

「コミュニティ型トラスト」は、参加者の合意の中でトラストを担保する仕組み・ルールが決められるため、関係者間

の顔が見えている場合、規約と実務運用を結び付ける仕組みとして有効である。特に、調査対象とした日本の産業

データ連携は、中小事業者を含む既存のサプライチェーン構造の上で実装されているため、現実の業務慣行に適合

した信頼確保ができていること自体は大きな強みと評価できる。 

一方で、「コミュニティ型トラスト」は、エコシステムを跨いだデータ連携への対応には構造的な課題もある。まず、信

頼の根拠が共通フォーマットに変換されておらず、信頼性の根拠を対外的に説明し、外部の検証者が確認すること

が難しい。また、データの利用条件等が機械可読な形式で記述されることが少なく、既存の契約ベースのデータ連携

にとどまりやすいため、分散型での広範な相手とのデータ連携にはそぐわない。すなわち、「コミュニティ型トラスト」は信

頼の根拠が他のデータ連携エコシステムへ示しにくいと言える。 

そこで、エコシステムを横断したデータ連携には、信頼性の根拠を対外的に説明可能とする必要がある点に留意

すべきである。「コミュニティ型トラスト」自体の信頼性の根拠を外部に説明する手段としては、公益 DPF認定のよう

にデータ連携基盤の信頼性を外部から評価・認定を受けて示す方法がまず一つの手段として考えられる。 

これに対して、欧州のデータスペースでは、トラストは運用ルールだけでなく、機械検証可能な技術を活用したサー

ビスとして設計されている。具体的には、GAIA-Xでは、主体やサービスに関する情報を VCで記述し、それらを

VP(Verifiable Presentation)として提示し、ポリシー整合性や構造検証に基づく評価を経てコンプライアンス証明を

生成する仕組みが採られている。また、TSP（トラストサービスプロバイダー）等が主体の確認や証拠の発行を担

い、主体と属性、主体と資格、データ連携基盤と適合状態の関係が機械可読かつ検証可能な形で流通する。さら

に Catena-Xでは、参加者情報に基づく識別子や資格情報をウォレットで保持し、コネクタによるデータ交換と、

ODRL65による利用条件の機械可読表現、CAF66/CAB67による独立認証を組み合わせることで、主体、属性、利

用条件、基盤適合性の各紐づきが相互運用可能な証拠として整備されている。 

このように欧州では、中立的な主体が機械可読・検証可能なトラストサービスを提供し、これをユーザーが活用す

ることでユースケースに縛られることなく信頼性を検証可能するアプローチ、つまりトラストを社会での汎用的な規範と

機械検証可能な技術に基づいて担保する「汎用型トラスト」と呼べるものが志向されている。 

しかし、我が国の産業データ連携基盤に前記の「汎用型トラスト」を新しく導入する場合、ユーザー及びデータ連

携基盤の運営主体双方に負担が生じる。特に、既に「コミュニティ型トラスト」が機能している場合には、過剰な保証

となりコストやデータ連携エコシステムへの参加の障壁を高める可能性に注意が必要である。また、欧州型の仕組み

は制度との結び付きが強く、一方で、我が国におけるトラストの仕組み・ツールは欧州とは異なる形で整備されている

ことから、欧州型をそのままの形で我が国に適用することは現実的ではないことも留意すべきである。 

  

 
65 World Wide Web Consortium (W3C) 「Open Digital Rights Language (ODRL) Information Model 2.2」 

（https://www.w3.org/TR/odrl-model/） 

66 Conformity Assessment Framework、参加者・サービス・データ交換等が基準に適合しているかを判断するための共通の評価枠

組み 

67 Conformity Assessment Body、CAF に基づき適合性評価を実施する、独立した第三者評価機関 
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3.4.5 今後のデータ連携のトラストの方向性 

前節の「コミュニティ型トラスト」及び「汎用型トラスト」双方の強みや課題を踏まえると、日本の産業データ連携基

盤が目指すべき姿は、国内で既に成立しているトラストを否定して新たに作り直すことではなく、「コミュニティ型トラス

ト」の強みを維持しつつ、今後の複数のデータ連携エコシステムの発展へ対応していくことである。具体的には以下の

取組が考えられる。 

まず、こうしたトラスト関連の技術や仕組みについては、現時点では産業界における理解や活用が必ずしも十分

に進んでいるとは言えない。このため、個別技術の導入にとどまらず、データ連携におけるトラストの仕組み・ツールやそ

の活用の考え方を体系的に整理し、ユースケースや導入パターンとして提示することが重要である。これによって、各

データ連携基盤のニーズに応じた活用ができる環境を整備することが必要である。 

加えて、今後データ連携エコシステムや国を跨いだデータ連携に向けては、既存の産業データ連携基盤の信頼根

拠を、機械検証可能でコミュニティ外に提示可能なすることも重要となる。例えば、参加者の法人識別情報、アプリ

認証結果、コンプライアンス確認結果等を VC として発行し、VP として提示・検証可能にすること、データの真正

性・完全性について電子署名、eシール、タイムスタンプの適用範囲を拡大すること、利用条件を ODRL等で機械

可読に記述すること、さらに監査可能なログや検証記録を整備すること等が技術的な方向性として考えられる。この

ような、主体、属性、データ等の関係を、エコシステムを越えて検証可能な形で流通させる「汎用型トラスト」を、エコ

システムを跨いだデータ連携の必要等に応じて段階的に取り入れる検討が重要である。 

また、データ連携が複数のエコシステムや国境を越えて行われる場合には、技術仕様や運用ルールの整合だけで

なく、認証や証明の結果を相互に受け入れるための枠組み、すなわち相互認証の仕組みがデータ連携相手によって

は必要となる。このため、海外のデータスペースや他分野のエコシステムとの連携を見据え、どの保証主体が発行した

どの証明をどの条件で受け入れるのかといったデータスペースの相互認証の在り方について、技術面及びルール面の

双方から検討を進めていく必要がある。 

このような取組を通じて、国内で行われている規約等による信頼及び既に成立している信頼の仕組みを活かしな

がら、必要に応じてトラストの機械可読化等を含む「汎用型トラスト」に関する整理や、海外データスペースとの相互

認証に向けた取組を一体的に進めることにより、「コミュニティ型トラスト」の実効性を維持しつつ、エコシステム間及び

国際的な相互運用性の確保を図ることが可能となると考えられる。 

  



 

82 

 

4 モノの識別子に関する調査 

用語（4章） 

表 4-1 モノの識別子に関する調査にて用いる用語  

用語 定義 

Identifier（識別子）
68 

特定の適用範囲（ドメイン）内の人・組織・デバイスなどの実体を他の実体と区別して
認識するために付与されるデータ 

GS169 
商品・場所・物流単位などを世界で一意に識別するための番号体系（GTIN、GLIN

等）やバーコード／RFID標準を策定・管理する国際的な非営利かつ中立的な組織 

 

4.1 調査目的・内容 

4.1.1 背景 

企業では、製品や部品といった有体物である「モノ」を適切に管理するために、名称や品番などの属性情報を自

社の業務プロセスに合わせて独自に定義するのが一般的である。しかし、命名規則や採番体系は企業ごとに大きく

異なるため、企業独自で付与された名称や品番のみでは、他企業で扱われる同一の「モノ」と確実に対応付けること

はできない。このため、企業間データ連携時に同一性の判断が複雑になり、照合や管理の整合性を保つための工

夫が求められる。 

また、製品・部品といった「モノ」は、有体物であるがゆえに製造・流通・保管・保守といったライフサイクルを通じて、

関与する組織や責任主体が時間とともに変化する。「モノ」は人や組織の境界を越えて移動し続けるため、社員番

号や顧客 IDなど特定の人や特定組織に紐づく識別子を基準に管理する方法では、所有主体の変化に対して継

続的な識別を維持することに限界がある。そのため、「モノ」そのものの同一性を安定的に保持するためには、所有主

体に依存しない固有の識別子が望ましい。 

この課題に対しては、「モノ」を重複なく特定できる識別子（Identifier）を用意し、QR コードなどの機械可読な

データキャリアで表現して流通させるという設計で解決することが、国際標準や実務仕様の文脈で広く整理されてき

た。例えば、ISO/IEC 15459-170 は、個々の輸送単位に対し重複のない一意の文字列を識別子として用いるとい

う原則と、その AIDC（Automatic Identification and Data Capture, 自動認識・データ取得技術）での表現

（バーコードなど）を規定している。また実務の側面では、GS1 General Specifications（以下 GS1）71 が 

GTIN・GLN・SSCC などの国際標準72と整合したグローバル識別子のほか、EAN/UPC、GS1-128、

DataMatrix、QR といったデータキャリアの適用ルールを体系化しており、組織や国境を越えた運用のための共通フレ

 
68 ISO/IEC 24760-1:2025(en) 「Information security, cybersecurity and privacy protection — A framework for identity 

management — Part 1: Core concepts and terminology」  

69 GS1 Japan「標準化活動」（https://www.gs1jp.org/standard/）参照 

70 ISO/IEC 15459-1:2014「Information technology — Automatic identification and data capture techniques — Unique 

identification Part 1: Individual transport units」 

71  GS1「GS1 General Specifications (GS1総合仕様書)」（https://www.gs1.org/standards/barcodes-epcrfid-id-

keys/gs1-general-specifications）参照 

72  GS1 Canada「 GS1 & ISO Partnering for Standards」（https://gs1ca.org/documents/standards/GS1-and-ISO-

06BD.pdf )参照 
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ームとして参照されてきた。また、識別子の相互運用の観点は ISO/IEC 15459-373においてユニーク識別に適用さ

れる共通規則として整理されており、同じ意味・同じ使い方で通用する識別の枠組みが明示されている。 

さらに、データ連携エコシステムへの導入にあたっては、識別子の運用・管理手段が確立されているなどの導入の

容易さの観点や、将来の異業種間連携やスケール化に耐える拡張性も、採用可否を判断するための重要な要因

となる。例えば、FAIR原則74は、データ（とメタデータ）が、標準化された、普遍的に実装可能な通信プロトコルで

識別子から取得可能であるべきとし、機械処理や再利用を視野に入れた設計を促している。加えて、異なるドメイン

間で識別子が再利用される現実を踏まえ、DOI財団は識別子の統語・意味・運用の各レベルでの相互運用を論

じており、拡張や適応を許容するアーキテクチャの必要性が指摘されている。 

以上を踏まえ、本章では、国際標準（ISO/IEC 15459 シリーズ）や GS1の実務標準などから得られる知見を

要求事項として抽象化し、データ連携に用いる「モノ」の識別子に関する課題と要件を整理する。 

4.1.2 調査目的・方法 

本調査は、産業データ連携エコシステムにおける「モノ」の識別子に求められる要求事項を明確にし、その実現に

資する技術・運用の選択肢を明らかにすることを目的とする。 

前節で述べたとおり、「モノ」の識別子は異なる企業又は組織間でデータの関係性を保つための基盤となる。この

目的を達成するため、既存の標準や実務仕様に見られる共通事項を踏まえ、4つの要求事項を設定する。続い

て、これらの要求事項が既存のデータ連携事例でどのように実践されているかを調査するために、6つの調査項目を

設定する。最後に、事例分析の横断的な検討を通じて、今後のデータ連携エコシステムにおける識別子の実現方

針を示す。 

(1) 「モノ」の識別子の要求事項 

背景で触れた、「モノ」の識別子として広く普及している国際標準やグローバル識別子体系などを参照し、以下に

示す 4つの要求事項を設定した。 

 一意性：別個体に同一の識別子が付与されると、その識別子では個体を一意に特定することができず、当該個体
に係るデータの同定・照合・追跡が破綻する。こうした問題を避けるためには、データ連携基盤やステークホルダーが
異なったとしても、識別子は重複せず唯一とする一意性が必要となる。例えば、ISO/IEC 15459‑1 は個々の輸送
単位を重複なく特定する一意の文字列と AIDCでの表現を位置づけ、GS1は GTIN・GLN・SSCC等の割当て
や再利用禁止等で実務の一意性を担保している。 

 相互運用性：データ連携基盤やステークホルダーによって同一の個体に対して異なる識別子が付与されている場
合、識別子の対応付けや変換などの追加処理が必要となる。その結果、実装・運用コストの増大に加え、変換表
の不整合や解釈差による照合誤りなどのデータ誤用リスクが高まる。こうした問題を避けるには、識別子が異なる主
体間で一貫して解釈・利用できる相互運用性が必要となる。例えば、ISO/IEC 15459‑3 はユニーク識別の互換性
を確保するための共通規則を示しており、GS1 も識別キーとデータキャリアの統一運用を通じて業種横断の整合性
を維持する枠組みを提供している。 

 導入容易性：識別子の発行や管理が複雑であったり、既存システムとの統合負荷が高い場合には、導入のための
開発や導入後の運用に係る負担が増大し、現実的に採用されにくい。したがって、運用方法が確立されており、既
存システムに統合しやすいことが必要となる。例えば、GS1 General Specificationsでは、IDキーの割当てや各種
バーコード/2Dの符号化・適用ルールを一体で示し、現場導入を支援している。 

 拡張性：新たな産業分野や IoT機器との連携が行われる場合には、識別対象となる「モノ」の種別や数が増加す
るため、識別子が枯渇する恐れがある。また、海外産業ドメインとの連携といったグローバル展開が図られた場合も、
同様の事象が発生するだけでなく、海外の識別子体系と協調が求められ、識別子体系を変更する必要に迫られる
こともある。そのため、これらに柔軟に対応できる拡張性が求められる。例えば、DOIでは識別子が複数ドメインで再
利用される現実を踏まえ、統語・意味・運用の相互運用が説かれている。  

 
73 ISO/IEC 15459-3:2014「Information technology — Automatic identification and data capture techniques — Unique 

identification Part 3: Common rules 」 

74  FORCE11「The FAIR Data Principles」（https://force11.org/info/the-fair-data-principles/）参照 
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(2) 調査項目 

データ連携の実事例における 4つの要求事項の実践状況を把握するために、後述するデータ連携事例について

以下の 6つの調査項目を整理する。  

 種類：識別子の形式（文字列、シリアル番号、UUID75、GS1 などの標準化コード）は、一意性の有無を決める

主要因である。また、標準化や普及状況は、相互運用性や導入容易性にも影響を与える。識別子の種類を把握

することで、識別子が重複するリスクや標準規格の採用状況を確認し、一意性、相互運用性及び導入容易性の

評価につなげる。 

 対象単位：識別子が付与される単位（製品型式、製品個体、ユニット、構成部品、生産ロットなど）は、識別子

の適用範囲や管理負荷を左右するだけでなく、将来的な想定用途を推測する上で重要な要因である。対象単位

を把握することで、相互運用性、導入容易性及び拡張性への影響を確認する。 

 利用目的：データ連携における識別子の利用目的（「モノ」とデータの紐づけ、トレーサビリティ、セキュリティなど）に

応じて、識別に求められる要件は異なる。利用目的を把握することで、想定すべき拡張性や不足している要求事項

を推測できる。 

 データ連携範囲：識別子を含むデータが連携される範囲（組織内、企業内、業界内、産業間、国家間など）に

より、必要となる一意性・相互運用性のレベルやその実現方法は異なる。連携範囲を把握することで、識別子に対

する適切な要求水準を確認する。 

 運用方法：識別子の発行・更新・失効に関する手続や業務フローは、導入・運用の負担に直結する。運用方法

を確認することで、導入容易性及び将来的な制度や規格の拡張への対応力を評価する。 

 発行主体：識別子の発行主体（個社、データ連携基盤、認定機関など）は、一意性や相互運用性の保証に

重要な役割を持つ。発行主体を把握することで、識別子の信頼性やガバナンスの仕組みを確認する。 

 

調査における制限事項：ただし本調査にはいくつかの制約がある。事例選定は第 1章やデータ入手の容易さを

考慮して行っており、調査の網羅性には限界がある。また、国内外で法制度、商慣行や文化が異なるため、分析結

果の一般化には注意が必要である。さらに、本調査はデスクトップ調査であり、企業内部の非公開情報や現場の具

体的運用は反映されない。これらの制約を踏まえ、以下では調査結果の分析・考察を行う。 

4.1.3 調査対象 

本調査では、国内の産業データ連携エコシステムを主軸としつつ、海外の関連事例も対象に含め、全ての要求

事項を満たす識別子の実現方針を検討する。以上の方針のもと、「モノ」の識別子が既に活用されている、または将

来的に活用が期待できる分野であって、国内外で比較可能なものとして、以下を調査対象に選定した。 

(1) スマート農業（国内事例：WAGRI、海外事例：AgGateway） 

農業分野は生産・出荷・卸売・加工・流通・小売・消費に至る一連のプロセスで工程が多岐にわたり、関与する

主体も多様である。圃場、資材、農機、製品・ロットなどの対象に対し、作業記録、資材使用履歴、機器位置情

報、出荷情報といったデータが継続的に生成される。このため、「モノ」の識別子を基軸としたトレーサビリティと相互運

用性の確保の重要性が高いと考えられる領域であると判断し、調査対象として選定した。 

本章では、スマート農業分野における国内の事例は、WAGRIに限定して論じる。 

AgGatewayは、2005年に米国で設立された国際的非営利団体であり、農業分野におけるデジタル化及び標

準化を推進している。メーカー、流通事業者、IT事業者、農業団体などの幅広い会員組織を擁し、データ標準や

相互運用性ガイドラインの策定、実証プロジェクト、オンボーディング支援などを通じて、データ活用を拡大したデジタ

ル農業の普及及び生産性向上を図っている。 

 

 
75 RFC 9562「Universally Unique IDentifiers (UUIDs)」 
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(2) 製造業（自動車・蓄電池）（国内事例：ABtC トレーサビリティシステム（ABtC）、海外
事例：DPP for Battery） 

自動車・蓄電池分野では、原材料・部品の調達から製造、出荷、使用、保守、回収、再利用・再資源化に至

るサプライチェーン・バリューチェーン全体で透明性が求められている。セル・モジュール・パック、製品、ロットなどの「モノ」

ごとに、製造者情報、来歴情報、検査結果、状態指標（SoH（State of Health）/SoC（State of 

Charge））、CFP、回収記録などのデータが生成・共有され、規制遵守、リコール、回収・再資源化などへの活用

が期待される。したがって、識別子に関する要求事項が顕在化しやすい領域として、調査対象に選定した。 

本章では、ABtC及び DPP for Batteryにおけるセル・モジュール・パック等の識別子の設計・運用に焦点を当て

る。 

DPP for Batteryは、欧州電池規則（Regulation (EU) 2023/1542）に基づくデジタルプロダクトパスポート制

度であり、電気自動車用を含む対象バッテリーに対し、一意のパスポート ID と機械可読データを付与し、QRコード

等で関係者が参照できるようにする。提供情報は、製造者・型式、材料・化学組成、サプライチェーン、CFP、性

能・安全情報、リサイクル情報などが中心である。技術的な実装指針は Battery Pass Technical Guidanceなど

により提示されている。 

本章では、国内事例に多いプラットフォーム内部の識別子（例：traceId／cfpId）と、海外事例で一般的な国

際標準に基づく識別子（例：GS1 GTIN／GLN／SSCC）の併存・接続が主な論点となる。 
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4.2 調査結果 

4.2.1 調査結果の概要 

本節では、4.1節で設定した調査方針に基づき、「モノ」の識別子に関する調査結果を横断的に整理し、分野

共通で確認された特徴や傾向を概観する。以下の整理にあたっては、4.1.2節で示した「一意性」、「相互運用

性」、「導入容易性」、「拡張性」の 4つの要求事項を評価の観点とし、スマート農業分野及び製造業分野（自動

車・蓄電池）に係るデータ連携エコシステムにおいて実際に用いられている識別子の種類、付与単位、利用目的、

運用方法等について整理を行った。 

調査の結果、国内事例と海外事例の間には、識別子の設計や運用に関する考え方の違いが見られた。国内

事例では、特定のデータ連携基盤や国内制度の枠組みの中で利用することを前提とした識別子が多く採用され

ており、基盤内における管理や運用のしやすさが重視されている。一方、海外事例では、企業や国境を越えたデ

ータ連携を前提に、国際標準や共通的な識別子体系に基づく運用が行われている例が確認された。 

また、識別子の付与単位や発行主体についても、分野やエコシステムごとの違いが確認された。製品単位、ロット

単位、個体単位など、識別対象の粒度は事例ごとに異なっており、これに応じて識別子の役割や利用範囲も整理

されている。さらに、識別子を単独で用いるケースのほか、公的番号や既存コードと併記して用いる運用も見られた。 

これらの差異及び課題の詳細については、本節の「要求事項の実践状況の評価」において検討し、それらの課題

を踏まえた「モノ」の識別子の及び実現方法を「4.3.1 要求事項の実現方法」で検討する。 

4.2.2 スマート農業分野における「モノ」の識別子の現状 

(1) WAGRI 

本調査では、特性の異なる３つの識別子に焦点を当てた。農機個体の「一意性」を担保し稼働ログの核となる

農機 ID、公的規制との「相互運用性」の確保などに利用できる農薬登録番号76、そして、公的番号に依存せず

WAGRI内部での「導入容易性」と将来的なデータ紐付けの「拡張性」が期待できる内部識別子の肥料 IDであ

る。 

 

■農機 ID 

 識別子名：device_id77 78 

 調査結果 

農機 ID（device_id）は、農機メーカー各社が付与する管理番号（製造番号等）を用いずに WAGRIゲ

ートウェイ機能による機体登録・連携時に発行・付与される、農機個体を一意に識別する内部識別子であり、

当該識別子をキーとして「機体のスペック（型式・メーカー等の静的情報）」と「稼働・テレメトリ（位置・作業

状態等の動的情報）」を関連付けて管理する。連携アプリは、所有者の承諾管理に基づいて、農機 ID（及

び事業者・圃場の識別子）に紐づく作業実績や燃料消費量等の項目を、API経由で取得できる。 

 

 
76 農薬取締法（昭和二十三年法律第八十二号）第３条第１項参照 

77 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農機 API」

（https://wagri.naro.go.jp/api_category/farmmachine/?ref1=cat&ref2=52）参照  

78 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農機 OpenAPI仕様書 農機 OpenAPI(ほ場農業機械編) 

(2.0.0)」（https://www.naro.go.jp/org/iam/cluster/aboutus/API/yaml/WG1_Nouki_Api_Ver.2.0.0.html）参

照 



 

87 

 

各項目の調査結果を説明する。 

1. 種類 

➢ 農機 IDの形式は、機械的に割り当てられるシステム固有の値（UUID74）を用いる。 

2. 対象単位 

➢ 農機 IDの付与単位は、農機の機体である。 

3. 利用目的 

➢ 農機 IDの利用目的は、APIで提供する農機データの主キーとして用いるためである。 

4. データ連携範囲 

➢ 農機 ID を含むデータの連携範囲は、「農業データ連携基盤（WAGRI）利用規約」に基づき、データ利用
者（法人/個人）に限られる。 

5. 運用方法 

➢ 農機 IDの発行については、発行主体の記載どおりである。一方、更新・失効の取扱いは、公開資料では確
認できなかった。 

6. 発行主体 

➢ 農機 IDはWAGRIゲートウェイが発行する。 

 

■農薬登録番号 

 識別子名：AgriculturalChemicalRegisterNo79 80 

 調査結果 

農薬登録番号（AgriculturalChemicalRegisterNo）は、「農薬取締法」に基づき農林水産省が付与し、

独立行政法人 農林水産消費安全技術センター（FAMIC）が公開している農薬登録情報で用いられる、

公的な識別子である。WAGRI運営事務局は、FAMICの公開データに基づく農薬登録情報（農薬の種

類・農薬の名称・有効成分等）を APIで提供し、その主キーとして農薬登録番号を用いる。 

WAGRIの農薬マスターには、プラットフォーム内で一意な内部識別子として 農薬番号

（AgriculturalChemicalNo）を付与し、公的な農薬登録番号（AgriculturalChemicalRegisterNo）を併記

する。農薬番号の役割は、農林水産省の農薬登録番号が失効して検索の主キーとして使用できなくても、同一農

薬を引き続き検索できるようにすることである。 

各項目の調査結果を説明する。 

1. 種類 

➢ 農薬登録番号の形式は、登録受付順の値（数字）を用いる。 

2. 対象単位 

➢ 農薬登録番号の付与単位は、農薬の種類である。 

 

 
79 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農薬情報取得 API：

GetByAgriculturalChemicalRegisterNo/{AgriculturalChemicalRegisterNo}」

（https://wagri.naro.go.jp/wagri_api/getbyagriculturalchemicalregisterno/?ref1=cat&ref2=105&ref3=164&ref4=20614）

参照 

80 独立行政法人 農林水産消費安全技術センター（FAMIC）「農薬登録番号ダウンロード」

（https://www.acis.famic.go.jp/ddownload/）参照 
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3. 利用目的 

➢ 農薬登録番号の利用目的は、APIで提供する農薬データの主キーとして用いるためである。 

4. データ連携範囲 

➢ 農薬登録番号を含むデータの連携範囲は、「農業データ連携基盤（WAGRI）利用規約」に基づき、データ
利用者（法人/個人）に限られる。 

5. 運用方法 

➢ 農薬登録番号の発行については、発行主体の記載どおりである。一方、更新・失効の取扱いは、公開資料の
範囲では確認できなかった。 

6. 発行主体 

➢ 農薬登録番号は「農薬取締法」に基づき農林水産省が発行する。 

 

■肥料 ID 

 識別子名：FertilizerId81 82 

 調査結果 

肥料 ID（FertilizerId）は、WAGRI運営事務局がプラットフォーム内で肥料に対して付与する一意な内部

識別子である。国内で流通する肥料は、「肥料の品質の確保等に関する法律83」に基づき農林水産省が付

与する公的な登録番号（RegistrationNumberForReport）が付与され、公的な肥料登録銘柄情報（肥

料の種類・肥料の名称・肥料業者名称・保証成分量等）と併せて登録される。 

WAGRIは、公的な登録情報に基づく肥料登録銘柄（肥料の種類・肥料の名称・肥料業者名称・保証成分

量等）を APIで提供し、その主キーとして肥料 IDを用いる。公的な識別子である 登録番号

（RegistrationNumberForReport） は、肥料 IDを主キーとしたデータに併記される。 

各項目の調査結果を説明する。 

1. 種類 

➢ 肥料 IDの形式は、機械的に割り当てられるシステム固有の値（UUID74）を用いる。 

2. 対象単位 

➢ 肥料 IDの付与単位は、肥料の種類である。 

3. 利用目的 

➢ 肥料 IDの利用目的は、APIで提供する肥料データの主キーとして用いるためである。 

4. データ連携範囲 

➢ 肥料 ID を含むデータの連携範囲は、「農業データ連携基盤（WAGRI）利用規約」に基づき、データ利用
者（法人/個人）に限られる。 

 

 
81 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「登録肥料データ取得 API：Get/{FertilizerId}」

（https://wagri.naro.go.jp/wagri_api/fertilizers-get-fertilizerid/?ref1=&ref2=105&ref3=166&ref4=16691）参照  

82 農林水産省 「登録肥料 API 利用マニュアル」（https://wagri.naro.go.jp/wp-content/uploads/2022/10/登録肥料 API利用マ

ニュアル.pdf）参照 

83 農林水産省 「肥料の品質の確保等に関する法律 第十条 登録証及び仮登録証」（https://laws.e-

gov.go.jp/law/325AC0000000127）参照 

 

https://laws.e-gov.go.jp/law/325AC0000000127
https://laws.e-gov.go.jp/law/325AC0000000127
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5. 運用方法 

➢ 肥料 IDの発行については、発行主体の記載どおりである。一方、更新・失効の取扱いは、公開資料の範囲
では確認できなかった。 

6. 発行主体 

➢ 肥料 IDはWAGRI運営事務局が発行する。 

(2) AgGateway 

国際的な業界団体である AgGatewayは、農業分野のサプライチェーン及び現場データの相互運用性向上を

目的に、識別・連携の枠組みを整備している。主要な構成要素は、次の２つである。 

 AGIIS（Ag Industry Identification System／農業界向け共通ディレクトリ）84 

➢ 商流・物流に関わる取引先や製品を国際標準の識別子（GS1の GLN/GTIN等）で登録・参照・共有で
きる業界ディレクトリであり、各社が保有する識別子を共有することでデータ整合性を高める。 

 ADAPT（Agricultural Data Application Programming Toolkit／農業データ変換のためのオープンソース・ソフ
トウェア・フレームワーク（SDK）85 

➢ 農機や FMIS（Farm Management Information System／農場管理情報システム）など異なるシステム
間で作業記録や処方データ等をやり取りするための SDKである。 

AGIISで取引先や製品の識別子を共有し、ADAPTで現場データを共通モデル化することで、メーカーや国をま

たぐデータ流通において、「誰が（主体）・どこで（場所）・何を（製品）・どの機械で（作業機や機器等）」とい

う情報を、GS1 GLN/GTIN及び ISO 11783（通称：ISOBUS）等に基づき、デジタル上で一貫して参照や連

携することが可能となる。以下、GLN/GTIN/ ISO 11783-586（農業機械における「ネットワーク管理」）で定義さ

れている識別子体系の整理を行う。 

1. 種類 

➢ GLNの形式は、13桁の番号を用いる。 

➢ GTINの形式は、標準で 14桁の番号を用いる（8/12/13桁も存在）。 

➢ ISO 11783-5の形式は、メーカーコード＋シリアル番号等を用いる。 

2. 対象単位 

➢ GLNの付与単位は、組織・場所（農場、倉庫など）である。 

➢ GTINの付与単位は、製品（農薬、肥料、種子の銘柄・規格・包装単位など）である。 

➢ ISO 11783-5の付与単位は、農機（トラクター、作業機、電子制御ユニット個体など）である。 

3. 利用目的 

➢ GLNの利用目的は、組織・場所などの拠点を識別するためである。 

➢ GTINの利用目的は、製品を識別するためである。 

➢ ISO 11783-5の利用目的は、農機を識別するためである。 

4. データ連携範囲 

➢ 本調査は標準化に関する調査に限定するため、個別ユースケース依存の項目は調査対象に含めない。 

5. 運用方法 

➢ 本調査は標準化に関する調査に限定するため、個別ユースケース依存の項目は調査対象に含めない。 

 
84 AgGateway 「AGIIS Overview」（https://aggateway.org/GetConnected/AGIIS%28Identifiers%29.aspx）参照 

85 AgGateway 「ADAPT Standard」（https://adaptstandard.org/docs/）参照 

86 ISO 11783-5:2019 「Tractors and machinery for agriculture and forestry — Serial control and communications data 

network Part 5: Network management」 
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6. 発行主体 

➢ GLNは、各国の GS1機関が発行する。 

➢ GTINは、各国の GS1機関から「事業者コード」を割り当てられた事業者が発行する。 

➢ ISO 11783-5は、農機メーカーが発行する。 

 

(3) 要求事項の実践状況の分析 

設定した 4つの要求事項に基づき、WAGRIについて AgGateway を参照しながら分析した結果を示す。 

一意性 

一意性として、異なる企業・システム・国境をまたいでも衝突することなく同一の実体を一意に識別できることを指

標に分析した。国際的なサプライチェーンやシステム間連携においては、AgGatewayは、企業ごとに異なる自社コー

ド（ローカル識別子）を用いず、国際的に一意性が保証された GS1の GTINを採用することで、肥料・農薬を取

引先全員が共通認識できる。ただし、想定用途の範囲内に限れば、WAGRIの識別子も一意性に問題があるわけ

ではないことに留意されたい。 

WAGRI：公的機関が管理する公的番号（例：農薬登録番号、肥料登録銘柄）により国内での一意性が

保証されているため、国内におけるシステム間連携やデータ照合における重複を防止できる。一方、農器・肥料など

に対しては、WAGRIが付与する UUIDを内部識別子として利用しており、原則として一意性は WAGRI内に限

定される。ただし、UUIDはその性質上、一意性の問題が生じる可能性は非常に小さく、厳密な一意性を保証しよ

うとすると運用の負担が増大すること留意されたい。また、製品のバリエーション（容量・形状等）の粒度について

は、その粒度単位で一意の識別子を付与する。また、個体（機器のシリアル）及び製造バッチ（農薬・肥料のロッ

ト）を追跡できるよう、当該識別子にシリアル番号・ロット番号を併記する運用設計が必要になる。 

AgGateway：企業・拠点に GLN、製品に GTINなどの GS1識別子を各社が Company Prefixに基づいて

採番し、AGIISで共有することで国際的な一意性を確保する。機器は ISO 11783-5の NAMEによりバス上

（ISO 11783ネットワーク上）の一意性を担保し、長期追跡にはメーカーのシリアル番号等との併用が一般的であ

る。ロットは GTIN とロット番号の組み合わせで必要な粒度を維持でき、拠点の階層表現は GLNの拡張で対応可

能である。 

相互運用性 

相互運用性として、異なるプラットフォームや事業者間で主体・場所・製品・機器を共通規則に基づき一貫して

参照できる度合いのほか、データ形式やコード体系の違いを相互に変換・吸収できる度合いを指標として分析する。

国内に限定したデータ連携においてWAGRIは、一度の利用申請により提供 API経由で農業関連の多様なデー

タにアクセス可能である。ただし、他のデータ連携基盤との相互運用時には、識別子体系の相違により識別子のマッ

ピングをその都度実施する必要がある。一方、GS1識別子を基準にサプライチェーンから圃場や農機に関わる作業

記録や処方情報までを横断して連携する場面では AgGatewayが有用である。具体的には、取引先・拠点・製品

の識別子を AGIISで共有し、ADAPTでデータ形式の違いを吸収することで、システム間の連携負担を軽減でき

る。ただし、ADAPTのプラグインの対応範囲や、各社における GS1識別子の採用状況が、相互運用性の実現度

を左右する。 

WAGRIは、農林水産省の統計データ（市況・農地情報）や気象データとの親和性が高く、農薬登録番号な

どの公的番号をキーにした国内システム間のデータ連携を容易にする。反面、GS1（GLN/GTIN）や ISO 11783

（ISOBUS）などの国際標準とは識別子体系・データモデルが一致しないため、海外や他標準との連携では、対

応表（マッピング）とデータ変換の設計や運用が不可欠となる。また、公的番号が存在しない企業・拠点・機器/製

品等については、WAGRIの内部識別子を外部標準へ継続的に対応付ける必要があり、運用や保守が増加す

る。 
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AgGatewayでは、サプライチェーン領域は AGIISを通じて GLN/GTINなどの GS1識別子を共有し、取引先、

拠点及び製品のマスターの整合性を確保する。圃場や農機のデータは ADAPTの共通モデルとプラグインで形式の

違いを吸収し、「誰（GLN）、どこ（GLN）、何（GTIN＋ロット）、どの機器（ISO 11783の NAME）」をシス

テム間で一貫して参照できる。ただし、相互運用性の実効性は、採番ルールやマスター管理の適正、ADAPTプラグ

インの対応範囲・品質に左右され、未対応領域については追加開発が必要となる。 

導入容易性 

導入容易性として、識別子や連携方式の導入に伴う初期手続、システム改修、社内運用設計に要する負担の

軽さを指標に分析した。その結果、短期導入の容易さはWAGRIが優位である一方、AgGatewayが定めるような

国際規格は広域な相互運用性を前提とするため、初期の制度・設計・実装の整備が必要となり、導入開始時の

負担が相対的に大きい。 

WAGRIは、プラットフォーム側で内部識別子（農機 ID・肥料 ID等）を発行し、公的番号（農薬登録番号・

肥料登録番号等）を併記して扱うため、既存の社内コードや台帳を維持したままWAGRIの識別子にマッピングす

るだけで利用を開始できる。国際標準（GS1等）の新規取得や外部ディレクトリへの登録は不要で、API連携も

Web APIの知識があれば着手が容易であるため、短期間でオンボーディングしやすい。 

AgGatewayは、商流・物流側で GS1ベース（GLN/GTIN）を前提とし、AGIISへの登録・同期運用、現場

データ側で ADAPTのモデル・SDKに沿った実装・相互接続試験が必要となる。新規導入時は、以下に示す準備

が段階的に発生し、初期負担が相対的に大きい。 

1. GS1企業コード（Company Prefix）の取得 

2. GLN/GTINの採番ルール整備と社内マスターへの反映 

3. AGIISへの登録とディレクトリ同期の運用設計 

4. ADAPTの組み込みと ISO 11783等を踏まえた実装・テスト 

なお、既に GLN/GTINを運用している企業は一部負担を軽減できる。 

拡張性 

拡張性としては、企業・拠点・機器・製品・ロット・センサーなどの新たな対象やデータ形式への対応のほか、業界

間や国際展開といった連携範囲の拡大に際し、一意性や相互運用性を維持したまま識別子とデータモデルを拡張

できる度合いとして定義し、分析する。WAGRIは、他のデータ連携基盤との相互運用にあたって識別子管理に係

るルールや仕組みを設計し、ステークホルダー間で合意する必要があるため、相応の期間と負担が生じると予想され

る。AgGatewayは、4.1.1節で述べた運用方法が確立されている国際標準と整合する識別子（GS1の

GLN/GTIN等）を定めており、それらの利用を前提とした対象・データ形式の拡張のほか、国境をまたぐデータ連携

への拡張を円滑に進められる。拡張性を発揮させるためには、共通ルールに基づくプラグインの整備だけでなく、各企

業が商品コード（GTIN等の GS1識別子を含む）などのデータを適切に整備・運用していることが前提となる。一

方で、標準が未整備の分野では、新たなデータ形式についてコミュニティ全体で合意形成を図るプロセスが不可欠で

ある。 

WAGRIは、プラットフォーム内部の識別子を柔軟に発行や拡張できるため、国内での対象追加や新 API導入

を機動的に進めやすい。一方で、海外や他の標準（GS1の GLN/GTIN、ISO 11783など）との連携拡大には、

識別子のライフサイクル管理（改廃・再利用禁止・失効）、名寄せ（社内コードや台帳の重複統合）、外部標

準識別子への継続的なマッピングと同期管理・保守が不可欠となる。公的番号がない対象（企業・拠点・機器・セ

ンサー等）ほど、対応表の長期維持と変更管理の負担が増えやすく、拡張時の後方互換性と整合性を確保する

にはガバナンス設計が重要になる。 
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AgGatewayは、GS1の識別子体系（GLN/GTIN等）を各社で採番し、AGIISのディレクトリで共有すること

で、取引先・拠点・製品のマスターを国際的な整合性を保ちながら拡張しやすい。圃場・農機に関するデータは、

ADAPTの共通モデルとプラグイン型アーキテクチャによりメーカーやシステムごとの形式差を吸収し、ISO 11783など

既存標準との併用も容易である。 

 

その他の事例紹介（国内のスマート農業における GS1活用） 

農機 ID等の内部識別子を用いるWAGRI とは別に、流通・消費フェーズまでを見据えた「食品サプライチェーン

のデジタル基盤（ukabis）」では、国際標準である GS1の活用が推進されている。ukabisが提供する「コード変

換 API」87は、産地独自の個体識別子と GS1識別子（事業所を識別する GLNや商品を識別する GTIN等）

をマッピングする機能を持つ。この仕組みにより、個々の事業者は自社独自の管理手法を維持したまま、標準化さ

れた識別子を使ってサプライチェーン全体との情報連携を実現する。 

 

4.2.3 製造業（自動車・蓄電池）における「モノ」の識別子の現状 

(1) ABtC 

本調査では、自動車・蓄電池の製品や部品に対してトレースを取るために割り当てるトレース識別子88に焦点を

当てる。 

 

■トレース識別子 

 識別子名：traceId 

 調査結果 

トレース識別子（traceId）は、部品情報の登録時に、データ連携基盤のトレーサビリティ管理システムが発行す
る、製品・部品（部品情報）を一意に識別する内部識別子であり、traceId同士の紐付けによって「製品と調達
部品の構成関係」と「事業者間の取引関係」を記録・追跡する。上流で CFPが更新された場合、traceIdで結ば
れた部品構成情報と取引関係情報を辿り、自動更新/自動積算または通知を通じて川下側の再計算・伝搬を行
う。 

各項目の調査結果を説明する。 

1. 種類 

➢ トレース識別子の形式は、機械的に割り当てられるシステム固有の値（UUID）を用いる。 

2. 対象単位 

➢ トレース識別子の付与単位は、参加事業者の製品・部品である。 

3. 利用目的 

➢ トレース識別子の利用目的は、対象部品の CFP情報や CFP証明書情報を取得するための主キーとして用
いることである。 

 

 

 
87 農林水産省「商品コード標準化・ソースマーキング技術による農水産物・食品流通の高度化」

（https://www8.cao.go.jp/cstp/bridge/keikaku/r5-21_bridge_r7.pdf）参照 

88 経済産業省/IPA DADC「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン β 版（蓄電池 CFP・DD 関係）」

（https://www.ipa.go.jp/digital/architecture/guidelines/scdata-guidline.html）参照 
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4. データ連携範囲 

➢ トレース識別子を含むデータの連携範囲は、データ連携基盤に参加している川下・川中・川上の事業者であ
る。 

5. 運用方法 

➢ 発行については、発行主体の記載どおりである。一方、更新・失効の取扱いは、公開資料では確認できなかっ
た。 

6. 発行主体 

➢ トレース識別子の発行主体は、トレーサビリティ管理システムである。 

 

(2) DPP for Battery 

欧州電池規則89において規定される DPP for Batteryは、製品情報と環境情報を統合的に管理・流通させる

ための仕組みである。本仕組みを支える識別子体系は、デジタル上の情報基盤を指し示す「バッテリーパスポートに

関する識別子（battery passport identification：参照条文：欧州電池規則 第 77条バッテリーパスポート

（3））」と、物理的な個体とデジタル情報を結び付ける「バッテリーに関する識別子（battery identification：参

照条文：欧州電池規則 第 38条製造業者の義務（6）、付属書 VI PartA：電池関する一般情報）」に大別

される。 

Battery Passは、自動車・蓄電池サプライチェーンが主導し、欧州電池規則の複雑な要求について実務で実装

可能な技術仕様やガバナンス等を体系化した実装ガイダンスである。ここでは、欧州電池規則への整合を目指して

作成された「Battery Pass Content Guidance90」を主要な参考として各項目の調査結果を説明する。ただし、同

ガイダンスは公式標準ではないため、最終的な適合は欧州電池規則及び関連する法令・規格に従う必要がある。 

各項目の調査結果を説明する。 

1. 種類 

識別子は、参照する対象の性質に応じて以下の 2種類が定義されている。 

➢ バッテリーパスポート識別子  

バッテリー（モデル番号・パッチ番号・シリアル番号・製品番号等）を識別するための一意の文字列
（ISO/IEC 15459パート 1から 6、あるいは同等の規格に準拠することが求められている） 

➢ バッテリー識別子 

バッテリー（モデル番号・パッチ番号・シリアル番号・製品番号等）を識別するための一意の文字列
（ISO/IEC 15459、あるいは同等の規格の手続要件に準拠すること、およびバッテリーパスポートへのウェブリ
ンクが可能であることが求められている） 

2. 対象単位 

識別が必要な単位は共に 3層で定義されている。 

① シリアル 

個々のバッテリーに対して一意に割り当てられる最小の識別単位である。 

 
89 Regulation (EU) 2023/1542 of the European Parliament and of the Council of 12 July 2023 concerning batteries and 

waste batteries, amending Directive 2008/98/EC and Regulation (EU) 2019/1020 and repealing Directive 2006/66/EC 

(Text with EEA relevance)参照 

90 Battery Passport 「Battery Passport Content Guidance」  

Main Content Guidance  6.1 General battery and manufacturer information

（https://thebatterypass.eu/assets/images/content-guidance/pdf/2023_Battery_Passport_Content_Guidance.pdf）参

照 
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② バッテリーバッチ（ロット） 

製造上のまとまりであるバッチごとに割り当てられる識別単位である。 

③ バッテリーモデル（型式） 

製品の設計仕様を共通とするモデルごとに割り当てられる識別単位である。 

3. 利用目的 

➢ バッテリーパスポート識別子 

QR コードとリンクし、Web上のデータにアクセスするための主キーとして用いる。 

➢ バッテリー識別子 

シリアル・バッチ・モデルなど物理的なバッテリーを特定するための主キーとして用いる。 

4. データ連携範囲 

本調査は標準化に関する調査に限定するため、個別のユースケースに特有の項目は調査対象に含めない。 

5. 運用方法 

本調査は標準化に関する調査に限定するため、個別のユースケースに特有の項目は調査対象に含めない。 

6. 発行主体 

それぞれの識別子の発行主体は、経済事業者（Economic Operator / Manufacturer）やバッテリーを市

場に投入する製造業者等である。 

(3) 要求事項の実践状況の評価 

設定した 4つの要求事項に基づき、国内外の製造業（自動車・蓄電池）を分析した結果を示す。 

一意性 

一意性として、製品・部品・ロットなどの各階層を重複なく識別し、サプライチェーン全体で同一性を維持できるか

について分析する。ABtCは基盤内の運用統制により一意性を確保する設計で、越境時は運用での整合が前提と

なる。DPP for Batteryは制度・標準に埋め込まれた一意性（階層 ID＋準拠規格）を起点に国際横断の同一

性を担保するアプローチである。 

ABtCでは、トレーサビリティ管理システムが traceId（製品・部品）を付与し、同システムを介したデータ連携の

範囲で識別子の一意性を確保している。 

DPP for Batteryでは、識別子の発行主体は経済事業者やバッテリー製造者ごとに分散するが、欧州電池規

則を根拠にバッテリー（モデル番号・パッチ番号・シリアル番号・製品番号等）に対するバッテリーパスポート識別子

やバッテリー識別子を運用し、GS1や ISO等の国際標準に準拠した識別子を採用することで一意性が担保され

る。 

相互運用性 

相互運用性は、異なるシステムや国際枠組みの間で、識別子やデータ構造を適切に解釈し、交換できる度合い

について分析する。ABtCは国内ガイドライン＋共通項目でドメイン内整合を先に仕上げる“内から外”の型、DPP 

for Batteryは参照点（レジストリ）＋機械可読表示＋階層モデルで越境接続を既定路線とする“外から内”の型

で、設計の向きが対照的である。 

 ABtCは、「サプライチェーンにおけるデータ連携の仕組みに関するガイドライン（蓄電池 CFP・DD関連）」に

準拠し、共通データ項目及びインターフェースの定義をオープン化することで、ステークホルダー間での識別子とデータ

構造の解釈の整合性を確保しており、traceIdを軸とした国内の相互運用性は高い。一方、DPP for Batteryが

求めるデータ項目、対象単位との整合を図るには、トレース識別子で紐づけられた親部品や構成部品の関係性を、

DPP for Batteryの親子関係（パック→モジュール→セル）の階層リンクに合わせる設計が必要となる。 
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DPP for Batteryは、欧州電池規則準拠のデータモデル、バッテリーパスポート、機械可読表示（QR コード

等）を用いて国際的な相互運用を設計する。ISO等の国際標準に準拠した識別子を採用することで、国境をまた

いだデータ連携の互換性は相対的に高い。 

導入容易性 

導入容易性として、識別子・データ連携の導入に伴う初期手続、システム改修及び社内運用設計の負担の軽

さについて分析する。ABtCでは、トレーサビリティシステムが新たにコードを付与する設計となっており、各社の既存の

業務システムや識別体系への影響を抑えている。DPP for Batteryでは制度適合のための初期整備（階層付

番、一次データ整備、CFP算定、レジストリ連携等）を要するため、導入時の負担は相対的に大きいが、制度に

基づく統一要件により、導入後の越境運用における不確実性を低減する設計となっている。 

ABtCは、ガイドライン準拠91の共通基盤を提供しており、既存の枠組みの中で識別子を実装できるため、導入

時における初期対応の負担を相対的に抑制しやすい。 

DPP for Batteryは欧州電池規則に基づくパスポート制度であり、バッテリー製造者ごとの分散実装を前提とす

る。各社には、親子関係（パック→モジュール→セル）のシリアル付番、一次データの収集・管理、製品カーボンフッ

トプリントの申告、EU適合宣言の準備、バッテリーパスポート及び機械可読表示（QR等）を可能とする体制の

整備が求められる。EU市場での必須要件である一方、識別子管理・バッテリー情報管理・API連携の社内実装

を伴うため、初期対応及び運用の負担は大きい。 

拡張性 

拡張性として、新たな対象やデータ形式、連携範囲の拡大に際し、一意性及び相互運用性を維持したまま、識

別子とデータモデルを拡張できる度合いについて分析する。 

ABtCは業界協調による合意形成の枠組みのもとで、国内におけるユースケース拡張や機能追加を段階的に進

めることが可能なエコシステムとなっている。一方で、他のデータ連携基盤等との対外接続にあたっては、識別子の対

応関係の整理や、責任分界・ガバナンスの明確化といった追加的な検討が必要となる。 

DPP for Batteryは、規則に基づく識別子及び参照点の仕組みを中核に据え、対象品目や地域の拡大を見据

えた拡張を、制度設計及びシステム実装の両面で予め織り込んだ構成となっている。 

ABtCは、自動車・蓄電池業界の協調の下、機能拡張を進めやすく、自動車 LCA（ライフサイクル・アセスメン

ト）におけるデータ連携や、将来的なモビリティ関連パスポート92との接続といった拡張の方向性が検討されている。 

DPP for Batteryは、「Battery Pass Content Guidance」によると、将来のエコデザイン規則（ESPR）で導

入される繊維・鉄鋼・化学品など他の製品分野のプロダクトパスポートにも拡張を予定している。 

  

 
91 経済産業省 「一般社団法人自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センターを『公益デジタルプラットフォーム運営事業者』として初め

て認定しました」 2.認定において適用したガイドラインについて

（https://www.meti.go.jp/press/2024/09/20240902002/20240902002.html）参照 

92 経済産業省 「自動車・蓄電池分野における今後のユースケースを想定したトラスト検討」

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos/ouranos_trust/250131/siryo3.pdf）参

照 
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4.3 考察 

これまでの調査では、国内の産業データ連携エコシステムにおけるモノの識別子の現状について、海外で整備され

ている識別子を参照しながら、想定される要求事項の実践状況を分析してきた。データ連携エコシステムの価値は

国内にとどまらず、サプライチェーンのグローバル化が進む中で、国内データ連携エコシステムを活用する事業者がグロ

ーバル展開を行う場面においても、モノの識別子の同一性・継続性が担保されることが重要となる。本節では、この

観点から、国内データ連携エコシステムを活用する事業者の海外展開なども考慮し、モノの識別子に係る要求の具

体化と、その実現方法を考察する。 

4.3.1 要求事項の実現方法 

本節では、「モノ」の識別子に関する 4つの要求事項（一意性、相互運用性、導入容易性、拡張性）を同時

に満たすための実現方法を提示する。国内外の事例調査により、WAGRI 及び ABtC は当該プラットフォーム内部

で一意性が担保される内部識別子を採用し、AgGateway 及び DPP for Battery は GS1 識別子（GTIN・

GLN・SSCC 等）を前提としたグローバルな一意性の運用を行う設計であることを確認した｡ これらの事実から、内

部識別子とグローバル識別子の適切な併記運用により、既存業務の継続性を確保しつつ国際規格・規制との整

合を図ることが望ましいと考えられる。 

 

(1) 一意性の確保 

サプライチェーン横断でデータ連携を行う場合には、複数のデータ連携基盤やステークホルダーの間で、「モノ」の同

一性を担保する必要がある。この担保を確実にする観点からは、GS1 識別子（GTIN・GLN・SSCC など）やそ

れに準じる国際的キー体系の採用が望ましい。 

既存業務や国内データ連携基盤で用いる内部識別子は、グローバル識別子と併記し、段階的に国際要件へ移

行可能な構成とすることで、現行オペレーションと越境連携の要件を両立できる。 

なお、グローバル識別子の採用にあたっては、産業分野で制度上指定されている識別子など、制度的要件との整

合を考慮しなければならない。 

(2) 相互運用性の確保 

相互運用性を確保するには、(1) イベントの共通表現（粒度・親子関係を含む）、(2) 意味（セマンティクス）

の共通理解、(3) 識別子から証憑・版・履歴へ至る参照点という 3点を順に充足させる必要がある。 

これらを実現するためには、（1）対象単位（個体／ロット／構成部品）と親子関係（集約・分解など）を含

むイベント項目セットと記録・交換手順、（2）語彙・メタモデルと RDF/JSON等への写像、（3）参照点の設計

（URI設計・解決ポリシー、版管理・履歴参照、権限制御）を段階的に整理し、仕様のオープン化や標準化など

の形で多様なステークホルダーが実装可能な状態にする必要がある。 

なお、上述した要件を一体的に満たすことができる既存の識別子体系の採用は有力な選択肢である。例えば、

グローバル識別子（例：GS1 識別子群（GTIN・GLN・SSCC 等））の併用を前提に、イベント型データ交換

で親子関係を表現し（例：EPCIS 2.0 の AggregationEvent）、解決手続で IDから証憑・版・履歴へ誘導す

る構成は、異なる基盤間でも同一の事象を同じ意味で解釈・交換できる基盤を提供する。 

補足的に、AAS（Asset Administration Shell）を用いて意味モデル（サブモデル）を定義し、必要に応じて

イベント標準や参照点と組み合わせるアプローチも、メーカー横断の意味整合と一貫アクセスを実装する上で有効で

ある。 

また、DPP（EU）の検討では、識別子／機械可読表示／レジストリを前提とするデータ・アーキテクチャが示さ

れており、グローバル連携における参照点の整備と版管理の必要性が再確認される。 
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(3) 導入容易性の確保 

導入容易性は、初期導入の負担と運用継続コストの双方で評価する必要がある。導入・運用の負荷を抑制す

るため、共通 API による識別子の自動発番と、既存識別子のメタデータ併記などにより既存資産を活用可能とする

ことで、現場の負担を軽減することを基本する。イベント設計・記録手順は、EPCIS 実装ガイドなどの既存の実装ガ

イドに従い、出荷・受領などの業務イベントを定型化して設計のばらつきを抑える。 

導入容易性の評価は、初期設定工数／登録時間／重複率／再発番件数などの KPIで行うことができる。 

具体的には、(1)自動発番 APIの適用範囲（製造ライン／アプリ／既存 SaaS）、(2)既存番号（社内 ID・ロ

ット、規制上の番号）の併記と突合の手順化、(3)既存業務への影響最小化（手入力排除・UI支援・データ変

換の自動化）、(4)組織内説明の根拠（規約・ガイドライン準拠の明示）の 4点を優先的に検討することが望ま

しい。 

(4) 拡張性の確保 

将来的な対象拡大・品目単位変更・制度更新に対応できる設計とするためには、階層リンクの常時管理と版管

理／参照点の整備を識別子体系に内在化する方法が考えられる。これにより、同一識別子から最新版・履歴・証

憑に一貫して到達でき、構成要素の追加・再利用などがあっても破綻しない。 

拡張性の評価は、互換性（後方互換率）／切替時間／過去版参照成功率などの運用 KPIで行うことがで

きる。 

実務上は、①階層リンク（親子関係）の常時管理（集約・分解などの履歴一貫性を確保）、②版管理（識

別子／証憑／データシートの改版規則と安定参照の両立）、③参照点（レジストリ／リゾルバ）の運用（到達

ポリシー・権限制御・多言語／多地域対応）の 3点を識別子体系に内在化させることで、「入口（識別子）を固

定して中身（情報）を進化させる」運用が可能となる。親子関係の履歴一貫性は、イベント型データ交換での集

約・分解の正規表現により担保でき、制度更新時の差分吸収にはレジストリでの版管理・切替が有効である。 

拡張の進め方としては、以下のような順序が考えられる。 

 短期：既存カテゴリにおける階層リンク・版管理の適用範囲を明確化（対象単位・親子操作・改版規則・参
照先の定義） 

 中期：新カテゴリ追加時の差分手順（属性・語彙・データ写像・検証）のテンプレート化 

 長期：国外の制度変更に対するフォールバック（旧版参照）とロールフォワード（新版切替）の両手順の確
立 

拡張性の評価は、互換性（後方互換率）／切替時間／過去版参照成功率等の運用 KPIで行い、短期：

既存カテゴリの適用範囲明確化／中期：新カテゴリ差分のテンプレ化／長期：制度変更時のフォールバック／ロー

ルフォワード確立の順に整備する。 

なお、EU の DPP 動向では、識別子／機械可読表示／レジストリを前提とするデータ・アーキテクチャが示されて

おり、グローバル連携における参照点整備と版管理の必要性が再確認されている。 
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4.3.2 モノの識別子の設計に関する実務上の留意点 

モノの識別子を活用したデータ連携の実効性を確保するため、事業者向けの実務上の留意点を提示する。 

第一に、「国内運用と海外展開」を、最初から切り離して考えないことが重要である。 国内のデータ連携基盤で

用いる識別子が、取引先や規制当局が求める国際標準（GS1識別子等）と異なる体系で設計されていると、

海外展開の段階で識別子の変換・照合に多大なコストが生じる。国内運用の利便性を確保しつつ、グローバル識

別子との対応関係をあらかじめ整理しておくことで、将来的な海外展開をスムーズに進めることが可能となる。 

第二に、「同じモノ」をサプライチェーン全体で一貫して追跡できる設計を、導入の早い段階から意識しておくことが

望ましい。 製品・部品・ロットといった単位ごとに識別子の粒度や親子関係が整理されていないと、トレーサビリティの

確保や規制対応の場面で情報の断絶が生じやすい。特に欧州電池規則（DPP for Battery）のように、製品ラ

イフサイクル全体にわたるデータ提供を求める規制への対応は、識別子設計の段階から考慮しておかなければ、後か

ら対応しようとすると改修コストが大きくなる。 

第三に、識別子は「一度決めたら終わり」ではなく、変化に対応できる仕組みとして設計することが求められる。 取

り扱う製品の種類が増えたり、新たな規制や取引先の要件が加わったりする場面は、事業の成長とともに必ず訪れ

る。そのような変化に対して、識別子の体系を根本から作り直すことなく対応できるよう、版管理や履歴参照の仕組

みをあらかじめ組み込んでおくことが、長期的な運用コストの抑制に繋がる。 
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5 モジュール/OSSの運用管理に関する調査 

用語（5章） 

表 5-1 モジュール/OSSの運用管理に関する調査にて用いる用語 

用語 定義 

OSS 

Governance 

Model 

OSSの運営主体・意思決定構造に関する類型であり、コミュニティ駆動型、企業主導型、
財団型、コンソーシアム型、官主導型、半官半民型等を含む 

コミュニティ駆動型 
特定の企業でなく、開発者や利用者が参加する非営利のコミュニティで意思決定・開発・

運営を行うガバナンスモデルのこと 

企業主導型 
特定の企業が、営利・非営利を問わず OSS もしくは通常のソフトウェアの意思決定・開

発・運営を行うガバナンスモデルのこと 

財団型 
非営利財団が OSS プロジェクトの中立性・資金・運営を管理し、コミュニティ全体で意思

決定を行うガバナンスモデルのこと 

コンソーシアム型 
複数の企業・組織がコンソーシアムを通じて共同で OSS プロジェクトを管理する“連合型”の

ガバナンスモデルのこと。参加企業と業界の意向がより反映される。 

官主導型 

政府・公的機関が中心となり、政策目的に基づいて OSS プロジェクトの仕様・運営・標準
化を主導するガバナンスモデルのこと。多くは初期の段階で基盤整備や開発投資を政府が支
援することが多い 

半官半民型 
政府・公的機関と民間企業が共同で意思決定・運営を行い、公共性と市場原理の両立

を図るガバナンスモデルのこと 

PMC  
Apache等で各プロジェクトの技術的意思決定・運営を担う委員会（Project 

Management Committee） 

SIG 
Kubernetes等で特定領域の技術方針・開発を分権的に担うグループ（Special 

Interest Groups） 

TOC 

Technical Oversight Committee。CNCF（Cloud Native Computing 

Foundation）における技術監督委員会であり、ホストプロジェクトの技術的方針を監督する
役割である 

CNCF （ Cloud 

Native Computing 

Foundation） 

2015年に Linux Foundationの支援を受けて設立された非営利団体で、クラウドネイティ
ブ技術の普及と標準化を目的としている 

OASC MIMs 
Open & Agile Smart Cities（OASC）が定める、スマートシティ／都市データ連携におい

て相互運用性を最小限確保するための共通要件（最小メカニズム）の集合である 

ETSI93 NGSI-LD 
ETSIが策定する、IoT／スマートシティ等で扱う実世界の対象（エンティティ）を属性・関

係性とともに記述し、意味を保ったまま交換するための API及びデータ表現の標準である 

KEP94／PEP95

／JEP96 

Kubernetes／Python／OpenJDKの各機能拡張提案プロセスを指し、公開レビューと承
認により技術変更を管理する枠組みである 

CLA97 
Contributor License Agreement。貢献コード等に関する権利処理の合意文書であり、

EasyCLA等の仕組みにより個人・法人の権利関係を標準化する。 

 
93 欧州電気通信標準化機構 

94 GitHub 「Kubernetes Enhancement Proposals (KEPs)」の README.mdを参照 

95 PEP 0 「Index of Python Enhancement Proposals (PEPs)」参照 

96 JEP 0「JEP Index」参照 

97 オープンソースプロジェクトと貢献者との間で交わされる法的契約 Linux Foundation 「What is LFX EasyCLA」を参照 
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DCO 
Developer Certificate of Origin。開発者が OSS貢献に対して行う宣言文書であり、コ

ードに対する権利と法的な健全性を宣言する 

SPDX 

Software Package Data Exchangeは、ソフトウェアライセンスや SBOM（Software 

Bill of Material）に対するライセンス情報を管理する標準情報を策定しているプロジェクトや
そのフォーマット 

CMA/CMA9   
Competition and Markets Authority：英国競争・市場庁 

CMA9：CMAが指定した英国 9大銀行グループ 

Author／
Committer／
Reviewer／
Maintainer 

OSSのロール体系における貢献・レビュー・統合の役割であり、昇格経路の明確化が健全
性・参加促進に資する 

 

5.1 調査目的・内容 

近年の商用ソフトウェアは、その内部要素の 70%以上がオープンソースソフトウェア（OSS）で構成されていると

言われている98。OSSを組み合わせて活用することで、開発期間の短縮やコスト削減が可能となる。また、OSSの

活用は、企業や組織が社内開発を最小限に抑え、国際的な開発コミュニティの知見や最新技術を柔軟に取り入れ

られる点も大きな利点である。データ連携基盤では、OSSを単なる部品として利用するだけではなく、プラットフォー

ムの中核となる技術として採用することも重要である。そのためには、採用する OSSが持続的に運用されていること

が前提条件となる。  

このような背景のもと、本章では複数の OSSを対象として、OSS運営管理母体の設立経緯、発展のプロセス、

運営体制、ライセンス管理といった観点からその持続的な運用の実態を整理し、観点ごとに OSS コミュニティの特徴

を比較する。そして、比較結果から共通の取り組みや考え方を抽出し、示唆を導き出す。 

5.1.1 調査目的・方法 

本調査は、国内外の代表的な OSSの運営モデルや実務上の課題を調査し、持続的な運用管理に必要な要

素を明らかにすることを目的とする。公開情報に基づく文献調査により、運営母体の類型、意思決定プロセス、資金

調達、ライセンス管理、貢献管理、普及促進、コミュニティ変遷等を共通の観点で整理し、評価軸に基づく比較分

析を行う。 

OSSの持続性に影響する要因は多岐にわたる。第一に、様々な企業や開発者が参加する OSSでは、意思決

定権限が特定主体に依存しないように中立性を確保し、コミュニティを持続させる必要がある。このため、中立性・透

明性・公平性を確保するガバナンスの設計が不可欠となる。第二に、企業の OSS採用が進む中、ライセンス方

針、権利処理、規約・規則等の制度的枠組みを明確にした上で、法務・知財・コンプライアンス面の安全性を確保

し、該当 OSSの採用や開発者の貢献を維持していく必要がある。このため、制度設計を整備する必要がある。第

三に、OSSの長期運用には継続的な工数が生じるため、運用資金の確保と配分、担い手の確保と育成及び運

用プロセスの標準化（更新・脆弱性対応・品質保証等）が必要となる。 

以上の 3要素に対応する具体的な調査観点を以下に示す。 

1. ガバナンスの重要性の検証 

OSS運用母体のガバナンスモデル類型とその変遷、意思決定モデル、コミュニティ運営について調査し、ガバナ

ンス設計の在り方を検討する。 

 
98 独立行政法人 情報処理推進機構「1. はじめに—なぜ今オープンソース戦略が必要か | 社会・産業のデジタル変革」 

（https://www.ipa.go.jp/digital/kaihatsu/oss/about/report2024/introduction.html）参照 
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2. OSS推進に向けた制度設計の検討 

ライセンス管理、貢献者規約や運用ポリシー等の整備など、OSSの運用管理に必要な制度的枠組みを整理

する。 

3. 持続性を考慮した運用体制の検証 

OSS運用母体が持続可能な体制を整理し、OSS運営における共通要素を導き出す。 

5.1.2で後述する対象 OSSについて、公開情報に基づくデスクトップ調査を実施する。具体的には、各 OSSの

公式ドキュメント、運営母体（財団・コンソーシアム等）の公開資料、GitHub等の公開リポジトリ、及び関連する

報告書・技術資料を参照し、実態を整理する。本調査は、OSSの機能や技術領域の優劣比較を主眼とするので

はなく、中立性・透明性・持続性を担保する運営の仕組みに着目するものである。 

また、OSSの運営モデルは、固定的なものではなく、プロジェクトの成長や社会的重要性の高まりに伴い、変化す

ることがある。特定企業や個人・コミュニティが主導していたプロジェクトが、中立性・透明性・持続性をより確保するた

めに、独立した非営利財団による運営体制（財団型ガバナンス）へ移行する事例は、IT分野において複数確認

されていることから、 財団型ガバナンスモデルへの移行が開発コミュニティに与える影響を把握するため、いくつかのサン

プルにて GitHub上の公開リポジトリ情報を用いて調査・分析を実施する。ガバナンスモデルの変化は単一の定量指

標では評価しにくいが、本調査では、代表的なリポジトリにおける年間コミット数を指標として用いる。OSSは複数リ

ポジトリに分割されている場合があるため、比較対象は代表的なリポジトリに絞る。代表的なリポジトリの選定条件

は、原則として「当該組織（org）内で star数が最大のリポジトリ」、又は「公式ドキュメント等で主要開発リポジト

リとして明記されたリポジトリ」とし、同一条件で比較できるよう統一する。 

調査における制限事項： 本調査における調査対象の OSSは、財団型に移行したものも全て 2025年現在も活動

を継続しているものである。したがって、ガバナンスモデルと持続性の関係について、技術的需要など他の要因の影響を排

除できていない。また、調査手法は公開情報に基づく文献調査であり、関係者へのインタビューや内部資料の分析は行っ

ていない。さらに、調査対象の選定にあたっては代表性を考慮しているが、OSS全体の母集団に対する統計的な結論を

示唆するものではない。 
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5.1.2 調査内容 

公開情報に基づき対象 OSSの運用管理の実態を共通の調査項目で整理した上で、3つの評価軸による横断

比較分析を行い、持続可能な運用管理に必要な要件を導き出す。 

(1) 対象 OSS と調査内容 

対象 OSS 

対象 OSSは、ガバナンスモデルの多様性（企業主導・半官半民・コミュニティ駆動・財団型・コンソーシアム型・

官主導など）に加え、その移行事例の有無（財団型への移行、コミュニティ駆動型への移行、現行モデルの維持

等）を網羅的に含むよう選定した。また、技術領域の幅、成熟度や活動年数のバリエーション、公開ドキュメント及

びリポジトリ情報の充実度、コミュニティ規模・影響度を考慮し、比較分析に適した代表例を選定した。対象 OSS

の一覧を表 5-2に示す。 

 

表 5-2 調査対象 OSS 

# OSS名 設立時のガバナンスモデル分類 現在のガバナンスモデル分類 活動年数※ 

1 OBIE99 官主導型 非営利標準主体（移行過渡期） 9年 

2 Apache 財団型 財団型 26年 

3 FIWARE 半官半民型 財団型 14年 

4 Kubernetes 企業主導型 財団型 11年 

5 PyTorch 企業主導型 財団型 9年 

6 Tractus-X 財団型 財団型 4年 

7 GDSO100 コンソーシアム型 コンソーシアム型 3年 

8 Linux コミュニティ駆動型 財団型 34年 

9 Ruby コミュニティ駆動型 財団型 30年 

10 Python コミュニティ駆動型 財団型 34年 

11 OpenJDK 企業主導型 コミュニティ駆動型 19年 

※活動年数は原則、各プロジェクトの初回公開年を起点に 2025年時点で算出。Apacheは複数の OSS プロジェクト
を包括する財団であり、個別プロジェクトの開始年が多様なため、Apache Software Foundationの設立年（1999

年）を起点として算出した。 

  

 
99 Open Banking Implementation Entity 
100 Global Data Service Organisation for Tyres and Automotive Components 
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調査内容 

１．調査項目に従った個別調査 

調査項目として、OSSを持続的に運用するための構成要素を表 5-3に示すように、(1)ガバナンスモデルの種

類、(2)意思決定プロセス、(3)資金調達方法、(4)ライセンス管理、(5)コミュニティ運営・貢献管理、(6)普及促進、

(7)コミュニティ変遷と定め、根拠となる公開情報を収集し、整理する。これにより、個別 OSSの特徴を把握するとと

もに、後続の横断比較分析に必要な基礎情報を整備する。 

 

表 5-3 調査項目の概要・目的 

# 調査項目 概要 調査目的 

1 ガバナンスモデルの
種類 

OSSの運営母体の類型（コミュニティ駆動
型、財団型、半官半民型、コンソーシアム
型、企業主導型、官主導型）の変遷を調査
する 

データ連携エコシステムで導入する OSS

の中立性・持続性・公共性を担保する運
営形態を特定するため 

2 意思決定プロセス 投票、合意形成、理事会・技術委員会の権
限設計など、意思決定の仕組みを調査する 

透明性・説明責任を伴うプロセスの有無
を確認するため 

3 資金調達方法 会費、スポンサー、寄付、官民連携ファンドな
ど、資金源の多様性を調査する 

持続的な運営を可能にする資金モデル
の有無を確認するため 

4 ライセンス管理 採用ライセンスの種類、変更履歴、ポリシーの
明確性を調査する 

採用にあたっての法務・知財面の安全性
を確保し、普及を促進するため 

5 コミュニティ運営・貢
献管理 

レビュー、プルリクエスト管理101、品質基準、
人材育成の仕組みを調査する 

コミュニティが継続的な改善活動と品質
管理を行っているかを確認するため 

6 普及促進 プロモーション、トレーニング、導入ガイドライン
等を調査する 

OSSの普及促進活動を把握するため 

7 コミュニティ変遷 対象 OSSがどのような社会的・技術的背景
で誕生し、どのようなガバナンスの変遷を経て
現在の形態に至ったかを調査する 

OSSの進化過程を理解し、持続性確
保やガバナンス改善の成功要因を抽出
するため 

 

２．財団型ガバナンスへの移行事例調査 

表 5-3の調査項目に加え、OSSのガバナンスモデルの変遷が開発活動の持続性に与える影響を検証するた

め、財団型ガバナンスへの移行事例を分析する。具体的には、上記の調査項目で整理した運営要素の「変遷」を

踏まえ、GitHubの公開リポジトリ情報を参照し、代表的なリポジトリの活動状況を調査する。比較対象は代表的

なリポジトリに絞り、選定条件は「当該組織内で star数が最大のリポジトリ」又は「公式ドキュメント等で主要開発リ

ポジトリとして明記されたリポジトリ」とした。設立時のガバナンス形態が異なりつつ財団型へ移行した代表的事例とし

て、Kubernetes、PyTorch、FIWAREを選定した。いずれも移行過程の OSS運用母体のWebページや社会

実装事例などから公開情報が充実しており、エコシステムの拡大やガバナンスの透明化を確認しやすいことから、本

調査における補助指標による活動動向の検証対象とした。 

  

 
101 開発者が提案したプルリクエストをレビューし、コードを取り込む一連のプロセス 
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表 5-4 ガバナンス移行事例調査対象と選定理由 

# OSS名 対象リポジトリ 選定理由 

1 Kubernetes kubernetes/kubernetes  企業主導型（Google中心）から CNCF の財団型へ移行
した典型事例 

 大規模エコシステムと採用拡大、透明なガバナンス運用・リポ
ジトリ構成、公開情報が豊富 

2 PyTorch pytorch/pytorch  企業主導型（Meta）から PyTorch Foundation（Linux 
Foundation傘下）の財団型へ移行 

 研究・産業双方での採用拡大と貢献者の多様化 

3 FIWARE telefonicaid/fiware-

orion 

 半官半民型から FIWARE Foundation の財団型へ移行 

 データ連携・都市分野での社会実装事例が多く、制度設計・
運用設計に関する情報が豊富 

 Orionを中心とした代表的なリポジトリで活動動向を把握可
能 

(2) 評価軸と横断比較分析 

各 OSSの運用実態を横断的に比較し、中立性・透明性・持続性の観点から持続可能な運用管理に必要な

要件を導き出すために、5.1.2で設定した 3つの調査観点に対応する評価軸を設定した。表 5-5のとおり、評価軸

は、(1)ガバナンスの中立性・透明性及び管理母体の変遷と持続性、(2)採用促進・エコシステム拡大及びライセン

ス・コンプライアンスを含む制度設計、(3)資金調達・運営体制の安定性を含む運用体制の 3軸で構成する。 

表 5-5 評価軸と概要 

# 評価軸 概要 主要な観点 

1 ガバナンスの中立性・透
明性及び管理母体の変
遷と持続性 

プロジェクトの意思決定が特定企業に依
存せず、公開・透明なプロセスで行われて
いるか、また、管理母体の持続性を評価
する 

 ガバナンスモデルの種類（企業主
導型、財団型、業界標準機関
型など） 

 意思決定プロセスの公開性（提
案・審議・承認の透明性） 

 管理母体の持続性（変遷の背
景と開発コミュニティの活性度への
影響） 

2 採用促進・エコシステム
拡大及びライセンス・コン
プライアンスを含む制度
設計 

コミュニティが持続的に成長し貢献者が多
様化しているか、また、ライセンスの明確
性・一貫性、権利処理（CLAなど）、
SPDX等の機械可読管理、遵守プロセス
が整備されているかを評価する 

 主要クラウドや業界での採用実
績 

 認定資格・教育プログラム・イベン
トの提供 

 OSS ライセンスの種類（Apache 

2.0、MITなど） 

 ライセンス情報の明示（GitHub

の LICENSE ファイル） 

 CLAや貢献規約の整備 

3 資金調達・運営体制の
安定性を含む運用体制 

プロジェクトの資金調達と運営体制が長期
的に安定しているかを評価する 

 資金源の多様性（スポンサー、
寄付、イベント収益） 

 運営体制の安定性 

 長期ロードマップの公開 
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5.2 調査結果 

本節では、5.1.2で定義した調査内容に基づき、対象 OSSの個別調査結果、財団型ガバナンスへの移行分析

及び評価軸に基づく OSS評価を順に示す。 

5.2.1 対象 OSSの個別調査結果 

対象 OSSごとに、5.1.2で定義した調査項目（ガバナンスモデル、意思決定プロセス、資金調達、ライセンス管

理、コミュニティ運営・貢献管理、普及促進、コミュニティ変遷）に基づく調査結果を踏まえた、調査対象 OSSに共

通的な特徴の概要は下記のとおりである。根拠となる詳細な記述は付録 A（表 A-1〜A-11）に収録している。ま

た、これらの調査結果を用いて後段の横断比較分析を実施していく。 

 

１．ガバナンスモデルの種類 

出自としてはコミュニティ駆動型、企業主導型、半官半民型など様々な形態が見られたが、長い歴史の中で、

財団型への移行が進行し、持続可能な OSS コミュニティの確立を目指していることが確認できた。 

２．意志決定プロセス 

「提案→議論→投票・合意」の基本的な進め方を踏襲し、透明性と多様な関係者の意見を反映させる仕組

みを採用していることが観察できる。例えば、Kubernetesの KEPや Pythonの PEP、Apacheの PMC運

営など、正式な提案と合意形成を通じて進められている事例が確認できた。 

３．資金調達方法 

クラウドスポンサー、企業などの寄付・助成金やイベント収益を活用し、開発・運営資金を確保していることが確

認できた。 

４．ライセンス管理 

明確なオープンライセンスの下でソフトウェアを管理し、利用・改変・再配布の条件を適用している。代表的な例

として、Apache License 2.0や MIT ライセンスが企業やコミュニティに広く採用されており、OSS利用者が安

全に再利用できる環境が提供されている。 

５．コミュニティ運営・貢献管理 

Apacheのプロジェクトごとに設置された PMCやメンテナーリストが、コードレビュー、ドキュメント作成、運営方

針の決定を行うなど、「公開された議論と透明性の高い貢献フロー」が見受けられる。その他「役割の段階的昇

格」、「行動規範の設定」により、協力的かつ持続的なコミュニティ運営を実現していることが確認できた。 

６．普及促進 

KubeCon102や PyCon103に代表されるような大規模な国際カンファレンスの「イベントやセミナー開催」、Linux 

Foundation Training といった「標準化・認証」や「教育プログラム」などの施策を組み合わせて、技術の普及と

採用促進を積極的に推進していることが分かった。 

７．コミュニティの変遷 

プロジェクトの成熟や外部環境の変化に伴い、運営体制が変化していることがわかる。初期の開発者中心、特

定企業中心の段階から、参加ユーザーや企業の増加に伴い、規模や運営方法が多様化及び階層化してい

る。 

  

 
102 CNCFが主催するクラウドネイティブ技術に関するカンファレンス 

103 Pythonに関するカンファレンス 
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5.2.2 財団型ガバナンスへの移行事例調査結果 

本節では、OSS運用管理の持続性に大きな影響を与える「財団型ガバナンスへの移行」について、企業主導

型・半官半民型から財団型への移行事例を中心に分析する。一般的に財団型ガバナンスへの移行は、中立性を

確保し、多くの企業が参加しやすくなり、スポンサー企業が増え、資金源が多様化するため、管理団体の財務基盤

を安定化させるというメリットがある一方、移行の効果は出発点（企業主導型か半官半民型か）や、中立性を維

持するための組織設計によって異なる。そのため、本節では、移行の動機、意思決定構造の変遷及びコミュニティ運

営の変化を交えながら、開発活性化の観点から持続可能性に資する要点を整理する。 

(1) 企業主導型から財団型ガバナンスへの移行 

企業主導型の OSSは、初期段階において開発に携わった企業内のリソースや技術をそのまま流用することで、

品質を一定水準まで引き上げやすく、迅速なリリースが可能となる。一方で、OSSそのものの注目度が上がり、業界

標準的な位置づけになった場合には、特定企業に依存しない意思決定の仕組み、公平性を保った貢献の受け入

れの仕組み、長期的な資金や人材の確保などが必要となる。 

このため、企業主導型から財団型への移行は、「中立性・透明性・公平性」を高め、複数の企業や個人が安心

して参加できる土台を整える手段として位置付けられる。財団型に移行することで、意思決定構造（運営部門／

技術部門の役割分担）や、貢献のルール、ライセンス・知的財産の扱い、セキュリティ対応の進め方等を、特定企

業から切り離した形で整えやすくなる。結果として、安心して利用者が参加することができ、利用者が増え、利用者

自身が課題解決のために継続的に貢献するという好循環が期待できる。 

以下では、企業主導型から財団型ガバナンスへ移行した代表例として Kubernetes及び PyTorchの推移を整

理する。 

Kubernetesの移行推移 

1. 公開・移管による拡張期：Google主導→財団移管初期 

 Kubernetesは 2014年に Google社主導で OSS として公開され、2015年に CNCFへ寄贈された。OSSの

公開直後は、同社内部で蓄積された技術ノウハウの公開により高い注目を集めてはいたが、ガバナンスや開発の主

導権は依然として同社の主要エンジニアにあった。CNCF移管後は SIGや KEP プロセス、Steering Committee

の設置により他ベンダーの参加環境が制度的に整い、コミュニティ運営の基礎が整備された。 

2. 適用領域拡大による成長期：ベンダーニュートラル化の効果 

 2016年以降、Kubernetesはクラウドサービス横断の共通基盤として企業に採用されるようになった。CNCFの中

立的立場により、クラウド事業者やソフトウェアベンダーなどの競合他社が同一基盤に貢献できる環境が整備された

点が、採用拡大を強く後押しした。Fortune 100企業の過半が利用するなど実運用が広がり、利用者自身が課題

解決のために開発する循環が生まれ、代表的なリポジトリにおけるコミット数増加からも開発の活性化が見受けられ

る。 

3. 運用ルールの整備と大規模移行対応を伴う安定期：成熟 OSS としての制度確立 

 2018年に CNCF初の Graduatedプロジェクト104となり、成熟した OSS として評価された。2020年以降はサポ

ート期間 1年化などの運用ルールが整備され、リリースや互換性に対する信頼性が向上した。企業の DX推進やプ

ラットフォーム内製化が進む中で、Kubernetesはマルチクラウド環境の運用標準としての位置づけを強めた。また、

2019年から始まったWindows コンテナ対応も参加者の増加を促し、クラウド事業者が CI105や配布基盤を資金・

リソース面で支援することで、外部から安定的にコントリビューターを確保する構造が確立された。図 5-1からも

2020年頃から安定したコミット数が確認できる。 

 
104 CNCFが定めるプロジェクトのステータス 

105 Continuous Integration、継続的インテグレーション 
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図 5-1 Kubernetes主要リポジトリの年間コミット数の推移106
 

 

PyTorchの移行推移 

PyTorchは、米 Meta（旧 Facebook）社主導の研究開発プロジェクトとして誕生し、研究者志向の設計思想

で成長してきた。その後、研究分野における事実上の標準としての地位を確立し、産業利用へと展開する中で、企

業単独主導から企業・研究者横断の財団型ガバナンスへと移行した点に大きな特徴がある。 

1. 研究黎明期・PyTorch誕生期：企業主導・研究特化 
 2012年以降、FAIR（Facebook AI Research、現 Meta AI：Meta社の AI研究機関）を中心に Torch

（Lua107を用いた深層学習フレームワーク）を用いた研究開発が進められていたが、この段階では、開発主体は企

業内の研究組織にあり、外部コミュニティは限定的であった。2015年頃から Python中心の研究開発環境への要

望が高まったことで、2016年に PyTorchの初期コードが公開されたが、その時点でもあくまで研究用途が中心であ

り、参加するコントリビューターも少数にとどまっていた。 

2. 開発物の標準化・産業定着期：企業主導＋コミュニティ拡張 
 2017年の正式公開以降、PyTorchは研究コミュニティで急速に普及し、事実上の標準として定着した。2019年

の PyTorch 1.0 リリースにより安定した APIが確立したことで、研究用途に加え産業利用が本格化した。

Transformer系モデル108の普及も重なり、企業による開発投資と外部コントリビューションが急増した。図 5-2から

も 2019年以降にコミット数が着実に増加していることが確認できる。一方で、ガバナンスは米 Meta社主導であり、

OSS としての中立性や長期的持続性に対する期待が顕在化し始めた時期でもあった。 

3. ガバナンスモデルの転換・性能進化期：財団型への移行 

 PyTorchは 2022年に Linux Foundation傘下へ移行され、PyTorch Foundationが設立された。これにより、

運営主体は特定企業から切り離され、中立的な財団型ガバナンスへと転換した。この時期には PyTorch 2.0の開

発・普及が進み、コンパイラ技術や分散処理など性能を重視した進化が加速した。ガバナンスの安定化は、企業横

断での参加を促進する枠組み（運営と技術の役割分離、意思決定・権利処理の明確化等）を整備する効果が

ある。図 5-2からも Foundationの設立に向けてコミット数が増え、開発活動の活発化が見受けられる。 
財団型ガバナンスの下で開発体制が安定し、コミュニティによる運営と技術ロードマップに基づく進化を継続した結

果、PyTorchは生成 AI時代の基盤 OSS として定着した。 

 
106 Githubの kubernetes/Kubernetes コントリビューター数をもとにグラフを作成（2026年 2月時点） 

107 軽量・高速なスクリプト言語の一種 

108 2017 年に発表された自然言語処理や機械学習の分野で使用される文脈理解に優れた深層学習モデル。大規模言語モデル AI

の基盤としても知られている技術 
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図 5-2 PyTorch主要リポジトリの年間コミット数推移109 

 

(2) 半官半民型から財団型ガバナンスへの移行 

半官半民型の OSSは、政策的な枠組みを背景に立ち上がることが多く、初期段階では公的資金による支援な

どで特定のプロジェクトを進めるなど、一定の資金と体制を確保しやすい。その結果、基盤となる機能を短期間で整

備できる一方で、開発や運営がプロジェクトごとに完結しやすく、公的資金の終了とともに活動が収束しやすい側面

がある。その結果、コミュニティの自律的な拡大には追加的な工夫が求められる。 

そのため、半官半民型から財団型への移行にあたっては、公的資金に依存しない運営体制を作り、財務体質を

強化するほか、意思決定の場、規約・規則、ライセンスや知財の整理など、長期運営を前提とした体制を整える必

要がある。ただし、財団化を行い、運営体制を整備するだけで開発コミュニティが自律的に広がるわけではない。商

用事例を提供し続け業界を牽引する企業の不在や、OSSそのものの適用範囲が狭い場合、利用は広がっても参

加企業が増えない、あるいは案件ごとの利用に留まり OSSの維持運用にコントリビューターが集まらない、といった事

態も想定される。以下、FIWAREの移行推移を整理する。 

FIWAREの移行推移 

FIWAREは、欧州連合（以下、EU）の研究・政策枠組みを背景に半官半民モデルで立ち上がった OSSで

ある。当初は公的資金など政策の後押しもあり成長した後、FIWARE Foundationへの移行により財団型ガバナ

ンスへと転換した。 

1. EU研究主導による FIWARE立ち上げ期：半官半民・研究資金依存 

 FIWAREは EUの研究枠組みを起点として始動し、Orionなど中核コンポーネントの実装が、特定組織を中

心に進められた。この段階では、公的資金によるプロジェクト発の開発が行われ、機能追加が進み、コミット数

も伸び、開発活動量は増加傾向であったことが伺われる。政策の連携もあり、開発が順調に進んでいたと推察

される。 

2. 基盤成熟と移行準備期間：財団化への移行準備 

 FIWARE Foundation体制への移行により、コミュニティ主導の開発体制に移行したが、図 5-3からこの時期

にはコミット数が増加していないことが観測できる。同時期に発生した次世代アーキテクチャの NGSI-LDへの移

行準備や、社会的にはクラウドネイティブや AI系 OSSが台頭し、開発者の関心が分散したことで、保守中心

の開発フェーズとなったことなどが考えられるが、要因の推測には一段踏み込んだ調査が必要である。 

 
109 Githubの pytorch/pytorch コントリビューター数をもとにグラフを作成（2026年 2月時点） 



 

109 

 

3. 政策連動の運用移行期：政策連動との期待と貢献数の乖離 

 EUデータ法110や共通データスペース構想111など、データ利活用シーンへの関心は増えており、実利用への期

待は膨らむ一方で、代表的なリポジトリにおけるコミット数から見た開発活動量は、図 5-3からも 2021年の増

加を境に 2025年にかけてコミット数も伸び悩む傾向が見られる。ただし、コミット数の増減は様々な要因が絡

むため、この傾向については継続して検証が必要である。 

 

図 5-3 FIWARE主要リポジトリの年間コミット数の推移112
 

 

(3) 移行パターンの比較と示唆 

上記(1)及び(2)の分析を踏まえると、財団型ガバナンスへの移行は共通して「中立性・透明性・公平性の確保」

及び「ルール整備」に有効である一方、開発活動への効果は出発点（企業主導型か半官半民型か）によって異

なる結果となった。これは企業主導型からの移行（Kubernetes、PyTorch）では、汎用的な技術のため、財団型

のガバナンスが企業横断参加の受け皿として機能しやすい。一方で、半官半民型からの移行（FIWARE）では、

政策・実証が個別案件に完結しやすく、OSSの採用拡大が進みにくいことが考えられる。後者においては、財団化

に加え、参加者の受入れ整備、貢献インセンティブ設計、利用シーンの拡大が重要となる。 

5.2.3 評価軸に基づく OSS評価 

5.2.1で整理した各 OSSの個別調査結果及び 5.2.2の財団型ガバナンスへの移行分析を基に、5.1.2で設定

した 3つの評価軸、(1) ガバナンスの中立性・透明性及び管理母体の変遷と持続性、(2) 採用促進・エコシステム

拡大及びライセンス・コンプライアンスを含む制度設計、(3) 資金調達・運営体制の安定性を含む運用体制について

評価を実施する。公開プロセスの整備状況、管理母体の変遷と持続性、採用促進とライセンス・コンプライアンスの

制度的枠組み、運営体制や資金基盤の安定性等を総合的に勘案し、持続可能な OSS運用管理の共通要件

と示唆を導出する。 

  

 
110 EU域内で生成されるデータのアクセス・共有・利用のルールを統一するための包括的な法律 

111 EUデータ戦略における「信頼できるデータ共有の場（データスペース）」の整備に関する取組 

112 Githubの telefonicaid/fiware-orion及び tutorials.NGSI-LD コントリビューター数をもとにグラフを作成（2026年 2月時点） 
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(1) ガバナンスの中立性・透明性及び管理母体の変遷と持続性 

調査対象の OSSでは、BDFL（Benevolent Dictator For Life）113や企業・官主導型のモデルから民間財

団型・コンソーシアム型への移行が見受けられた。財団型・コンソーシアム型での中立性確保の仕組みはメリトクラシ

ー114などのメンテナーを重視するものから、SIG（Special Interest Group）などの技術開発を重視するモデル、ま

た、産業界との連携を意識するものにタイプが分かれた。メンテナー重視型は意思決定が速い一方、大規模化に伴

い、品質の安定性を保ちにくいというデメリットも存在する。 

⚫ 公開プロセスの導入と意思決定の分散化 

「公開プロセス（RFC系: KEP/PEP/JEP等115）」と「意思決定の分散（SIG/PMC/Steering等）」はほ

ぼ全てのモデルで共通して中立性を担保する仕組みとして整備されている。 

公開プロセスは新規技術提案や改善要望の可視化や追跡を可能にする。そして、分散的な委員会（SIG

や PMC、Steering Council）は決定権を集中させない作用を持つ。これらは特定企業、個人の影響度を薄

め、スポンサー企業やメンテナーのコミュニティ参加を促進する効果がある。 

⚫ 企業主導・半官半民から財団・コンソーシアムガバナンスモデルへの移行 

財団型等（第三者非営利組織）は公開プロセスや会計・議事の公表など「制度的基盤」を整備するが、そ

れらのみでは中立性は担保されない。Kubernetesや PyTorchのように既存財団への寄贈により、中立性を

高めた事例がある一方、OpenJDKのように意思決定の場に主要企業が残ることで影響が完全になくならない

ケースも存在する。5.2.2の移行分析が示すとおり、財団型への移行効果は、(a)出発点のガバナンスモデルと

(b)技術の適用範囲（汎用性）の 2つの要因に左右されうると考えられる。ただし、企業主導型

（Kubernetes、PyTorch）では財団移管により競合企業が貢献できる環境が生じやすいが、企業主導型

でも OpenJDKのように単一企業の影響が残るケースでは効果が限定的であり、出発点のみが原因とはなら

ない。また、業界横断で利用できる汎用技術では多様な企業の参加動機が生じやすい。財団型ガバナンスが

受け皿として機能する一方、FIWAREのように特定領域で活用される OSSでは案件が個別完結しやすく、

エコシステム全体の拡大に期間を要する事例もある。 開発コミュニティの自律的成長には、ガバナンスの整備に

加え、多様なユースケースの発掘が必要であり、スポンサーを含む参加企業の多様性が重要になる。 

 

表 5-6 ガバナンスの検証における調査結果 

# 対象 OSS

名 
ガバナンスモデル 意思決定プロセス 特徴 

1 OBIE 官主導型 → CLG/非営
利へ移行中（規制監督
下から業界主導の非営利
法人へ変化） 

投票・合意形成・
外部監査により透
明性を確保、官の
監督と独立性 

官主導型から非営利標準主体への移行過
程にあり、CMA監督下で中立性を担保し
ている。意思決定は TDAによる合議制で
透明性を確保し、今後は業界主導の CLG

モデルへ転換予定である。 

2 Apache 財団型（Apache 

Software Foundation：
非営利の財団が運営慣
行を補完） 

投票・合意・投票
式決定を公開し、
コミュニティメンバー
の合意を重視 

成熟した財団型ガバナンスを採用し、理事
会と PMCによる分散型意思決定を実現し
ている。「The Apache Way」に基づく公開
プロセスで透明性・中立性を担保する代表
的モデルである。 

 
113 OSS 開発において、コミュニティ内で議論や論争が発生時に最終的な仲裁・決定権を持つ人物のこと。ここではプロジェクトの創設

者が強い方向性を持ち、プロジェクト方向性を決定するガバナンスモデルとして使用 

114 OSSのプロジェクトへの貢献度（例：高品質なコードの提供、バグ Fix回数等）に応じてコミュニティ内で発言権や地位を持つとい

う考え方 

115 RFC（Request for comment）は IETF（Internet Engineering Task Force）で使われる新規技術の提案や技術改善の要

望を文書としてまとめたものであり、ここでは、運営管理母体に対して提案要望を文書として管理・公開する手法として使用 
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3 FIWARE 欧州委員会主導 → 財
団型（FIWARE 

Foundation） 

理事会・委員会の
公開議論と合意
形成、複数ステー
クホルダーによる運
営 

欧州委員会主導から財団型へ移行し、理
事会・技術委員会による公開意思決定を
採用している。公共性とオープン性を重視
し、産業横断の標準化に適合する中立的
モデルである。 

4 Kubernetes 企業主導型 → 財団型
（CNCF傘下） 

SIGやワーキンググ
ループ内の議論と
投票、透明なリリー
スプロセス 

企業主導型から CNCF財団型へ移行し
た。SIG体制による分散管理と KEP プロセ
スで意思決定を公開し、クラウド基盤の中
立性を担保するオープンガバナンスを確立し
ている。 

5 PyTorch 企業主導型（Meta等）
→ 財団型（Linux 

Foundation傘下） 

理事会・メンテナー
による公開議論・
合議・投票、CLA

署名と貢献プロセ
ス 

米 Meta社主導から Linux Foundation

傘下の財団型に移行された。技術ガバナン
スは個人メンテナー中心で企業依存を排除
し、公開投票と CLA で透明性を確保して
いる。 

6 Tractus-X 財団型（Eclipse 

Foundation（産業連合
＋財団支援）） 

議論と合意形成の
公開、規約と運営
ルールに則った意
思決定 

設立時から財団型ガバナンスを採用し、
Eclipse Foundationのオープンモデルに準
拠している。複数企業の合議制で標準化を
推進し、産業横断の協調領域に適合する
中立性を保持している。 

7 GDSO コンソーシアム型（業界標
準機関） 

公開議事録、合
意投票により意思
決定 

コンソーシアム型ガバナンスで、総会と理事
会による合議制を採用。複数企業が共同
運営し、標準化活動を公開プロセスで進め
ることで透明性と公平性を担保している。 

8 Linux コミュニティ駆動型 + 財団
型（Linux Foundation

補完（分散メンテナーモデ
ル）） 

メーリングリスト・公
開議論・投票、コミ
ッター・メンテナーの
合意 

コミュニティ駆動型を基盤に Linux 

Foundationの財団型が補完している。意
思決定は Linus中心のメンテナーモデル＋
公開レビューで透明性を確保し、世界最大
級の OSS コミュニティを維持している。 

9 Ruby コミュニティ駆動型 + 財団
型（Ruby Association

（協会が補完）） 

コミュニティ議論と
公開投票、Code 

of Conduct遵守 

コミュニティ駆動型と Rubyアソシエーションに
よる財団型の二層構造となっている。技術
面の意思決定は公開プロセスで行われ、財
団は普及・資金面で中立性を支援する。
CLAは不要で個人貢献者の参入障壁が
低い。 

10 Python 財団型（PSF（Python 

Software Foundation） 

+ Steering Council（合
議制） 

PEP を通じた公開
レビューと合意、理
事会の意思決定 

BDFLモデルから Steering Council モデル
に移行し、合議制で中立性を確保してい
る。PSF による財団型ガバナンスと公開
PEP プロセスで透明性を担保する成熟した
ハイブリッドモデルである。 

11 OpenJDK 企業主導型 → コミュニテ
ィ型（コミュニティ寄与化
（Governing 

Board）） 

公開討議と投票、
JEP案提案とコン
トリビューションの合
意 

企業主導型からコミュニティ型へ移行し、
Governing Board が監督している。技術
面の意思決定は JEP プロセスと公開投票
で行われ、複数企業の参加により中立性が
維持されている。 
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(2) 採用促進・エコシステム拡大及びライセンス・コンプライアンスを含む制度設計 

今回調査した OSS群は、標準化・教育・イベント・認定制度といった採用促進プログラムを有し、ライセンス管

理・IP権利処理・セキュリティ開示といった法的基盤を一体的に整備していることが確認された。ライセンスについては

パーミッシブライセンス116（Apache 2.0等）を採用する OSSが多数を占める一方、コピーレフト系117（GPL-

2.0、AGPL-3.0）を採用する OSSも存在し、用途や目的に応じて使い分けられている。 

⚫ 採用促進とライセンス・コンプライアンスの一体的整備 

 パッケージマネージャ・SDK等による導入障壁の低減、認定資格・コンフォーマンステストによる製品品質の確

保やエンジニア育成、イベント・教育プログラムによる参加者オンボーディングが、採用促進の共通メカニズムとし

て採用されている。 これらの施策はライセンスの明示・統一や CLA/DCOによる権利処理と一体的に整備さ

れることで、企業が採用するにあたっての法務リスクや確認コストを軽減している。 

 

表 5-7 制度設計における調査結果 

# 対象 OSS名 採用促進・エコシステム ライセンス・コンプライアンス 特徴 

1 OBIE アクティブユーザー1,300万人
超（2024年〜2025年で
40%増）、標準 API・コンフォ
ーマンススイートで銀行・TPP
（Third Party Provider）の
参加を促進 

MIT/Apache 2.0で公開、
LICENSEの明示と公開ポリ
シーで法務リスクを低減 

オープンライセンスの徹底と
標準 APIにより公共領域
での再利用性を高め、規
制主導の採用促進を実
現している。 

2 Apache インキュベータ制度と 320以上
のプロジェクト群で採用障壁を
低減、イベント・ドキュメントでオ
ンボーディング 

全プロジェクト ALv2統一、
特許許諾含む商用適合性、
CLA/NOTICEの整備 

ライセンス統一とインキュベ
ータでのライセンス検証によ
りコンプライアンスを制度化
した代表的モデルである。 

3 FIWARE 400都市以上に採用、ETSI 

NGSI-LD準拠・iHubs網で導
入支援、Powered by 

FIWARE認証 

ALv2/MIT/AGPLなど複数ラ
イセンスを用途に応じて採
用、法務ガイド整備 

産業横断での標準化と認
証制度でベンダー連携を
促進し、複数ライセンス運
用で相互運用性を重視し
た制度設計としている。 

4 Kubernetes 主要クラウドのマネージドサービ
ス118、認定資格
（CKA/CKAD）で本番利用
率 80%（2024年）、
CRD/Operator パターンによる
運用 

Apache 2.0＋EasyCLAで
貢献管理を制度化、
Security Response 

Committee による CVE

（Common 
Vulnerabilities and 
Exposures：共通脆弱性
識別子）フィード公開 

導入容易化・品質保証・
互換性担保を一体整備
し、ライセンスと権利処理
の自動化で企業採用を最
大化している。 

5 PyTorch 研究・産業で広範に採用、主
要クラウド最適化・TorchServe

等で本番導入容易、アンバサダ
ー制度 

BSD系で再配布に対して自
由度が高い、関連モジュール
で ALv2併用、EasyCLAで
権利処理明確化 

パーミッシブライセンスと自
動化された権利処理で企
業導入の法務負担を軽
減し、研究・産業双方での
採用を推進している。 

 
116 ソフトウェア利用の自由度が高いオープンソースライセンス。ソースコードの改変や商用利用、派生物の非公開化が可能 

117 改版後のソースコード公開が義務となっているソフトウェアライセンス 

118 クラウドベンダーや外部の IT業者がインフラやアプリケーションの運用、管理を代行するサービス 
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6 Tractus-X Catena-X リファレンス実装とし
て自動車業界で普及、
Umbrella Helm Chart・SDK/

コネクタ群で横展開 

コード Apache 2.0、ドキュメ
ント CC-BY-4.0、SPDX識
別子徹底、Eclipseの IP プ
ロセス 

標準化との整合性を重視
したコンプライアンスを確立
し、産業データスペースへの
導入を推進している。 

7 GDSO 主要タイヤメーカー参画の
TIS/TLDS等で採用牽引、
CESでの Connector発表、デ
ータスペース対応 

GDSO-EDC等は Apache 

2.0、ドキュメントは CC系併
用 

API公開による波及を推
進する一方、プロジェクト
間のライセンス一貫性強
化が今後の課題である。 

8 Linux サーバ・クラウド・組込みで世界
標準、各ディストリビューションと
Linux Foundation 認定・トレ
ーニングで導入支援 

GPL-2.0（syscall例外）、
SPDX識別子徹底、DCO

（Signed-off-by）方式で
軽量な権利証明を実現 

長年の運用実績でコンプラ
イアンス手順が成熟し、
OSS エコシステム基盤とし
て他プロジェクトの採用を
間接牽引している。 

9 Ruby Rails119を軸にWeb分野で採
用、RubyGems/Bundlerで配
布、認定試験・イベントで企業
採用を後押し 

Ruby License/BSD互換、
標準ライブラリは
Apache/BSD併用、
COPYINGの明示、CLA不
要で個人貢献者の参入障壁
を最小化 

コミュニティ慣行と明示的ラ
イセンスで遵守しやすい設
計とし、パッケージ管理で
導入障壁を低減している。 

10 Python PyPI120中心の巨大パッケージエ
コシステム、2024年 GitHub最
人気言語、PyCon等でオンボ
ーディング充実 

PSF License（GPL互
換）、CLA必須で権利処理
明確化 

企業・教育での再配布・
派生利用の法的障壁が
低く、エコシステムの正のフ
ィードバックループが採用を
加速させている。 

11 OpenJDK Java SE公式リファレンス実
装、各ベンダーディストリビューシ
ョンベンダー・LTSで導入容易、
大規模エコシステム 

GPLv2＋Classpath例外、
SPDX/OCA121で権利管理
（OCA署名は Oracle宛の
権利許諾）、OVG122が年
4回の脆弱性アドバイザリを
公開 

Classpath例外によるコピ
ーレフトを緩和するライセン
ス設計と後方互換性によ
り企業採用が進めやすく、
定期的脆弱性対応で運
用計画を支援している。 

 

(3) 資金調達・運営体制の安定性を含む運用体制 

今回調査した OSSでは、複数の資金源を確保し、法人格を有する財団が運営主体となり、長期ロードマップを

整備していることが共通する。資金モデルとしては会費・スポンサー、公的助成、義務拠出、企業による人材提供な

ど、複数の収入形態を持つ傾向がある。 

表 5-8の横断比較から、持続性の高い運用体制には、特定の個人・企業・資金源への依存を避ける設計が人

材・財務・組織・法務の各面で共通して確認できる。 

⚫ 人材面：Linux・Kubernetes・Apacheは複数メンテナー制や役割継承プロセスを備え、主要開発者の離

脱がプロジェクト停止に直結しない構造を持つ。一方、OpenJDKでは Oracleへの人材依存が残存してい

る。 

 
119 Rails（Ruby on Rails）は、Ruby で書かれた Web アプリケーションフレームワーク 

120 Python Package Indexは、Python の公式パッケージ公開・配布プラットフォーム 

121 Oracle Contributor Agreementは、OpenJDK コード提供時の著作権の扱いを明確化した契約（Agreement） 

122 OpenJDK Vulnerability Group は、OpenJDK の脆弱性対応を実施するセキュリティグループ 
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⚫ 財務面：Apache・Kubernetes・Python等は会費・イベント・教育事業を組み合わせた複線的な収入構造

を持つ。OpenJDKのように企業提供に依存する形態や、FIWAREのように財団化後も EU助成への依存

が続く事例では、資金源の分散が課題となる。 

⚫ 組織面：Apache・Python・Linux Foundationは非営利法人格と明文化された規約により、特定主体の

離脱に左右されない組織基盤を確立している。 

⚫ 法務・知財面：特許報復条項、コード還元義務、SPDX識別子によるライセンス明示、CVE管理体制

（Kubernetes、OpenJDK）など、法的リスクを制度として管理する仕組みが整備されている。501(c)(3)財

団（Apache・Python）は法的に財務情報の公開が義務付けられ、コミュニティ・スポンサー双方の信頼基盤

となっている。 
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表 5-8 運用体制の調査結果 

# 対象 OSS

名 

資金モデル 運営体制・透明性 特徴 

1 OBIE CMA9拠出が基盤、Future 

Entityは固定拠出＋従量課
金のハイブリッドへ移行予定 

JROCが設計、Data 

(Use and Access) 

Act 2025に基づく規
制指定後に安定化 

規制義務型の資金モデルからサー
ビス対価型への移行を模索してお
り、移行完了まで持続性は過渡
期にある。 

2 Apache 70のスポンサー企業・1,105名
の会員、FY2024の年間収入
約 238万ドル 

501(c)(3)財団として
議事録公開を徹底、
インキュベータ・セキュリ
ティに継続投資 

複線的な資金源と制度設計によ
り持続性が高く、財団型運営の代
表的モデルである 

3 FIWARE 会員会費・スポンサー・EU助
成の複線的資金 

Foundation e.V.で財
務透明化、i4Trust・
Growth Partnerで運
営多角化 

公的助成と会員制度の併用でイ
ベント運営とコミュニティ支援の継
続性を確保している 

4 Kubernetes CNCFの会費・KubeCon収
益・スポンサー 

TOC と SIGにより運
営分散、セキュリティ・
教育へ計画的投資 

財団型ガバナンスと巨大な参加者
規模で、資金基盤がスポンサー数
／収入内訳／年次リリース頻度
等の公開指標に照らし、長期運
営の見込みが高い 

5 PyTorch Linux Foundation傘下で会
費・スポンサー・イベント収益 

技術/ビジネスガバナン
ス分離で運営リスク低
減、2025年
Umbrella 

Foundation化 

アンブレラ財団（傘下財団）への
移行（例：vLLM・
DeepSpeed・Ray採用）により
会員組織 30社超で資金・人材
の流動性を強化している 

6 Tractus-X Eclipse Foundationの会費・
共同資金、Catena-

X/Manufacturing-X等からの
資金流入 

四半期リリースで計画
的運営、財団の枠組
みと標準準拠 

設立から日が浅く、活動量は発展
途上だが、財団型の枠組みと産業
連携で持続性の基盤を確保して
いる 

7 GDSO 年会費・共同資金
（AISBL）、公開情報は限定
的 

主要メーカーのコミット
メントが運営を支持 

設立から日が浅いため、評価が難
しいが、参加企業の継続コミットメ
ントが持続性の鍵であり、財務透
明性の向上が今後の課題である 

8 Linux Linux Foundation の会費・ス
ポンサー・イベント・教育収益 

900超のプロジェクトの
共通インフラ提供、継
続投資が可能 

コミュニティ駆動と財団支援のハイ
ブリッドで資金基盤が強固であり、
持続性が高い 

9 Ruby Rubyアソシエーションの協賛会
費・イベント・認定試験収益・寄
付 

公募型助成金で開発
を継続支援 

規模は中程度だが、日本発財団
の継続的活動と助成制度で安定
性を確保している 

10 Python PSF会費・PyCon US スポン
サー（年間$1.8M規模）・寄
付・助成（2024年：257件・
$655,000） 

501(c)(3)財団として
公開報告、世界最大
級のコミュニティ規模 

多様な資金源と高い透明性で長
期実績を裏付け、助成プログラム
でグローバルなコミュニティを支えて
いる 

11 OpenJDK 会費モデルなし、Oracle/Red 

Hat/IBM等の人材・インフラ提
供に依存 

GBが運営監督、半
年リリースで規律維持 

企業コミットで持続性は高いが、財
源の多様性が十分でなく、特定企
業への依存が相対的に大きい体
制となっている 
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5.3 考察 

  本節では、文献調査の結果を踏まえ、5.1.2で設定した 3つの調査観点に沿って、(1)ガバナンスの重要性の検

証、(2)OSS推進に向けた制度設計の検討、(3)持続性を考慮した運用体制の検証の考察を整理する。 

5.3.1 ガバナンスの重要性 

調査結果から、OSS運用管理におけるガバナンスの重要性について、以下の 3点が示唆される。 

1. OSS運用管理に係る中立性を確保するための仕組み、プロセスの導入が必要となる 

「公開プロセス（RFC系: KEP/PEP/JEP等）」と「意思決定の分散（SIG/PMC/Steering等）」は共通して

中立性を担保する仕組みとして整備されている。また、調査対象 11事例のうち 6事例（OBIE、Kubernetes、

PyTorch、FIWARE、Ruby、Linux）が、企業主導型・官主導型・コミュニティ駆動型から財団型ガバナンスへの

移行を経験している。5.2.2の移行分析が示すとおり、この移行は単なる組織形態の変更ではなく、意思決定権限

の分散、運営の透明化を行うことで中立性を確保し、ベンダーロックインを回避している。その結果、参加企業を増

やすことで資金源の多様化による財務基盤強化へと繋げている。 

2. 財団型ガバナンスへの移行の効果は出発点と技術の汎用性の双方によって左右される 

5.2.2及び 5.2.3(1)が示すとおり、財団型移行の効果は(a)出発点のガバナンスモデルと(b)技術の汎用性の 2

要因に左右されるという結果を得た。企業主導型からの移行（Kubernetes、PyTorch）では中立性の確保と共

に採用と貢献が拡大しやすいといえるが、OpenJDKのように単一企業の影響が残るケースでは効果が限定的とな

る。また、業界横断の汎用技術では財団型が受け皿として有効に機能する一方、特定領域に限定される OSS

（FIWARE）ではエコシステム全体への波及が限られる。財団型ガバナンスは中立性確保に有効であるが、運営

財団は、技術の汎用性や参加導線設計を考慮する必要がある。 

3. 制度上の枠組みによる OSS開発実装は市場形成の推進力となるが、自律的持続への移行が課題となる 

OBIEの CMA Order
123、Tractus-Xの Gaia-X準拠などは、制度的な要件により、短期間で利用ユーザーを

増やし、採用拡大を実現している（OBIE 1,300万ユーザー、Catena-X 186団体会員）。他方で、自立した開

発コミュニティとしては Kubernetes（88,000超の貢献者）が十分な貢献者を有し、盤石な体制で推進している。

ここからは制度的な要件で始まる垂直統合的な採用（銀行 API、自動車サプライチェーン）は短期間での市場形

成には有効である一方、水平拡大が可能となる汎用的な OSSでは OSS コミュニティが中立性を確保することで参

加企業の増加と市場拡大に寄与していることが分かる。OBIE Future Entity
124設計や FIWARE Foundationが

示すように、制度的な要件や官主導プロジェクトから始まる事例においても、自立した開発コミュニティへの段階的移

行と商業的価値創出による財務自立が課題となる。 

5.3.2 OSS推進に向けた制度設計 

調査結果から、OSS推進に向けた制度設計について、以下の 2点が示唆される。 

1. パーミッシブライセンスを採用する傾向が高いが、権利関係の明確化など仕組みの整備も必要となる 

Apache 2.0を採用する Kubernetes、PyTorch、Tractus-X、BSD互換ライセンスを採用する Ruby、

MIT/Apache 2.0を採用する OBIEなど、ソースコード公開義務がなく、商用利用に制約が少ないパーミッシブライ

センスを採用する傾向が観察された。一方、Linux、OpenJDKで採用しているコピーレフト系ライセンスでは、改変

コードの公開義務があり、ライセンスの継承が求められることから、フォーク時の品質とコードベースの統一性確保に一

定の効果があると言える。ライセンス選択は、OSSの採用促進と品質確保、リスク低減を両立させる仕組みとして

 
123 イギリスの競争市場庁（CMA）が銀行競争力確保のためにオープンバンキングを推進するための強制力のある枠組み 

124 OBIEの後継として設計されている恒久的な組織 



 

117 

 

機能していることが確認される。ただし、本調査は 11事例の定性分析であり、統計的な因果関係を示すものでは

ない。 

なお、ライセンス選択に加え、CLA/DCOの設計も開発活動への貢献参加の健全性を担保する要素として作用

している。同じ Apache 2.0を採用する OSSであっても、EasyCLA（Kubernetes、PyTorch）のように電子署

名・企業包括署名に対応した方式は組織的な貢献参加を促進しやすく、OCA（OpenJDK）のように特定企業

宛の個別署名を要する方式は手続面での参加障壁が相対的に高い。 

2. 認証・適合性制度は採用拡大と品質保証を同時に促進する仕組みとして機能している 

Kubernetes認定プログラム（CKA
125

/CKAD
126

/CKS）とクラウドプロバイダー認定（EKS/GKE/AKS）
127）に見られるような、サービス構築・運用のための管理者向け、アプリケーション開発者向け、セキュリティ向け等の

認証プログラムを準備することで、技術者の育成と共に、構築されるサービスの品質維持に寄与している。また、

OBIE適合性試験や Directory登録制度のような OSS運用母体が定める適合性試験により、API やサービスが

定めた仕様に正しく準拠しているかを第三者的に検証でき、互換性の担保やサービス自身の品質確保に寄与する

ことができる。 このような認証プログラムや適合性試験は OSSを活用する人材の育成や製品品質向上を支援する

制度として有効である。 

5.3.3 持続性を考慮した運用体制 

調査結果から、持続性を考慮した運用体制について、以下の 2点が示唆される。 

1. 人材・財務・組織・法務の各面で特定企業・参加者への依存を排除する設計である 

5.2.3(3)の横断比較において、活動年数が長くコミュニティ規模・財務基盤ともに大きい Linux、Kubernetes、

Apache、Pythonは、人材面（複数メンテナー制）、財務面（多様な資金源）、組織面（財団型法人格・明

文規約）、法務面（特許条項・ライセンス明確化）のいずれでも特定企業や参加者に依存しない構造を備えて

いる。一方、活動年数では同等以上の OpenJDKにおいては、主要企業への人材・財務面の依存が残存してお

り、活動の継続年数だけでは持続性の要件を満たすとは限らないことを示している。 

2. 財務モデルは複線的な収入構造を持つ事例が安定する傾向がある 

Linux Foundation（階層型会費＋トレーニング収益）、CNCF（スポンサー会費＋KubeCon収益＋認証

試験収益）のように、複数の収益源を組み合わせたモデルがある。FIWARE、Tractus-Xのように助成金を使うモ

デルは初期段階の資金確保には有効であるが、5.2.2の移行分析が示すとおり、助成終了後の持続には会費型へ

の移行や有償サービスの開発が課題となる。OBIEの事例における CMA Orderのような法的強制力も安定性は

あるものの、義務終了後は受益者負担原則への転換が必要となっている。 

 

  

 
125 Kubernetes クラスタの 構築・運用・トラブルシューティング能力を証明する国際資格 

126 Kubernetes 上でアプリケーションを設計・デプロイ・管理するスキル資格 

127 Kubernetes セキュリティの実技資格 
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6 データ連携エコシステムの促進に向けて 

本章では、1章で仮説として設定した 4つの要素（エコシステム戦略、ガバナンス、技術・運用、トラスト）及びラ

イフステージ（誕生、成長、拡張）を分析軸とし、国内のデータ連携エコシステムに関する４つのドメイン（スマート

農業、自動車・蓄電池、含有化学物質、プラスチック）に対する調査、及びトラストや識別子、OSSに関する深掘

り調査の結果を総括し、産業データ連携エコシステムの促進に向けての示唆を整理する。 

 

第 1章 産業データ連携推進のためのエコシステム事例調査の概要 

第 1章では、産業データ連携エコシステムを取り巻く国内外の背景を整理するとともに、その社会的意義・構成

要素、及び本調査の目的や調査観点に関する整理を行った。  

プラットフォーマーの台頭やデータ法制を踏まえ、データ主権への意識が高まる中、欧州では、データ主権の確保と

健全なデータ連携に向けて、データ関連の制度整備や分散型データ連携基盤の構築などの施策を推進している。

我が国においても、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」において、データを社会全体で共有しうる資源と位置

づけるなど、産業横断のデータ連携の促進が政策的な優先課題となっている。 

本調査では、「社会全体でのデータ連携の促進に向けて、信頼性・安全性を確保しつつ、データ連携エコシステム

の社会実装を加速すること」を目的として、エコシステムの在り方・方向性を定める「エコシステム戦略」、参加者間の

期待値を揃えリスクに対処するための「ガバナンス」、ステークホルダー間の活動の信頼基盤となる「トラスト」、円滑な

データ連携を支える「技術・運用」 といった観点について調査・分析を実施した。これらをエコシステム誕生・成長・拡

張といったライフステージの観点も加えながら整理し、今後の産業データ連携エコシステムの構想策定や実装に資す

る考察を提示する。以下に各章における調査と考察をまとめる。 

第 2章 データ連携エコシステムに関する調査 

第 2章では、国内産業におけるデータ連携の現状と課題を把握した上で、具体的な事例から制度・技術の実態

を整理して、信頼性・安全性確保のための方策や課題を明らかにし、将来的なエコシステム構築に資する知見を得

ることを目的に調査を実施した。国内では農業（WAGRI）、自動車・蓄電池（ABtCトレーサビリティシステ

ム）、含有化学物質（CMP）、プラスチック（PLA-NETJ）などの事例が進展しており、これら複数の産業分野

におけるデータ連携エコシステムを対象に調査及び分析を行った。  

データ連携エコシステムの成功には、単に個社間でデータ連携が行われるだけでは不十分であり、共同体が形成

され機能することが必要である。個社間では難しい大規模なデータ連携の実現や、統一的なプラットフォームやデー

タモデルによる効率化など、参加者が増えることにより、エコシステム形成で得られる価値は大きくなる。また、企業の

参加を促すためには、安心してデータ連携を行える環境を整備する必要がある。 

エコシステム戦略の観点では、「参加者を増やす」ためのポイントとして、データ提供者・データ利用者が参加の価

値を感じられるモチベーション設計、ステークホルダーに配慮した参加コストの設計、参加者を増やすためのデータ連

携エコシステムの拡張などの重要性が明らかになった。データ連携のユースケースにおいて必要なデータ提供者・デー

タ利用者に参加してもらうために、参加する価値を明らかにするとともに、参加しやすいコストになるように費用負担の

設計を行うことが考えられる。また、データ種別の拡張や他のエコシステムとの連携はデータ連携エコシステムの価値

や魅力を高めるため、ロードマップを整備することが重要である。  

ガバナンスの観点では「参加者が安心してデータ連携できる」ために、透明性の高い制度設計や中立性を持った

プラットフォーム運営などの重要性が示唆された。また、ルール・契約においては、エコシステムに参加するステークホル

ダー（データ提供者、データ利用者、連携基盤運営主体など）の権利・義務・責任を明確化した規約を策定し公

開することが不可欠であり、特にデータ提供者が安心してデータを提供できるだけの権利保護を実施していく必要が

ある。 
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第 3章 データ連携に関わるトラストに関する調査 

第 3章では、データ連携エコシステムにおけるトラスト確立に向けた調査として、国内におけるデータ連携における

トラストの仕組み・ツールについて整理するとともに、現状のデータ連携エコシステムにおいてどのような対応がなされて

いるのかを調査・整理した上で、事例を踏まえたデータ連携におけるトラストの在り方及び今後の方向性を整理し

た。 

まず背景として、データ連携においては、オンライン上で多数の事業者同士がデータの提供・受領を行うところ、扱

うデータは機密性が求められる場合があることから、トラストの確保がデータ連携エコシステムの普及拡大に必要であ

る。ここで確保すべきトラスト観点の類型としては、(１) 事業者（主体）の真正性・実在性、(２) データの真正

性・完全性・品質、(３)データ連携基盤自体のトラストワージネス、という 3つがある。 

これらの観点にしたがって、現在国内で整備されている既存のトラストに関する仕組み・ツール（G ビズ ID、商業

登記電子証明書、電子署名、eシール、タイムスタンプ等）を整理した。加えて、国内の４つのデータ連携エコシス

テムの事例において、トラストに関する仕組み・ツールの活用状況をヒアリングやデスクトップ調査に基づいて整理し

た。 

調査の結果、それら国内事例に共通して、コンソーシアム規約・会員管理・運営主体による審査等の組み合わ

せによって参加者の合意の中でトラストを形成する「コミュニティ型トラスト」と呼ぶべきトラストのアプローチが取られて

いることが分かった。これは既存の商流・業界のガバナンスに沿った実装として有効である一方、エコシステム内部で

完結する設計であるため、他のデータ連携エコシステムや海外との接続が求められる場合では、信頼性の根拠を対

外的に説明可能とする必要がある点に留意すべきである。 

欧州のデータスペース（GAIA-X・Catena-X）では、VC/VP・機械可読な利用条件記述等により信頼の根拠

を可搬で機械検証可能な証拠として整備する「汎用型トラスト」が追求されている。 

そこで、我が国のデータ連携エコシステムのトラストに関しては、国内におけるデータ連携のトラスト確保に活用可

能な仕組み・ツールを体系化し、トラストを確保しやすい環境を更に整えるとともに、今後のエコシステムの拡張や海

外との連携を見据え、「汎用型トラスト」の段階的な取り入れや、海外との技術面やルール面の相互認証等につい

ても必要に応じて検討していくことが重要である。 

第 4章 モノの識別子に関する調査 

第 4章では、企業や国境をまたぐデータ連携で「同じモノ」を確実に突き合わせるための識別子（Identifier）設

計の基準を明らかにすることを目的とした。分析軸は一意性・相互運用性・導入容易性・拡張性の 4点である。国

内のスマート農業（WAGRI）と製造業（ABtC）、海外の AgGateway及び DPP for Batteryを対象に、公開

仕様や制度文書を収集し分析した。併せて、識別子の粒度（製品・部品・ロット等）や発行主体、運用方法

（発番等）も整理し、国内基盤を保ちつつ国際要件へ接続できるかを検証した。 

国内外の事例調査により、WAGRI 及び ABtC は当該プラットフォーム内部で一意性が担保される内部識別子

を採用し、AgGateway 及び DPP for Battery は GS1 識別子（GTIN・GLN・SSCC 等）を前提としたグロー

バルな一意性の運用を行う設計であることを確認した｡  

また、これらの事実から、内部識別子とグローバル識別子の適切な併記運用により、既存業務の継続性を確保

しつつ国際規格・規制との整合を図ることが望ましいと考えられ、相互運用性の確保においては、イベントの共通表

現・意味の共通理解・識別子の設計のみならず、証憑・版・履歴等の管理の仕組みも整備する必要がある。  
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第 5章 モジュール/OSSの運用管理に関する調査 

第 5章では、モジュール/OSSについて、個別技術の優劣ではなく、長期にわたり社会実装を成立させるための

OSS観点で見た「運用管理の仕組み」を検討対象とした。すなわち、OSSを継続的に利用・改善する上で不可

避となる意思決定、権利・責任、資源配分、運用手順を公共性・中立性・持続性の観点から整理し、産業データ

連携エコシステムで OSSを採用・導入する際の留意点を明確化した。  

OSSの運用管理においてガバナンスの観点では、どのガバナンスモデルでも中立性を確保する仕組みとして、公

開プロセスの採用と意思決定の分散機能を有することが共通点として確認できた。また、財団型ガバナンスへの移行

は、その特徴を活かし、客観性や公平性を向上させ、多様なステークホルダーの信頼を得る手段となる。財団型ガバ

ナンスは中立性確保に有効であるが、運営財団は、技術の汎用性や参加導線設計を考慮する必要がある。  

また、制度設計においては標準化・教育・イベント・認定制度といった採用促進のプログラムを有し、ライセンス管

理・IP権利処理・セキュリティ開示といった法的基盤を一体的に整備していることが確認された。  

運用体制としては複数の資金源を確保し、財団型法人格を持ち、長期ロードマップを整備していることが共通す

る。持続性の高い OSSは、人材・財務・組織・法務の各面で特定主体への依存を排除する設計を備えている。  

これらの観点を踏まえた上で OSSの採用、検討を進めることが必要である。 

 

データ連携エコシステムを立ち上げていくうえでの示唆 

以上、本調査では、データ連携に求められる要素として「エコシステム戦略」、「ガバナンス」、「トラスト」、「技術・

運用」の 4つを挙げて調査を実施した。既存事例の調査や分析を通じて、各要素のいずれもが重要であることが確

認された。データ連携エコシステムを立ち上げていくうえでの示唆としては以下のようなポイントが得られた。 

1. データ連携エコシステムの提供価値の明確化 

データ連携エコシステムを価値共創の仕組みとするためには、データ提供者・データ利用者が自発的に参加し、デ

ータ連携を行うことでエコシステムの価値が高まり、参加者が増えていくような好循環が求められる。現在、規制対応

や既存事業の高度化など、データ連携の社会的要請が高まっているが、データ提供者・データ利用者のモチベーショ

ンはそれぞれ異なりうる。また、参加コストが過大であれば特にサプライチェーン上流に多く存在する中小企業の参加

が進まず、必要なデータが集まらないという構造的な問題が生じる。さらに、データ種別の拡大や他のエコシステムとの

連携を見据えたロードマップを誕生期から整備しておくことで、エコシステムへの投資対効果を高め、将来の拡張に伴

うコストを抑制できる。規制を入口としながら、その先に参加者が自発的に関与し続ける価値の循環を描くことが、持

続的なエコシステムの条件となる。データ連携エコシステムとしてそれぞれの参加者にどのような価値を提供するかを明

らかにすることによって、費用負担や普及促進施策などのエコシステム戦略の方向性も定まるため、誕生段階の検討

の柱として意識する必要がある。 

2. 中立性とオープン性の確保 

産業データ連携には、データ提供者・データ利用者という立場、規模や業界など、様々に属性の異なる企業が参

加する。また、競争力に関わるデータを扱う場合は、データ提供者は特に慎重にならざるを得ない。エコシステムにお

いて特定の属性の企業の影響力が強く恣意的に運営される場合、参加者の信頼を損ない、エコシステム全体の存

続に影響を及ぼす。中立性の確保によって、全ての参加者を尊重するとともに、意思決定や規約をオープンにするこ

とで、潜在的な参加者の懸念を払しょくすることが重要である。これは、企業にデータ連携を促す上での前提となるた

め、誕生段階から設計すべきである。トラストの確保もこの中立性・オープン性と密接に関わる。データ連携におけ

る、主体の真正性・実在性、データの真正性・完全性・品質のような観点について、必要に応じてトラストに関するツ

ール・仕組みも用いて、トラストを確保していくことが必要である。ただし、現状の日本のデータ連携エコシステムでは、

データ連携基盤の運営主体が、参加者の実在性やデータの信頼性について保証する、参加者の合意による「コミュ

ニティ型トラスト」でのトラスト確保が行われている。このアプローチは、業務慣行に適合でき、特定の関係者間でのデ

ータ連携では有効である。一方で、データ連携エコシステムごとに個別最適でトラスト確保の仕組みを構築すると、プ
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ラットフォーム間の相互運用性が損なわれるだけでなく、重複投資や過剰なリスク緩和策によるコスト増を招く恐れが

ある。G ビズ ID、電子署名、eシールといった既に行政や民間において汎用的に提供・使用されているツール・仕組

みを活用することが、コストを抑えながら中立性の高いトラスト基盤を整備する現実的なアプローチとなる。 

3. 成長段階・拡張段階を見据えた技術検討 

データ連携エコシステムの共同体としての価値の 1つは、大規模に効率的なデータ連携を実現することである。特

に、データ連携エコシステムの拡張を考えると、識別子の標準化やトラストの在り方などの検討は単独のエコシステム

にとどまるものではなく、異なる属性の参加者や、異なるエコシステムとの間での相互運用性も将来的な課題となりう

る。横断的に必要となる技術要素については OSS とすることで幅広いエコシステムで使用し持続性を高めるなど、

必ずしも全てを単独のエコシステムで賄う必要はない。将来的に成長・拡張することを前提とした上で、立ち上げるエ

コシステムにおいて各段階で必要となる技術要素をあらかじめ検討しておくことが重要となる。トラストについても同様

の視点が求められる。国内事例における「コミュニティ型トラスト」はエコシステム内部では有効に機能する一方、他の

エコシステムや海外のデータ空間との接続が求められる段階では、信頼の根拠を外部へ持ち出し機械的に検証可

能な形で提示することが必要となる。その際、「汎用型トラスト」、すなわち信頼の根拠を、中立的なサービス提供者

による可搬で機械検証可能な証拠として整備する設計は、こうした拡張段階における相互運用可能なトラストの参

照先として重要である。今後国内のデータ連携においてトラストを確保できる汎用的な仕組み・ツールを体系化する

とともに、国際的なデータ連携のケースも念頭においたトラストの仕組み・ツールの在り方について検討を進めること

で、拡張性のあるトラストの対応が取れるようにすることが重要である。 

 

産業データ連携を国内の競争力強化や価値共創につなげるためには、単独のデータ連携エコシステムが立ち上が

るだけでなく、様々な業種・業界にデータ連携が広がっていく必要がある。今回の調査で得られた知見はデータ連携

エコシステムの立ち上げにおける重要な観点及び課題に関するものである。新たな事例も加えつつ継続的に調査

し、成長段階や拡張段階の課題も分析することによって、産業データ連携の社会実装を幅広く促進していくことが重

要である。本調査で用いた分析枠組みは、産業分野にとどまらず、医療・教育・防災といった準公共領域におけるデ

ータ連携エコシステムの分析・設計にも適用可能であると考えられる。引き続き、こうした枠組みを活用した調査・検

討が求められる。 
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 経済産業省  「リアルデータの共有・利活用：データ連携のためのモデル規約」 

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/connected_industries/sharing_and_utilization.html） 

 経済産業省/IPA DADC  「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン β版（蓄電池 CFP・DD関係）」 

 一般社団法人 自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センター  「データ連携基盤規約」 

 経済産業省  「データ連携基盤規約 Ver.1.0」 

 独立行政法人 情報処理推進機構  「データ連携の仕組みに関するガイドラインの手引き サプライチェーン共通編」 

 CMP コンソーシアム  「CMP コンソーシアム規約」 （https://cmp-consortium.com/consortium/term） 

 CMP コンソーシアム  「CMP説明資料」 （https://cmp-consortium.com/cmp） 

 World Wide Web Consortium (W3C)  「Open Digital Rights Language (ODRL) Information Model 2.2」 

（https://www.w3.org/TR/odrl-model/） 
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4. モノの識別子に関する調査  

 ISO/IEC 24760-1:2025 Information security, cybersecurity and privacy protection — A framework for identity management — 

Part 1: Core concepts and terminology 

 GS1 Japan 「標準化活動」 （https://www.gs1jp.org/standard/） 

 ISO/IEC 15459-1:2014 Information technology — Automatic identification and data capture techniques — Unique identification 

— Part 1: Individual transport units 

 GS1 「GS1 General Specifications（GS1総合仕様書）」 

（https://www.gs1.org/standards/barcodes-epcrfid-id-keys/gs1-general-specifications） 

 GS1 Canada 「GS1 & ISO Partnering for Standards」 （https://gs1ca.org/documents/standards/GS1-and-ISO-06BD.pdf） 

 ISO/IEC 15459-3:2014 Information technology — Automatic identification and data capture techniques — Unique identification 

— Part 3: Common rules 

 FORCE11 「The FAIR Data Principles」 （https://force11.org/info/the-fair-data-principles/） 

 IETF RFC 9562 Universally Unique IDentifiers (UUIDs) 

 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農機 API」 

（https://wagri.naro.go.jp/api_category/farmmachine/?ref1=cat&ref2=52） 

 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農機 OpenAPI仕様書 農機 OpenAPI（ほ場農業機械編）（2.0.0）」 

（https://www.naro.go.jp/org/iam/cluster/aboutus/API/yaml/WG1_Nouki_Api_Ver.2.0.0.html） 

国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「農薬情報取得 API：

GetByAgriculturalChemicalRegisterNo/{AgriculturalChemicalRegisterNo}」 

（https://wagri.naro.go.jp/wagri_api/getbyagriculturalchemicalregisterno/?ref1=cat&ref2=105&ref3=164&ref4=20614） 

 独立行政法人 農林水産消費安全技術センター（FAMIC） 「農薬登録番号ダウンロード」 

（https://www.acis.famic.go.jp/ddownload/） 

 国立研究開発法人 農業・食品産業技術総合研究機構 「登録肥料データ取得 API：Get/{FertilizerId}」 

（https://wagri.naro.go.jp/wagri_api/fertilizers-get-fertilizerid/?ref1=&ref2=105&ref3=166&ref4=16691） 

 農林水産省 「登録肥料 API 利用マニュアル」 

（https://wagri.naro.go.jp/wp-content/uploads/2022/10/登録肥料 API利用マニュアル.pdf） 

 AgGateway 「AGIIS Overview」 （https://aggateway.org/GetConnected/AGIIS%28Identifiers%29.aspx） 

 AgGateway 「ADAPT Standard」 （https://adaptstandard.org/docs/） 

 ISO 11783-5:2019 Tractors and machinery for agriculture and forestry — Serial control and communications data network — 

Part 5: Network management 

 農林水産省 「商品コード標準化・ソースマーキング技術による農水産物・食品流通の高度化」 

（https://www8.cao.go.jp/cstp/bridge/keikaku/r5-21_bridge_r7.pdf） 

 経済産業省/IPA DADC 「サプライチェーン上のデータ連携の仕組みに関するガイドライン β版（蓄電池 CFP・DD関係）」 

 EUR-Lex 「Regulation - 2023/1542 - EN - Batteries Regulation」 

 Battery Pass 「Battery Passport Content Guidance」 

（https://thebatterypass.eu/assets/images/content-guidance/pdf/2023_Battery_Passport_Content_Guidance.pdf） 

 経済産業省 「一般社団法人自動車・蓄電池トレーサビリティ推進センターを「公益デジタルプラットフォーム運営事業者」として初めて認定しまし

た」 （https://www.meti.go.jp/press/2024/09/20240902002/20240902002.html） 

 経済産業省 「自動車・蓄電池分野における今後のユースケースを想定したトラスト検討」 

（https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos/ouranos_trust/250131/siryo3.pdf） 

 

5. モジュール/OSSの運用管理に関する調査 

 独立行政法人 情報処理推進機構 「1. はじめに—なぜ今オープンソース戦略が必要か｜社会・産業のデジタル変革」 

（https://www.ipa.go.jp/digital/kaihatsu/oss/about/report2024/introduction.html） 

 Apache Software Foundation（ASF） 「A Primer on ASF Governance」 （https://apache.org/foundation/governance/） 

 Apache Software Foundation（ASF） 「How the ASF Works」 （https://www.apache.org/foundation/how-it-works.html） 

 Apache Software Foundation（ASF） 「ASF Sponsorship」 （https://www.apache.org/foundation/sponsorship.html） 

 Apache Software Foundation（ASF） 「Licenses」 （https://apache.org/licenses/） 

https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/digital_architecture/ouranos/ouranos_trust/250131/siryo3.pdf
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 Apache Software Foundation（ASF） 「ASF History」 （https://www.apache.org/history/） 

 GlobeNewswire 「Apache Software Foundation Initiatives to Fuel the Next 25 Years of Open Source Innovation 」 

（https://www.globenewswire.com/news-release/2024/09/18/2948445/17401/en/Apache-Software-Foundation-Initiatives-to-

Fuel-the-Next-25-Years-of-Open-Source-Innovation.html） 

 Linux Foundation 「Linux Foundation」 （https://www.linuxfoundation.org/） 

 Linux Foundation 「2024 Open Source Software Funding Report」 （https://www.linuxfoundation.org/research/open-source-

funding-2024） 

 Linux Foundation 「How Does the Linux Foundation Work and What Does it Do?」 

（https://www.linuxfoundation.org/blog/how-does-the-linux-foundation-work-and-what-does-it-do） 

 Linux Foundation 「About the Linux Foundation」 （https://www.linuxfoundation.org/about） 

 Linux Foundation 「The Linux Foundation: It’s not just the Linux operating system」 

（https://www.linuxfoundation.org/blog/blog/the-linux-foundation-its-not-just-the-linux-operating-system） 

 The Linux Kernel 「Working with the kernel development community」 （https://www.kernel.org/doc/html/latest/process/） 

 The Linux Kernel 「Linux kernel licensing rules」 （https://www.kernel.org/doc/html/latest/process/license-rules.html） 

 The Linux Kernel 「Contributor Covenant Code of Conduct」 

（https://docs.kernel.org/process/code-of-conduct.html） 

 The Linux Kernel 「Linux Kernel Contributor Covenant Code of Conduct Interpretation」 

（https://docs.kernel.org/process/code-of-conduct-interpretation.html） 

 The Linux Kernel 「Contributor Covenant Code of Conduct」 

（https://www.kernel.org/doc/html/v6.1/process/code-of-conduct.html） 

 OpenJDK 「OpenJDK Bylaws」 （https://openjdk.org/bylaws） 

 OpenJDK 「OpenJDK Governing Board」 （https://openjdk.org/groups/gb/） 

 OpenJDK 「OpenJDK GPLv2 + Classpath Exception」 （https://openjdk.org/legal/gplv2+ce.html） 

 OpenJDK 「The OpenJDK Developers’ Guide」 （https://openjdk.org/guide/） 

 OpenJDK 「Supported Build Platforms - Build - OpenJDK Wiki」 

（https://wiki.openjdk.org/spaces/Build/pages/21135482/Supported+Build+Platforms） 

 OpenJDK 「JDK」 （https://openjdk.org/projects/jdk/） 

 OpenJDK 「OpenJDK」 （https://openjdk.org/index.html） 

 OpenJDK 「Adoption」 （https://openjdk.org/groups/adoption/） 

 Kubernetes 「Overview」 （https://kubernetes.io/docs/concepts/overview/） 

 Kubernetes 「Contribute to Kubernetes」 （https://kubernetes.io/docs/contribute/） 

 Kubernetes Discussions 「CNCF Kubernetes Project Journey Report」 

（https://discuss.kubernetes.io/t/cncf-kubernetes-project-journey-report/7705） 

 Cloud Native Computing Foundation（CNCF） 「Membership Hub」 （https://www.cncf.io/membership-hub/） 

 Cloud Native Computing Foundation（CNCF） 「Cloud Native Computing Foundation」 （https://www.cncf.io/） 

 Cloud Native Computing Foundation（CNCF） 「Kubernetes」 （https://www.cncf.io/projects/kubernetes/） 

 PyTorch Foundation 「PyTorch Governance」 （https://docs.pytorch.org/docs/stable/community/governance.html） 

 PyTorch Foundation 「PyTorch Foundation」 （https://pytorch.org/foundation/） 

 PyTorch Foundation 「PyTorch Foundation Expands to an Umbrella Foundation to Accelerate AI Innovation」 

（https://pytorch.org/blog/pt-foundation-expands/） 

 PyTorch Foundation 「PyTorch Grows as the Dominant Open Source Framework for AI and ML: 2024 Year in Review」 

（https://pytorch.org/blog/2024-year-in-review/） 

 PyTorch Foundation 「TorchServe — PyTorch/Serve master documentation」 （https://docs.pytorch.org/serve/） 

 Python Software Foundation（PSF） 「About the Python Software Foundation」 （https://www.python.org/psf/about/） 

 Python Software Foundation（PSF） 「History and License」 （https://docs.python.org/3/license.html） 

 Python Software Foundation（PSF） 「Python Developer’s Guide」 （https://devguide.python.org/） 

 Python Software Foundation（PSF） 「Our Success Stories」 （https://www.python.org/success-stories/） 

https://docs.pytorch.org/serve
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 Python Software Foundation（PSF） 「Python on Arm: 2025 Update｜Our Success Stories」 

（https://www.python.org/success-stories/python-on-arm-2025-update/） 

 Python Software Foundation（PSF） 「Python Core Mentorship」 （https://www.python.org/dev/core-mentorship/） 

 Python Enhancement Proposals（PEP） 「PEP 744 – JIT Compilation」 （https://peps.python.org/pep-0744/） 

 Python Enhancement Proposals（PEP） 「PEP 8001 – Python Governance Voting Process」 

（https://peps.python.org/pep-8001/） 

 Python Enhancement Proposals（PEP） 「PEP 13 – Python Language Governance」 （https://peps.python.org/pep-0013/） 

 Python Enhancement Proposals（PEP） 「PEP 8016 – The Steering Council Model」 （https://peps.python.org/pep-8016/） 

 AWS 「Resources for using PyTorch with Amazon SageMaker AI - Amazon SageMaker AI」 

（https://docs.aws.amazon.com/sagemaker/latest/dg/pytorch.html） 

 Microsoft Learn 「Train deep learning PyTorch models (SDK v2) - Azure Machine Learning」 

（https://learn.microsoft.com/en-us/azure/machine-learning/how-to-train-pytorch?view=azureml-api-2） 

 FIWARE Foundation 「FIWARE - Open APIs for Open Minds」 （https://www.fiware.org/） 

 FIWARE Foundation 「FIWARE – Governance」 （https://www.fiware.org/governance/） 

 FIWARE Foundation 「Bylaws – FIWARE」 （https://www.fiware.org/foundation/bylaws/） 

 FIWARE Foundation 「Membership Application – FIWARE」 

（https://www.fiware.org/about-us/join-us/membership-application/） 

 FIWARE Foundation 「FIWARE – Open Calls」 （https://www.fiware.org/open-calls/） 

 FIWARE Foundation 「FIWARE – Members」 （https://www.fiware.org/community/members/） 

 FIWARE Foundation 「About FIWARE – FIWARE」 （https://www.fiware.org/about-us/） 

 FIWARE Foundation 「Powered by FIWARE – FIWARE」 （https://www.fiware.org/marketplace/powered-by-fiware/） 

 FIWARE Foundation 「Technical Steering Committee – FIWARE」 （https://www.fiware.org/governance/tsc/） 

 European Commission 「Digital Building Blocks for Europe」 

（https://ec.europa.eu/digital-building-blocks/sites/spaces/DIGITAL/overview） 

 Catena-X 「Home - Catena-X」 （https://catena-x.net/） 

 Eclipse Foundation 「Eclipse Foundation Membership｜Join Our Open Source Community」 

（https://www.eclipse.org/membership/） 

 Eclipse Foundation 「Eclipse Tractus-X Community Days｜Eclipse News, Eclipse in the News, Eclipse Announcement」 

（https://newsroom.eclipse.org/events/eclipse-tractus-x-community-days-0） 

 Eclipse Foundation 「Eclipse Tractus-X 25.12｜projects.eclipse.org」 

（https://projects.eclipse.org/projects/automotive.tractusx/releases/25.12） 

 Eclipse Tractus-X（GitHub Pages） 「Join us in May 2025 for the Fourth Eclipse Tractus-X Community Days!」 

（https://eclipse-tractusx.github.io/blog/community-days-05-2025/） 

 Eclipse Tractus-X（GitHub Pages） 「KITs｜Eclipse Tractus-X」 （https://eclipse-tractusx.github.io/Kits/） 

 Bundesministerium für Wirtschaft und Energie 「Bundesministerium für Wirtschaft und Energie｜BMWE」 

（https://www.bundeswirtschaftsministerium.de/Navigation/DE/Home/home.html） 

 Cofinity-X 「Cofinity-X news」 （https://www.cofinity-x.com/news） 

 Global Data Spaces Organisation（GDSO） 「About Us」 （https://gdso.org/About-us/About-us） 

 Global Data Spaces Organisation（GDSO） 「Board of Directors」 （https://gdso.org/About-us/Board-of-Directors） 

 Global Data Spaces Organisation（GDSO） 「Membership Applications」 （https://gdso.org/News/Membership-Applications） 

 Global Data Spaces Organisation（GDSO） 「GDSO at CES25」 （https://gdso.org/News/GDSO-at-CES25） 

 Global Data Spaces Organisation（GDSO） 「GDSO registered as Liaison Organisation with CEN-CENELEC JTC 24 on 

Digital Product Passport 」 （https://gdso.org/News/GDSO-registered-as-Liaison-Organisation-with-CEN-C） 

 Global Data Spaces Organisation（GDSO） 「Technical documentation」 

（https://gdso.org/Members-description/Technical-documentation） 

 Open Banking Limited 「About Open Banking Limited」 （https://www.openbanking.org.uk/about-us/） 

 Open Banking Limited 「OBL publishes Open Banking Standard v4.0 to assure future ecosystem growth」 

（https://www.openbanking.org.uk/news/obl-publishes-open-banking-standard-v4-0-to-assure-future-ecosystem-growth/） 
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 Open Banking（UK） 「Specifications - Open Banking Standards」 （https://standards.openbanking.org.uk/specifications/） 

 Open Banking（UK）Directory 「What is the difference between the OBIE Security Profile and FAPI?」 

（https://directory.openbanking.org.uk/obieservicedesk/s/article/What-is-the-difference-between-the-OBIE-Security-Profile-

and-FAPI） 

 英国政府（GOV.UK） 「Updated governance arrangements for Open Banking」 

（https://www.gov.uk/government/publications/updated-governance-arrangements-for-open-banking） 

 英国政府（GOV.UK） 「Proposals for the design of the Future Entity for UK open banking」 

（https://www.gov.uk/government/publications/proposals-for-the-design-of-the-future-entity-for-uk-open-banking） 

 英国政府（GOV.UK） 「Update on Open Banking」 

（https://www.gov.uk/government/publications/update-governance-of-open-banking/update-on-open-banking） 

 Companies House（UK） 「OPEN BANKING LIMITED overview - Find and update company information - GOV.UK」 

（https://find-and-update.company-information.service.gov.uk/company/10440081） 

 Financial Conduct Authority（FCA, UK） 「FS25/4: Design of the Future Entity for UK open banking｜FCA」 

（https://www.fca.org.uk/publications/feedback-statements/fs25-4-design-future-entity-open-banking） 

 Ozone API 「The Essential guide to Open Banking Read-Write API Profile - v4.0」 

（https://ozoneapi.com/wp-content/uploads/2024/08/The-Essential-guide-to-Open-Banking-Read-Write-API-Profile-v4.0.pdf） 

 Rubyアソシエーション 「Ruby Association」 （https://www.ruby.or.jp/ja/about/） 

 Rubyアソシエーション 「Ruby 開発及びコミュニティー支援」 （https://www.ruby.or.jp/ja/about/activities/grants_and_fundings/） 

 Rubyアソシエーション 「協賛募集」 （https://www.ruby.or.jp/ja/sponsors/call_for_sponsors） 

 Rubyアソシエーション 「協賛会員一覧」 （https://www.ruby.or.jp/ja/sponsors/） 

 Rubyアソシエーション 「個人寄付」 （https://www.ruby.or.jp/ja/sponsors/donation/） 

 Rubyアソシエーション 「Ruby技術者認定試験」 （https://www.ruby.or.jp/ja/certification/examination/） 

 Rubyアソシエーション 「Rubyアソシエーション：コミュニティ」 （https://www.ruby.or.jp/ja/tech/development/ruby/080_community） 

 Rubyアソシエーション 「RubyWeek」 （https://rubyweek.ruby.or.jp/） 

 Ruby（公式） 「contributing - Documentation for Ruby 3.3」 （https://docs.ruby-lang.org/en/3.3/contributing_md.html） 

 Ruby（公式） 「About Ruby」 （https://www.ruby-lang.org/en/about/） 

 Ruby（公式） 「Ruby Releases」 （https://www.ruby-lang.org/en/downloads/releases/） 

 VersionLog 「Ruby Latest Version - Release History, LTS & EOL」 （https://versionlog.com/ruby/） 

 Ruby（公式） 「The Transition of RubyGems Repository Ownership」 

（https://www.ruby-lang.org/en/news/2025/10/17/rubygems-repository-transition/） 

 GitHub 「Contributors to kubernetes/kubernetes」 （https://github.com/kubernetes/kubernetes/graphs/contributors） 

 GitHub 「Contributors to pytorch/pytorch」 （https://github.com/pytorch/pytorch/graphs/contributors） 

 GitHub 「Open Banking - GitHub」 （https://github.com/OpenBankingUK） 

 GitHub 「OpenBankingUK/read-write-api-specs - GitHub」 （https://github.com/OpenBankingUK/read-write-api-specs） 

 GitHub 「Kubernetes LICENSE」 （https://github.com/kubernetes/kubernetes/blob/master/LICENSES/LICENSE） 

 GitHub 「kubernetes/enhancements: Enhancements tracking repo for Kubernetes」 

（https://github.com/kubernetes/enhancements） 

 GitHub 「pytorch/serve: Serve, optimize and scale PyTorch models in production」 （https://github.com/pytorch/serve） 

 GitHub 「Eclipse Tractus-X」 （https://github.com/eclipse-tractusx/） 

 GitHub 「Tractus-X Release Repository」 （https://github.com/eclipse-tractusx/tractus-x-release） 

 GitHub 「Tractus-X SIG-Release」 （https://github.com/eclipse-tractusx/sig-release） 

 GitHub 「Tractus-X Umbrella Chart」 （https://github.com/eclipse-tractusx/tractus-x-umbrella） 

 GitHub 「FIWARE · GitHub」 （https://github.com/Fiware） 

 GitHub 「GDSO · GitHub」 （https://github.com/gdso-org） 

 GitHub 「Community Standards」 （https://github.com/gdso-org/standard-api/community） 

 GitHub 「Ruby LICENSE」 （https://github.com/ruby/ruby） 
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付録 

付録 A 第 5章個別調査結果 

本付録は、5章の調査における対象 OSS11件の個別調査結果について、各調査項目の詳細な記述を収録し

たものである。 

A.1 OBIE 

表 A-1 OBIE 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

保証有限責任会社の形態を採用し、中立性を重視した非営利の運営組織として位置づけられて
いる。資金は、CMA（Competition and Markets Authority：英国競争・市場庁）が命令した
主要な参加企業（大手銀行など）から拠出され、特定の一社に偏らないように、外部の監督の下
で運営される仕組みとなっている。 

2 意思決定
プロセス 

標準仕様の改訂は、TDA（Technical Design Authority：技術設計審議会）等の合議体で
審議・投票の上で採択される。例えば Open Banking API v4.0では、FAPI（Financial-grade 

API：金融グレード API標準） 1 Advancedの採用が TDA投票で決定されている。運営上の
監督はトラスティと実装主体の事務局が行い、CMA9（CMA が指定した英国 9大銀行グルー
プ）の履行状況や API性能をモニタリングし、必要に応じて指示・是正を実施する。 

3 資金調達
方法 

運営資金は CMA9により拠出され、CMAの合意文書で構成・ガバナンス・予算・資金調達の枠
組みが定義されている。2025年 8月公表の FCA（Financial Conduct Authority：英国金融
行為規制機構）FS25/4では、Future Entityはコアサービスへの固定拠出金とプレミアムサービス
への従量課金を組み合わせたハイブリッド型資金モデルへの移行方針が示されており、受益者全体
による公平な費用負担を原則とする。FCAは 2026年 3月までに Future Entityのルールブックに
関するコンサルテーションを実施予定であり、CMA Orderは長期規制枠組み（LTRF：Long-

Term Regulatory Framework）移行まで継続される。 

4 ライセンス
管理 

OBIE/OBL（Open Banking Limited：Open Bankingの実装・標準管理法人）は API仕
様・モデル・テストツール等を GitHubで公開しており、MIT ライセンスや Apache 2.0等のオープンラ
イセンスで配布されるリポジトリが存在する。 Read/Write API仕様リポジトリでは「Open License」
への言及があり、同組織の多数の公開成果物が MIT ライセンスで配布されている。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

OBLは公開仕様サイト／GitHub で仕様・OpenAPI・コンフォーマンススイート（適合性テストツ
ール）等を提供し、API性能・可用性のデータ収集・公開、ディレクトリ・認証・ヘルプデスク等のクリ
ティカルサービスを担う。JROC（Joint Regulatory Oversight Committee：FCA・PSR によ
る規制当局合同監督委員会）ロードマップ下では、性能の底上げ、金融犯罪リスク低減、消費者
保護、情報フロー改善の 4テーマのワークストリームを主導している。 

6 普及促進 OBLは Open Banking標準を整備し、英国におけるアクティブユーザー数は 2025年 3月時点
で 1,300万人超（前年比 40%増）に達している。CMAは 2024年に CMA9 のロードマップ
完全履行を確認しており、可用性・性能の均質化と新機能の拡張が次の段階の焦点である。商
業型 VRP（Variable Recurring Payments）は 2025年秋に本格展開予定であり、オープ
ンバンキングの次の成長ドライバーとして位置づけられている。 

7 コミュニティ
変遷 

2016年 CMA調査の是正措置に基づき OBIE を設立。2017年 CMA Order施行、2018年
標準公開・運用開始、2023年ロードマップ完了。ガバナンス面では 2021–2022年に CMAが独
立調査報告を受けてガバナンス強化を実施。2022年に JROC設置。2024年以降は JROCが
Future Entity設計を進め、JROCは役割完了により解散。2025年 8月に FCA FS25/4 を公
表し、Data (Use and Access) Act 2025に基づく interface body（独立非営利標準設定機
関）としての法制化と、業界主導の商業スキーム（cVRP等）との三層アーキテクチャが示され
た。2025年末までに構造・ガバナンス・運営責任の最終決定、2026年 3月までに FCAルールブ
ックのコンサルテーション実施が予定されている。 
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A.2 Apache 

表 A-2 Apache 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

ガバナンスは「The Apache Way」と呼ばれるコミュニティ主導・コンセンサス型モデルを基本とし、法
人レベルでは会員制組織として運営されている。理事会は会員によって選出され、運営方針や役員
任命を行う。一方、各 OSS プロジェクトは PMC（Project Management Committee：プロ
ジェクト管理委員会）によって独立運営され、技術的意思決定を担う。 

2 意思決定
プロセス 

ASF（Apache Software Foundation）の意思決定はMeritocracy と Consensus を基本原
則とする。プロジェクトレベルでは PMC メンバーによる投票で技術の方針やリリースを決定する。法人
レベルでは理事会が月次会合で新規 PMC設立や役員任命を決定し、議事録は公開され透明
性を確保している。 

3 資金調達
方法 

ASFの運営資金は、メンバーシップ会費、スポンサーシップ、イベント収益、寄付、助成金である。
2024年度（2024年 4月期末）の年間収入は約 238万ドルで、70のスポンサー企業が支援し
ている。近年はクラウドベンダーや大手 IT企業とのパートナーシップを通じてスポンサー基盤を拡充
し、Gradle との協業（Develocity提供）など開発者生産性向上への投資も行われている。 

4 ライセンス
管理 

ASFの全プロジェクトは Apache License 2.0で配布される。これはパーミッシブ型ライセンス（オー
プンソースライセンスの一種）であり、商用利用が可能でソース公開義務はない。特許許諾条項を
含み、再配布時は著作権表示・ライセンス通知を保持する必要がある。OSI承認済みで、GPLv3

でリリースされるソフトウェアに Apache License 2.0のコードを組み込むことが可能である（ただし、
その逆は不可）。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

「Community over Code」を基本理念とし、コードよりもコミュニティの健全性を重視した運営を行っ
ている。プロジェクト運営は完全公開を原則とし、メーリングリスト、Issue Tracker、Git リポジトリ上
での議論やレビューを通じて意思疎通と意思決定が行われる。貢献管理は Meritocracyに基づい
ており、貢献の質と継続性が評価される。参加パスウェイは Contributor（パッチ・レビュー提出）→ 

Committer（コミット権付与）→ PMC Member（プロジェクト運営・リリース承認）の 3段階で
明確に定義されており、上位ロールへの昇格は貢献実績の評価に基づく。さらに、プロジェクト運営に
関与する中核メンバーは PMCの一員として任命され、技術的判断やリリース管理を担う。貢献者
の権利関係については、Individual/Corporate CLA により整理されており、知的財産上の透明性
と再利用性を確保している。これらの仕組みにより、特定企業に依存しない中立性と、長期的に持
続可能なプロジェクト運営を実現している。 

6 普及促進 ASFは「Community over Code」を基本理念として、参加者拡大と継続的な貢献を促すため
の仕組みを整備している。具体的には、参加導線（ガイド・ドキュメント）の整備、公開の議論運
営（メーリングリスト、Issue Tracker等）を通じた透明性確保、インキュベータ制度等による新規
プロジェクトの受入れ・育成により、コミュニティの拡大と自律的運営を支援している。また、ComDev
（Community Development：コミュニティ開発）プロジェクトが運営する Mentoring 
Programme を通じて、新規貢献者への導入支援、GSoC（Google Summer of Code）
参加支援、プロジェクト立ち上げ支援等を実施し、継続的な人材育成とコミュニティ拡大を推進して
いる。2024年時点で 320以上のアクティブプロジェクト、8,400人以上のコミッターを擁しており、
2024年 3月に設立 25周年を迎えた。Apache Spark、Kafka、Flink、Airflowなど、産業
横断でのデータ処理基盤として採用実績のあるプロジェクトを多数輩出している。 

7 コミュニティ
変遷 

ASFは 1999年に米国 501(c)(3)非営利法人として設立され、OSSガバナンスの代表的な財団
型モデルを採用している。起源は 1995年の Apache HTTP Server開発に遡り、企業主導では
なく「The Apache Way」と呼ばれるコミュニティ主導・コンセンサス型の文化を確立した。2000年代
には正式プロジェクトになる前にガバナンス要件を満たすためのインキュベータ制度を導入することで、
外部 OSS を安全に Apacheプロジェクトとして取り込むことが可能となった。2024年には 2024年
次報告書を公表し、新規 7プロジェクトのインキュベータ採択、5プロジェクトの Top-Level Project

昇格など継続的な成長を示している。 
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A.3 FIWARE 

表 A-3 FIWARE 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

FIWAREは 2011年に欧州委員会の Future Internet PPP（Public-Private Partnership：
官民連携）プロジェクトとして開始され、2016年に FIWARE Foundation e.V.が設立された。現
在は財団型ガバナンスを採用し、理事会、技術委員会、諮問委員会など複数の意思決定機関を
持つ。ガバナンスの基本原則は独立性・透明性・オープン性であり、誰でもメンバーとして参加可能
である。 

2 意思決定
プロセス 

技術面の意思決定は TSC（Technical Steering Committee：技術運営委員会）が担い、
公開されたプロセスに基づき合意形成を行う。理事会は戦略・財務・法人運営を担当し、役員は
会員選挙で選出される。意思決定は投票と公開議事録により透明性が確保されている。 

3 資金調達
方法 

FIWAREの運営資金は、会員の会費、スポンサーシップ、EU助成金、オープンコールによるプロジ
ェクト資金である。近年は i4Trustや Growth Partner Program を通じてエコシステム拡大を図
り、財務基盤の安定性を強化している。 

4 ライセンス
管理 

FIWAREの OSSは Apache License 2.0、MIT License、AGPL-3.0など複数のオープンライ
センスを採用している。GitHub上でライセンス情報が明示され、企業や公共機関における法務・
知財リスクを低減する仕組みが整備されている。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

FIWAREは GitHub、Wiki、Discordなどを活用し、オープンな貢献プロセスを採用している。貢献
度に応じて TSC参加資格が付与されるメリトクラシー型モデルを採用し、2024年時点で iHubs

（Innovation Hubs：FIWAREの地域支援・普及拠点ネットワーク） 46拠点・23 カ国
（2024年に 7拠点追加）や年次サミットを通じてコミュニティ活動を活性化している。2024年の
第 10回 FIWARE グローバルサミット（ナポリ）には 400人超が参加した。Platinum会員には
Atos、Engineering、NEC、Red Hat、Telefónica、Trigyn Technologiesが名を連ねる。 

6 普及促進 FIWAREはスマートシティ、スマート農業、スマート産業などで広く採用されている。ETSI

（European Telecommunications Standards Institute：欧州電気通信標準化機構）が策
定した NGSI-LD（Next Generation Service Interface - Linked Data：文脈情報をリン
クトデータ形式で管理する API標準）に準拠し、Gaia-X やOASC MIMs（Minimal 
Interoperability Mechanisms：スマートシティ相互運用性要件）との連携を推進すること
で、産業横断のデータ連携を促進している。公式サイトでは「Powered by FIWARE」ソリューショ
ンを公開し、導入事例を積極的に発信している。2024年は 55の新規メンバー・パートナーシップ
が加わり、コミュニティは 2023年末時点の 630超（64 カ国）からさらに拡大した。Data 
Spaces Symposium 2024 には世界から約 900名が参加している。 

7 コミュニティ
変遷 

FIWAREは 2011年に欧州委員会主導で研究プロジェクトとして開始され、プロジェクト終了後も
恒久的にコミュニティを継続するために 2016年に財団型ガバナンスへ移行した。2018年には
Orion Context Brokerが EU CEF Building Block に採用され、2020年以降はデータスペース
構築、Gaia-X連携、グローバル展開を強化している。2024年には iHubsの国際展開や EU 

CIRPASS2プロジェクト参加など活動領域を拡大している。一方、財団化後もコア開発コミュニティ
の有機的拡大が課題として残っており、参加者の継続的な関与を高める施策が引き続き重要であ
る。 
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A.4 Kubernetes 

表 A-4 Kubernetes 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

Kubernetesは 2014年に Googleがオープンソース化し、2015年に Linux Foundation傘下
の CNCF（Cloud Native Computing Foundation）に寄贈された。現在は CNCF による財
団型ガバナンスで運営されており、プロジェクトは複数の SIG（Special Interest Groups：特定
領域別作業部会）によって分散管理される。技術面の意思決定は SIG とWorking Groups
で行われ、全体の監督は CNCF TOC（Technical Oversight Committee：技術監督委員
会）が担う。設立時は企業主導型であったが、現在は非営利・中立の財団型モデルに移行してい
る。 

2 意思決定
プロセス 

Kubernetesの技術面の意思決定は、領域ごとに分かれた SIG/WGの公開ミーティング、メーリング
リスト、GitHub上の議論を中心に行われ、各 SIGはチャーターを定義し、重要な変更を含むチャー
ター策定・改訂は Steering Committeeがレビューし、PRのマージにより批准する。全 SIGの議事
録は GitHub上で公開され、意思決定の透明性が制度的に担保されている。仕様・アーキテクチ
ャ・大規模機能追加などの変更は、原則として KEP（Kubernetes Enhancement Proposal：
Kubernetes機能改善提案書）として文書化され、スポンサーSIGでの事前合意→KEP作成→

レビュー/承認を通じて設計判断を記録・共有し、変更の透明性と追跡可能性を担保する。
Kubernetesは CNCF配下のプロジェクトとして、CNCF側では TOC（Technical Oversight 

Committee：技術監督委員会）が技術ビジョンの維持・プロジェクト整合・新規プロジェクト承認
等の”財団レベルの技術統治”を担い、プロジェクト運営が行き詰まった場合の支援・調整も含めた枠
組みを提供する。ただし日々の設計判断は上記の Kubernetes コミュニティプロセスで進む。 

3 資金調達
方法 

Kubernetesは CNCFにホストされるプロジェクトとして、CNCFの会員基盤（2024年時点で
827参加組織）により、共通インフラ・コミュニティ運営・中立的な運営基盤の維持が支えられる。さ
らに CNCFは KubeCon + CloudNativeCon等の大規模イベントの開催とスポンサーシップを通じ
てエコシステム活動を拡大しており、これがコミュニティ運営を支える運営資金の一部となる。加えて、
CNCFの教育・トレーニング・認定の拡充は人材育成と普及を促進し、結果としてプロジェクトへの
参加・支援の循環（採用拡大→コミュニティ拡大→継続貢献）を形成する収益・活動基盤として
位置付けられる。CNCFは 173プロジェクトをホストし、190 カ国に 220,000人超のコントリビュータ
ーを擁する。 

4 ライセンス
管理 

Kubernetesのソースコードは Apache License 2.0で公開されている。これはパーミッシブ型ライセ
ンスであり、商用利用や再配布が可能で、特許許諾条項を含む。GitHub上でライセンス情報が明
示されている。セキュリティ脆弱性は Kubernetes Security Response Committeeが管理し、公
式 CVE（Common Vulnerabilities and Exposures：共通脆弱性識別子）フィードを公開し
ている。深刻度の高い脆弱性は CVSS（Common Vulnerability Scoring System：共通脆弱
性評価システム）スコアに基づき優先度付けされ、セキュリティアドバイザリとして公開される。 

5 コミュニティ
運営・貢
献管理 

Kubernetesは世界最大級の OSS コミュニティを形成しており、SIGを中心に運営される。貢献は
GitHubで管理され、CLA（EasyCLA）署名後、Pull Requestを通じて参加できる。参加パスウ
ェイは Contributor → Reviewer（コードレビュー権）→ Approver（PR承認権）→ Owner

（サブシステム最終責任者）の 4段階で定義されており、業績・貢献実績に応じて昇格する。SIG

内での上位ロール（Approver/Owner）への昇格は SIG リードによる承認と公開投票を経て行わ
れる。CNCF Annual Report 2024 によると、Kubernetes プロジェクトの累計コントリビューター数
は 88,000人以上（8,000社超）に達しており、企業多様性指標として上位 10社のコミット比率
が全体の約 50%未満に分散し、単一企業への依存を回避する健全なエコシステム構造を実現し
ている。 
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6 普及促進 CNCF Annual Survey 2024 によると、Kubernetesの本番環境での利用率は 2024年に 80%

（前年 66%から 14ポイント増）に達し、評価・検討段階を含めると 93%の組織が何らかの形で
Kubernetes に関与している。企業規模別では利用組織の 34%が従業員 2万人超の大企業
であり、マルチクラウド・ハイブリッド環境での標準基盤として定着している。CKA（Certified 
Kubernetes Administrator：Kubernetes管理者認定）/CKAD（Certified 
Kubernetes Application Developer：Kubernetes アプリ開発者認定）等の認定資格制
度、KubeCon イベント（2024年はインドで初開催等 34回開催）、KCD（Kubernetes 
Community Days）の世界展開を通じて普及を推進している。また、CNCF Kubernetes 
Conformance Program を通じてベンダーが提供する Kubernetes実装の互換性を認定し、
採用組織がベンダーロックインなく移植できる信頼基盤を整備している。EKS（Amazon Web 
Service（AWS））・GKE（Google）・AKS（Azure）を含む主要マネージドサービスは全て
CNCF Conformance認定を取得しており、エコシステムの標準化が採用拡大を加速している。 

7 コミュニティ
変遷 

Kubernetesは 2014年に Googleが社内のコンテナ管理技術を基にオープンソース化したことから
始まった。当初は企業主導型のプロジェクトであったが、2015年に Linux Foundation傘下の
CNCFに寄贈され、非営利・中立の財団型ガバナンスへ移行した。この移行により、複数企業や個
人が参加するオープンなコミュニティが形成され、意思決定は SIGを中心に分散化された。2016年
以降、SIG体制が確立され、KEP プロセスが導入されることで、技術的な変更や新機能追加が透
明性の高いプロセスで進められるようになった。また、クラウドプロバイダー統合機能の外部化や API

の標準化が進み、クラウドネイティブエコシステムの中核としての地位を確立した。2020年代に入る
と、Kubernetesは「Linux of the Cloud」と称されるほど広く普及し、主要クラウドベンダーによるマネ
ージドサービス提供やオンプレミス・ハイブリッド環境での採用が進んだ。2024年にはプロジェクト開始
から 10周年を迎え、88,000人以上のコントリビューターと 8,000社以上の企業が参加する世界最
大級の OSS コミュニティへと成長している。現在も CNCFの技術監督委員会の下で、長期的なロ
ードマップに基づき進化を続けている。 
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A.5 PyTorch 

表 A-5 PyTorch 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

PyTorchは 2016年に米国 Meta社によって開発され、当初は企業主導型の OSS として運営さ
れていた。2022年に Linux Foundation傘下で PyTorch Foundation が設立され、現在は財
団型ガバナンスを採用している。PyTorch Foundation は複数企業からなるガバニングボードを持
ち、ガバナンスを透明化する一方、技術的意思決定は個人のメンテナーによって行われる。技術ガ
バナンスはモジュール単位のメンテナーグループとコアメンテナーによる階層構造で、企業ではなく個人
が意思決定権を持つ点が特徴である。 

2 意思決定
プロセス 

PyTorchの技術面の意思決定はモジュール単位のメンテナーグループで行われ、必要に応じてコア
メンテナーにエスカレーションされる。メンテナーの追加は公開 PR と投票により決定され、一定のコミッ
ト実績が必要となる。ビジネスガバナンスは PyTorch Foundation のガバニングボードが担い、技
術ガバナンスとは分離されている。 

3 資金調達
方法 

PyTorch Foundationは Linux Foundationの一部として、会員企業の年会費、スポンサーシッ
プ、イベント収益、トレーニング・認定プログラムなどで資金を調達している。2025年 4月に
Umbrella Foundation化を発表し、同年 5月に vLLM（LLM推論最適化）と DeepSpeed

（分散学習）、同年 10月に Ray（分散コンピューティング）を foundation-hostedプロジェクト
として採択した。設立から約 2年半で会員組織 30社超・エコシステムプロジェクト 120件以上に
成長し、PyTorch Conferenceの参加者数は 2年間で 6倍に増加している。 

4 ライセンス
管理 

PyTorchのコアは BSDスタイルライセンスを採用しており、GitHubの LICENSE ファイルで確認で
きる。また、関連プロジェクトやチュートリアルは BSD 3-Clauseや Apache License 2.0を採用す
る場合がある。CLA（Contributor License Agreement：貢献者ライセンス契約）は Linux 

Foundationの EasyCLA を利用し、個人・法人単位で管理される。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

PyTorchは GitHubを中心に開発され、貢献者は CLA署名後に Pull Request を提出する。モ
ジュールごとにメンテナーが存在し、レビュー・承認を行う。コミュニティは PyTorch Discuss、Slack、
PyTorch Dev フォーラムで活発に議論され、PyTorch Foundationは PyTorch Dayやアンバサ
ダープログラムを通じてグローバルな普及活動を推進している。2024年時点で 3,500人以上の個
人、3,000社以上の組織が貢献している。 

6 普及促進 PyTorchは AI研究・産業利用の両面で広く採用され、2024年の Linux Foundation報告で
は、AI研究実装の 70%以上が PyTorch とされる。主要クラウドでサポートされ、TorchServeや
TorchScript により本番環境への移行が容易である。PyTorch Foundation は PyTorch 
Landscape を公開し、エコシステムプロジェクトを整理している。コミュニティ規模の拡大を示す指標
として、PyTorch Conference の参加者数は財団設立後 2年間で 6倍に増加しており、研究
者・エンジニア・企業が融合するエコシステム形成が加速している。2024年時点で数千人規模の
個人と数千社規模の組織が貢献しており、Umbrella Foundation化（vLLM・DeepSpeed・
Ray採択）により AI スタック全体を包摂するプラットフォームへと発展している。 

7 コミュニティ
変遷 

PyTorchは 2016年に米 Meta社が開発を開始し、LuaTorch コミュニティの知見を取り入れなが
ら深層学習研究向けフレームワークとして公開された。当初は企業主導型であったが、2017年以
降、学術界や産業界で急速に普及し、オープンソースコミュニティが拡大した。2022年には Linux 

Foundation傘下で PyTorch Foundationが設立され、ガバナンスを企業依存から非営利・中立
型へ移行した。技術ガバナンス（個人メンテナー）とビジネスガバナンス（Foundation Governing 

Board）の分離構造を採用し、特定企業への権力集中を構造的に抑制している。2025年 4月
には Umbrella Foundation化を正式発表し、PyTorchを核とする統合的なオープンソース AIス
タック（訓練・推論・分散実行）の構築を進めている。現在、PyTorchは AI研究・産業利用の
標準的基盤として位置付けられ、持続可能なエコシステムを形成している。 
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A.6 Tractus-X 

表 A-6 Tractus-X 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

Tractus-Xは、欧州の自動車業界を中心に産業横断のデータ連携（データスペース）を推進す
る OSS プロジェクトであり、Eclipse Foundationの傘下で運営されている。ガバナンスは財団型
で、Eclipse Foundationのオープンガバナンスモデルに従い、複数企業・団体が参加するコンソー
シアム的な性格を持つ。設立時から現在まで一貫して財団型であり、Catena-X エコシステムのリ
ファレンス実装を提供する役割を担っている。 

2 意思決定
プロセス 

Tractus-Xの意思決定は、Eclipse Foundationのプロセスに準拠し、公開されたコードレビュー・
投票に基づく。プロジェクト内では SIGやワーキンググループが技術的な議論を行い、リリース計画
や標準仕様は合議制で決定される。リリースサイクルは四半期ごとに設定され、CalVer

（Calendar Versioning：年・月・日を用いたリリース版番号方式。例：24.05 = 2024年 5
月リリース）を採用している。 

3 資金調達
方法 

Tractus-Xは Eclipse Foundationのホスティングプロジェクトであり、会員企業の年会費、共同プ
ロジェクト資金、イベント収益によって運営される。Catena-X やManufacturing-Xなどの関連
プロジェクトからの資金流入もある。 

4 ライセンス
管理 

Tractus-Xのソースコードは Apache License 2.0で公開されており、非コード部分は CC-BY-

4.0を採用している。GitHub上で LICENSE ファイルと LICENSE_non-code ファイルが明示され
ている。各ソースファイルには SPDX ライセンス識別子（SPDX-License-Identifier: Apache-
2.0等）を付与し、ツールによる自動検証・SBOM（ソフトウェア部品表）生成に対応している。
Eclipse Foundation の IP プロセスによる法務チェックと合わせて、欧州の Cyber Resilience 
Act を見据えた高水準のライセンス・コンプライアンスを実現している。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

Tractus-Xは Eclipse Foundationのオープンソースコミュニティモデルを採用し、GitHubでの Pull 

Request、コードレビュー、CLA署名を必須としている。新規参加者向けのオンボーディングセッショ
ンやオフィスアワーがあり、Matrixチャットでコミュニケーションを行う。SIG-Releaseや Umbrella 

Chartプロジェクトを通じて、開発者が容易に参加できる仕組みを提供している。 

6 普及促進 Tractus-Xは Catena-Xエコシステムのリファレンス実装として、欧州自動車業界で採用されてい
る。2024年時点で Catena-X コンソーシアムには 120以上の組織が参加し、自動車メーカー、サ
プライヤー、IT企業、研究機関が協働してデータスペースを構築している。また、
Manufacturing-X、Chem-Xなど、産業横断のデータスペース構築プロジェクトに展開されてい
る。Umbrella Helm Chart により、開発者は簡易にデータスペース環境を構築可能である。 

7 コミュニティ
変遷 

Tractus-Xは Catena-Xのリファレンス実装として Eclipse Foundationの下で開始され、欧州自
動車業界のデータ連携を目的に開発された。当初から財団型ガバナンスを採用し、複数企業・団
体が共同で標準化を推進するコンソーシアム的性格を持つ。2024年以降、Catena-X を中心に
Manufacturing-Xや Chem-Xなどの関連プロジェクトが立ち上がっている。現在は Umbrella 

Chart（複数のアプリケーションスタックを展開するためのチャート）や SDK を提供し、開発者が容
易にデータスペースを構築できる環境を整備している。 
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A.7 GDSO 

表 A-7 GDSO 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

GDSOは 2022年に設立された AISBL（Association Internationale Sans But Lucratif：ベ
ルギー法に基づく国際非営利協会法人）であり、タイヤ及び自動車部品に関するデータ標準化と
データアクセスのためのグローバルプラットフォームを提供することを目的としている。ガバナンスはコンソ
ーシアム型＋非営利協会モデルで、設立時の 5社（Bridgestone、Continental、Goodyear、
Michelin、Pirelli）に加え、Sumitomo（2023年参加）、Nexen・Yokohama（2024年参
加）等の複数メーカーが順次参加しており、ETRTO（European Tyre and Rim Technical 

Organisation：欧州タイヤリム技術機構）、JATMA（Japan Automobile Tyre 

Manufacturers Association：日本自動車タイヤ協会）、TRA（Tire and Rim 

Association：米国タイヤリム協会）、TRAC（Tire and Rim Association of Canada：カナダ
タイヤリム協会）、USTMA（United States Tire Manufacturers Association：米国タイヤ製
造者協会）等の業界団体が参加している。意思決定は総会と理事会（最大 9名）を中心に行
われる。 

2 意思決定
プロセス 

GDSOの意思決定は、総会での承認と理事会による運営管理を基本とする。技術的な標準化や
API仕様策定は、複数の Technical Committeesで議論され、合意形成を経て採択される。標
準化活動は CEN-CENELEC JTC 24（CEN：欧州標準化委員会、CENELEC：欧州電気
標準化委員会の合同技術委員会）との連携を通じて欧州標準化にも反映される。ただし、意思
決定プロセスの詳細（投票規則・議事録公開方針等）は公開情報では確認できない。 

3 資金調達
方法 

資金調達方法については、公式リファレンスからは詳細を確認できなかった。AISBL（国際非営利
協会）の一般的な運営モデルとして会員企業からの年会費が主財源と推定されるが、具体的な
財務情報は非公開である。財務透明性の確保が今後の課題として残っている。 

4 ライセンス
管理 

GDSOが提供する OSSは Apache License 2.0で公開されている。非コード部分は CC-BY-

4.0を採用する場合がある。GitHub上でライセンス情報が明示されているが、プロジェクト間での一
貫性確保は継続課題である。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

GDSOはメンバー企業を中心に構成されるが、技術仕様や APIは GitHubで公開され、外部開
発者も参照可能。貢献は Technical Committees を通じて行われ、標準化活動や API改善に
参加できる。オープンソースリポジトリ（standard-api）は 2024年 10月に更新されており、標準
仕様のバージョン管理と文書更新が主な活動内容である。ただし、本調査のコード変更コミット指標
では活動が捉えにくく、標準仕様策定が活動の中心となるコンソーシアム型 OSSの特性を示してい
る。IDSAの RADAR評価では、現存するデータスペースの中で最も進んだ「スケーリングステージ」
に到達している（2024年）。 

6 普及促進 GDSOはタイヤ業界のデータ標準化を推進し、TIS（Tire Information Service：タイヤ情報サー
ビス）や TLDS（Tire Lifecycle Data Service：タイヤライフサイクルデータサービス）を提供して
いる。TISは 2022年夏に本番稼働し、GDSO は現存するデータスペースの中で先行的な本番
稼働事例となっている。CES1292025 では TLDS Connector を発表し、Circular Economy
対応のデータスペース構築を促進している。CEN-CENELEC JTC 24 との連携（リエゾン組織、
2025年登録）により、欧州の Digital Product Passport標準化にも貢献している。EU 
CIRPASS2 プロジェクト（デジタル製品パスポート実証）にも参画している。 

 
129 アメリカ・ラスベガスで開催される世界最大級のテクノロジー見本市 
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7 コミュニティ
変遷 

GDSOは 2022年に Bridgestone、Continental、Goodyear、Michelin、Pirelliなどの主要タイ
ヤメーカーによって設立された。当初はタイヤデータ標準化のためのタスクフォースとして活動し、約 6
年間の準備期間を経て正式な国際非営利協会（AISBL）となった。設立後、Tire 
Information Service を開発し、2024年には TLDS Connector を発表して Circular 
Economy対応を強化。2025年には CEN-CENELEC JTC 24 のリエゾン組織として登録さ
れ、欧州標準化への影響力を高めている。現在は、タイヤ業界を超えて自動車部品やリサイクル業
界への展開を進め、データスペース構築の中核的役割を担っている。業界主導のコンソーシアム型
ゆえに OSS開発コミュニティの裾野拡大は限定的であるが、標準化活動とデータスペース実証にお
いては先行事例として機能している。 

A.8 Linux 

表 A-8 Linux 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

Linux カーネルは 1991年に Linus Torvaldsによって開発が開始され、現在はコミュニティ駆動型
＋財団型のハイブリッドモデルで運営されている。技術的な意思決定は Linus Torvalds を中心
とするメンテナーチームが担い、開発は世界中の個人・企業が参加するオープンコミュニティで行われ
る。一方、Linux Foundation が財団型ガバナンスを提供し、資金調達・標準化・エコシステム
形成を支援している。 

2 意思決定
プロセス 

Linux カーネルの意思決定はメリトクラシー＋メンテナーモデルに基づく。パッチは Git を通じて提出
され、レビュー後にメンテナーが承認する。最終的な統合は Linus Torvalds が行う。開発プロセ
スは「merge window」方式を採用し、約 2週間の期間に新機能を統合、その後 6〜10週間
はバグ修正フェーズとなる。議論は公開メーリングリストで行われ、透明性が高い。 

3 資金調達
方法 

Linux Foundationは会員企業の年会費、スポンサーシップ、イベント収益、トレーニング・認定プロ
グラムを資金源としている。会員制度は階層型で、Platinum会員（年会費$500,000）、Gold

会員（年会費$100,000）、Silver会員（年会費$5,000〜$20,000、企業規模に応じて変
動）の 3層構造を採用し、大口会員による安定基盤と中小会員による裾野拡大を両立してい
る。 

4 ライセンス
管理 

Linux カーネルは GPL-2.0のみで提供される。個別ファイルは GPL互換ライセンスや BSD/MIT と
のデュアルライセンスも可能。SPDX識別子によるライセンス明示が義務付けられている。ユーザー
空間 APIヘッダには GPL適用外の例外が設定されている。セキュリティ脆弱性は Linux Kernel 

Security Teamが管理し、CVE識別子を付与した脆弱性情報を公開している。重大な脆弱性
については、修正パッチの公開と同時にセキュリティアドバイザリが発行され、四半期ごとに主要な脆
弱性対応状況がまとめられる。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

Linuxは世界最大級の OSS コミュニティであり、メーリングリスト、Git、Patchwork を通じて開発が
進められる。貢献には GPL互換ライセンスの遵守とコードレビューが必須。Contributor 

Covenant Code of Conduct を採用し、健全なコミュニティ運営を重視している。2025年時点
で、1,000人以上の開発者が各リリースに貢献し、企業・個人が協力する分散型モデルを維持し
ている。 

6 普及促進 Linuxはサーバ、クラウド、モバイル、組込み、スーパーコンピュータなど幅広い分野で採用され、世
界の OSS エコシステムの基盤となっている。Linux Foundationはトレーニング、認定資格、イベン
トを通じて普及を推進。2025年時点で、900以上の OSS プロジェクト、17,000以上の組織が
Linux Foundationに参加している。 

7 コミュニティ
変遷 

Linuxは 1991年に Linus Torvaldsが個人プロジェクトとして開始し、GPL ライセンスで公開され
たことで急速に普及した。1990年代後半には企業の採用が進み、2000年に Linux 

Foundationの前身である Open Source Development Labs（OSDL）が設立された。2007

年に OSDL と Free Standards Groupが合併して Linux Foundationが設立され、財団型ガバ
ナンスが確立された。以降、クラウド、モバイル、IoT、AIなど新領域への対応を強化。現在は、コミ
ュニティ駆動型の技術開発と財団型の資金・標準化支援を組み合わせたハイブリッドモデルで、世
界最大級の OSS エコシステムを形成している。 
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A.9 Ruby 

表 A-9 Ruby 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

Rubyはまつもとゆきひろ氏によって開発され、日本発のオブジェクト指向スクリプト言語として世界的
に普及した。当初はコミュニティ駆動型で運営されていたが、2007年に一般財団法人 Ruby アソ
シエーションが設立され、財団型ガバナンスが補完される形となった。現在は、Ruby コアチームによ
る技術的意思決定と、Ruby アソシエーションによる財務・普及活動の二層構造で運営されてい
る。 

2 意思決定
プロセス 

Rubyの技術的意思決定は、Ruby コアチームとコミュニティによる公開プロセスで行われる。提案は
Redmineや GitHubで管理され、議論はメーリングリストや Issue で公開される。Ruby アソシエ
ーションは技術仕様には直接関与せず、普及・認定・助成事業を通じてエコシステムを支援する。 

3 資金調達
方法 

Rubyの財務基盤は、非営利法人である Ruby アソシエーションによって支えられている。資金源は
複数あり、協賛会員制度による年会費が安定的な収入源となっている。また、RubyWorld 

Conferenceや技術者認定試験などのイベント収益も重要な資金源である。加えて、個人や法人
からの寄付を受け付けており、Rubyアソシエーションは教育や開発支援を目的とした助成金プログ
ラムを運営している。2025年度には公募型開発助成金を通じて複数の OSS プロジェクトに資金
を提供し、Rubyの処理系改善やライブラリ開発を促進している。このように、Rubyアソシエーション
は多様な資金源を確保することで、Rubyの普及・開発・コミュニティ活動を持続的に支援している。 

4 ライセンス
管理 

Rubyの本体は Ruby Licenseまたは BSD ライセンス互換ライセンスで提供されている。Ruby 

Licenseは GPL互換であり、商用利用や再配布が可能。標準ライブラリや拡張ライブラリは
Apache Licenseや BSD ライセンスを採用する場合がある。GitHubの公式リポジトリには
COPYING ファイルでライセンス条件が明示されている。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

Rubyはオープンなコミュニティモデルを採用し、GitHubでの Pull Request、コードレビュー、テストを
通じて開発が進められる。貢献には CLA（Contributor License Agreement：貢献者ライセ
ンス契約）は不要だが、コミュニティ規範（Code of Conduct）を遵守する必要がある。Ruby
アソシエーションは RubyWorld Conference や技術者認定試験を通じて人材育成を支援し、
開発助成金により OSS プロジェクトを支援している。 

6 普及促進 RubyはWebアプリケーション開発を中心に世界的に普及し、教育分野や業務システムにも利用
されている。Ruby アソシエーションは RubyWorld Conferenceやセミナーを開催し、Ruby技術者
認定試験を通じてエンタープライズ利用を促進している。また、RubyGems と Bundlerによるパッケ
ージ管理エコシステムが整備され、OSS利用を容易にしている。 

7 コミュニティ
変遷 

Rubyは 1993年に開発され、1995年に公開された。2004年に Ruby on Railsの登場により世
界的な普及が加速し、Webアプリケーション開発の主要言語となった。2007年には Ruby アソシエ
ーションが設立され、財団型ガバナンスが導入されることで、技術開発と普及活動の両面で持続性
が強化された。近年では、RubyGemsや Bundlerの管理体制が Ruby コアチームに移管され、エ
コシステムの長期安定性が確保されている。現在、RubyはWeb、業務システム、教育分野で広く
利用され、OSS コミュニティと財団型ガバナンスのハイブリッドモデルで進化を続けている。 
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A.10 Python 

表 A-10 Python 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

Pythonは 1991年に Guido van Rossum によって開発され、長らく BDFL（Benevolent 
Dictator For Life：創始者が最終的な技術判断を行う生涯リーダー制）モデルで運営されてい
たが、2018年に Guido がリーダーを退任した後、ガバナンスモデルが再設計された。現在は PEP
（Python Enhancement Proposal：Python改善提案書）13 で定義された Steering 
Council（運営評議会）モデルを採用しており、5名の理事による合議制で運営される。この理
事会は Python の品質維持、PEP承認、コード・オブ・コンダクトの執行など広範な権限を持つが、
権限行使は最小限に留め、コンセンサス重視の方針を取っている。 

2 意思決定
プロセス 

意思決定は PEP を通じて行われる。PEPは公開レビューを経て、Steering Councilが最終承認
する。理事会の投票は公開され、過半数で決定される。PEP 8016で示された方針に基づき、理
事会は「最小限の介入」を原則とし、標準化されたプロセスが優先される。 

3 資金調達
方法 

Pythonの財務基盤は、非営利法人である PSF（Python Software Foundation）によって支
えられている。PSFは複数の資金源を組み合わせることで、開発活動やコミュニティ支援を持続的に
行っている。まず、個人会員及び法人会員からの年会費が安定的な収入源となっている。さらに、
PyCon US をはじめとするイベントのスポンサーシップが重要な収益源であり、企業スポンサーの参加
によってコミュニティ活動が強化されている。加えて、個人や法人からの寄付も受け付けており、米国
では免税対象となるため寄付文化が根付いている。これに加えて、PSFは教育やコミュニティ支援を
目的とした助成金プログラムを運営しており、2024年には 61 カ国で 257件の助成を実施し、総額
65万ドルを支援している。PSFの年間財務規模は約 500万ドル（2023年度）であり、財務報
告書は毎年公式サイトで公開され、収支・資産・助成実績等の透明性が確保されている。このよう
に、PSFは多様な資金源を確保することで、Pythonの開発・普及・コミュニティ活動を持続的に支
援している。 

4 ライセンス
管理 

Pythonのソースコードは PSF Licenseで提供されており、OSI承認済みのオープンソースライセン
スである。PSF Licenseは GPL互換であり、商用利用や再配布が可能。ドキュメントや一部コー
ドは Zero-Clause BSD License とのデュアルライセンスを採用している。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

Pythonは世界最大級の OSS コミュニティを持ち、開発は GitHubで管理される。貢献には CLA

（Contributor License Agreement：貢献者ライセンス契約）の署名が必要。開発者ガイドに
従い、Pull Request、コードレビュー、テストを経て統合される。Core Mentorship プログラムや
PyLadiesなど、多様性と参加促進の仕組みが整備されている。2024年には PyPIサポートスペシ
ャリストを初めて採用し、User Success及び Education & Outreachワークグループを復活させる
など、サービス基盤の強化が進行中である。 

6 普及促進 PythonはWeb開発、データサイエンス、AI、教育、組込みなど幅広い分野で利用され、2024年
には GitHub上で最も人気の高いプログラミング言語となった。PSFは PyCon US（年間 3,000

人超参加）や地域イベントを支援し、PyPIを運営することでエコシステムを拡大。PyPIのホスティ
ングパッケージ数は 2024年時点で 50万件超に達しており、数千万件/日のダウンロードが行われ
る世界最大規模のパッケージエコシステムを形成している。 

7 コミュニティ
変遷 

Pythonは 1991年に Guido van Rossumが開発を開始し、長らく BDFLモデルで運営されてい
た。2001年に PSFが設立され、知的財産管理とコミュニティ支援を担う財団型ガバナンスが導入
された。2018年 7月に Guidoが BDFLを退任し、同年 PEP 13で Steering Council モデルが
採択された。2019年 1月に第 1回 Steering Council選挙が実施され、合議制による中立的ガ
バナンスへの移行が完了。BDFL依存からの脱却が持続性の観点で重要な転換点となった。現在
は PSFによる財務・インフラ支援と Steering Councilによる技術ガバナンスを組み合わせたモデル
で、世界最大級の OSS コミュニティを維持している。 
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A.11 OpenJDK 

表 A-11 OpenJDK 

# 調査項目 概要 

1 ガバナンス
モデルの種
類 

OpenJDKは 2006年に Sun Microsystems によってオープンソース化され、現在はコミュニティ駆
動型＋ガバニングボードによるガバナンスモデルを採用している。ガバナンスは OpenJDK Bylaws

（2011年制定）に基づき、Governing Boardがコミュニティの構造と運営を監督する。
Governing Boardは手続やインフラ整備を担うが、技術的な意思決定には直接関与しない。技
術面は各プロジェクトとグループが分散的に管理し、オープンな議論と投票に基づく意思決定を行
う。Oracle影響力の残存として、主要なリポジトリ管理・リリースエンジニアリング・OJVG のグループ
リード任命権は Oracle が保持しており、Committer以上のロールへの推薦経路においても
Oracle推薦が実質的に機能している。Red Hat・IBMなど複数企業の参画によりコミュニティ型
への移行が進行しているが、一部、主要企業からの影響が残っている状態にある。 

2 意思決定
プロセス 

意思決定は公開メーリングリスト＋投票＋JEP（Java Enhancement Proposal：Java機能拡
張提案書。言語仕様・JVM・ライブラリの変更提案を文書化）プロセスを基本とする。技術的な変
更は JEP として提案され、レビューを経て承認される。投票方式は「Lazy Consensus（反対がな
ければ承認）」「Three-Vote Consensus（3票の賛成で承認）」など複数のモデルが定義され
ており、透明性を確保するため議事録や決定は公開される。 

3 資金調達
方法 

OpenJDKは直接的な財団型資金モデルを持たず、主に Oracle、Red Hat、IBMなどの企業ス
ポンサーによる人材貢献とインフラ提供で運営されている。Governing Boardはインフラ維持やコミ
ュニティ活動のためのリソース確保を監督するが、Linux Foundationのような会費モデルは採用して
いない。資金は企業による開発者派遣、CI/CD環境提供、イベント支援などの形で間接的に投入
される。 

4 ライセンス
管理 

OpenJDKのソースコードは GPLv2 with Classpath Exceptionで提供されている。このライセンス
は、リンク時に GPLの伝播を回避するための例外を含み、商用利用や再配布が可能である。互換
性のため、SPDX識別子によるライセンス明示が義務付けられている。 

5 コミュニティ
運営・貢献
管理 

OpenJDKは世界規模のコミュニティを形成し、開発は GitHub と Skara（Gitベースの軽量パッチ
管理ツールセット。PRベースのワークフロー・自動チェック・統合を提供）を用いて管理される。貢献
には OCA（Oracle Contributor Agreement：Oracle貢献者契約。著作権許諾を事前取
得）の署名が必要であり、Contributor → Author → Committer → Reviewer というロール階
層が存在する。レビューはWebrev（パッチの差分を視覚的に表示するレビューツール）で行われ、
JBS（JDK Bug System：OpenJDKのバグ・課題追跡システム）で課題管理が実施される。セ
キュリティ脆弱性は OJVG（OpenJDK Vulnerability Group：OpenJDK脆弱性管理グルー
プ）が管理し、年 4回（1月・4月・7月・10月）の定期アドバイザリを公表する。OJVGのグル
ープリードは常に Oracleが任命し、新規メンバー加入には Three-Vote Consensusが必要とされ
る。Oracle と OJVG の間には双方向の情報連携体制（internal security teams ↔ 
OJVG）が整備されている。 

6 普及促進 OpenJDKは Java SEの公式リファレンス実装として、世界中の企業・公共機関で利用されてい
る。主要クラウドベンダーや Linuxディストリビューションに標準搭載され、教育・産業利用の両面で
普及。Adoption Groupや Quality Outreach プログラムを通じて、OSS エコシステムとの連携やテ
スト促進を行っている。 

7 コミュニティ
変遷 

OpenJDKは 2006年に Sun Microsystemsが Java SEのソースコードを GPLv2で公開したこ
とにより誕生した。2007年には OpenJDK Charterが制定され、Interim Governance Boardが
設立されてガバナンスモデルの基盤が構築された。2011年に Bylawsが制定され、Governing 

Boardによる正式なガバナンス体制が確立。Oracleによる Sun買収後も、Red Hatや IBMなど
複数企業が参画し、コミュニティ駆動型の開発が強化された。現在は JEP プロセスによる機能追
加、6か月ごとのリリースサイクル、Skaraによる Gitベース開発など、透明性と効率性を重視した運
営モデルで進化を続けている。 
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付録 B 第 5章補足調査：FIWAREサービス事業者ヒアリング 

5章の文献調査を補足する目的で、国内で FIWAREを活用したサービスを提供する事業者（日本電気株式

会社）に対しヒアリングを実施した。サービス提供事業者観点でみた OSSを活用したサービスの導入・運用時の課

題と実務上の工夫、今後のサービス拡大に向けた展望を主なヒアリング観点とした。 

B.1 調査概要 

事業者の観点から実務上の工夫や OSSに対する要望をヒアリング形式で調査した。 

調査項目は表 B-1 に示した 4領域で構成される。 

表 B-1 ヒアリング項目 

# 領域 主な確認事項 

1 サービスの現状 サービス事例・運用主体、導入ユーザー数、利用エンドユーザー規模、ステー
クホルダー構成、導入ユーザーの傾向（自治体偏重の有無等）、FIWARE

モジュールの利用頻度 

2 サービス導入時の取り組
み 

サービス構築の容易性（技術的学習コスト、データモデル統一、既存システ
ム連携等）、SIer・ステークホルダー間の役割分担 

3 サービス運用時の取り組
み 

運用・保守の主体と費用負担、障害対応における OSS コミュニティの関与と
SLA設計、セキュリティ・バージョンアップの対応方針 

4 今後の取り組み OSS としての運用品質（監視・可用性・脆弱性対応）への要望、データモ
デル標準化、プロモーション・オンボーディング施策、サービス運用主体（自治
体等）の人材育成 

B.2 ヒアリング調査結果 

(1) サービスの現状 

利用団体と導入傾向130 

商用サービスの提供先は十数団体であり、ほぼ全てが自治体である。当該サービスはスマートシティにおけるデータ

プラットフォームとしての活用を目的に立ち上げたものであり、首長の積極推進やデジタル田園都市国家構想の一環

として導入が決まるケースが多い。デジ田交付金もあり、高いペースでプラットフォームの新規導入が続いていたが、

2024年に共同利用ガイドブック131で示された、基礎自治体単位ではなく都道府県単位で基盤を整備・統一して

いくデジタル庁の方針により、基礎自治体の導入が鈍化した。全国ではデータ連携基盤が 84件稼働しており、非パ

ーソナルデータを扱うデータ連携基盤の約 7割が推奨モジュールである FIWARE Orion を採用している。 

  

 
130 導入状況は 2026年 1月時点での確認 

131 デジタル庁「データ連携基盤の共同利用ガイドブック」（2024年 10月第 1.0版）参照 
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サービス事例 

主な導入事例を表 B-2に示す。 

 

表 B-2 FIWARE サービス導入事例 

事例 サービス概要 運用主体 利用規模 備考 

熊谷市 オープンデータ公開・API 提供・
ID連携。都市ポータルアプリ「クマ
ぶら」を通じ、クーポン配布・スタン
プラリー等の地域活性化施策を
提供 

自治体（熊谷
市） 

LINEユーザ
ー約 6万人 

フロントサービスを先行させ、そ
の後基盤を拡張する形で展開 

高松市 防災情報（道路通行・気象・河
川水位等）のリアルタイム可視
化、回遊性向上、レンタサイクル
等 

自治体（高松
市・観音寺市・
綾川町） 

3市町で共
同利用 

富山市のアプリケーション機能
を再利用 

富山市 LoRaWANセンサネットワークに
よる情報収集、市民向けダッシュ
ボード（水位情報等の公開） 

自治体（富山
市） 

基盤提供の
みのため未
計測（指標
なし） 

2025年度上期でサービス終
了。接続データは富山県基盤
へ集約・再接続 

熊本県 防災・交通・観光の統合ダッシュ
ボード。災害時の避難ルート検
索、観光ルート案内にも活用 

自治体（熊本
県） 

20以上の
県下市町村
で共同利用 

デジタル庁の広域共同利用推
奨に適合する事例 

加古川市 都市 OS（データ連携基盤）に
よる防災・見守り・行政情報の可
視化 

自治体（加古
川市） 

基盤提供の
みのため未
計測（指標
なし） 

― 

基盤のみ提供する場合は利用者数（Webサイトのページビューやアプリケーションのダウンロード数等）を計測し

ない運用が一般的であり、エンドユーザー数を一定の指標で把握できるのは熊谷市のようにポータルアプリまで提供

している事例に限られる。 
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FIWARE モジュールの活用状況 

表 B-3 に示すように、FIWARE のモジュール別利用頻度を見た場合、商用サービスでは、FIWARE GE

（Generic Enablers、以下 FIWARE GE）だけで全機能を構成するのではなく、WSO2（認証認可）、

Apache NiFi（データフロー）、CKAN132（データカタログ）、WordPress（コンテンツ管理）等の GE外 OSS

を組み合わせている。FIWARE の得意領域を中核に据え、それ以外は適材適所で外部 OSS を採用する方針で

ある。 

表 B-3 FIWARE モジュール活用頻度 

頻度 モジュール 説明 

高 Orion サービスの中核として全案件で採用 

高 Cygnus データ永続化で使用。近年は QuantumLeapを選択する利用者も多い。 

高 QuantumLeap 分析データストレージとしてサービス標準に採用 

高 STH-Comet 履歴データストレージとしてサービス標準に採用 

低 Orion-LD NGSI-LD と NGSI v2に互換性がなく、商用サービスの構成品に含めてい
ない 

低 Wirecloud 独自ダッシュボードを保有しているため不使用 

低 IoT Agent センサデータ利用案件で使用されるが、近年はセンサを束ねるサーバ経由
で基盤接続するケースが増えている 

低 Keyrock／Wilma／
AuthzForce 

認証認可にはWSO2を使用しているため不使用 

 

(2) サービス導入時の取り組み 

サービス導入時の技術的ハードルへの対応 

既に商用として展開している FIWAREを中核としたマネージドサービス（「データ利活用基盤サービス」）を活用

することで比較的円滑に商用サービスを構築することが可能となっている。また、FIWARE Foundationの参加、

OSS メンテナンスへの継続した貢献を行っており、エンジニアの育成にも力を入れている。 

提供基盤の価格設定 

IaaS（Infrastructure as a Service）の利用コストがデータ量や API利用回数に応じた従量課金であるのに

対し、自治体は年度予算に基づく定額契約を求める傾向があり、コスト構造と契約形態の間に乖離が生じている。

利用量想定に基づくコストシミュレーションはもちろんのこと、計画的なシステムアップデートにセキュリティや OSS のバ

ージョンアップ対応を盛り込むことで、突発的なコスト増を防ぎ、安定的なサービス提供を実現している。 

複雑なデータモデル設計への対応 

データモデル設計については、自治体や事業者ごとに業務内容や用語、データの粒度が異なるため、データ項目

や公開範囲に関する組織間の方針調整に加え、NGSI仕様への技術的理解も求められるため、合意形成に時間

 
132 Comprehensive Knowledge Archive Network 
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を要する。標準化されたデータモデルテンプレートを整備し、自治体・事業者との調整を効率化するなどで調整コスト

の低減、早期サービスインの実現を図っている。 

利用者メリットを考えたサービス企画 

データ利用者の分かりやすいサービスを企画した上で基盤の検討・導入を計画することで利用者が増え、サービス

の持続性が担保される。例えば、熊谷市のようにポータルアプリ等のフロントサービスを先に立ち上げ、利用者が価値

を実感できる状態をつくったうえで基盤を段階的に広げていくほうが、サービスの定着と持続につながりやすい。 

基盤導入から検討に入り、サービス検討を行っていく場合、活用の目的や接続するサービスが定まらないまま運用

コストだけがかさむケースがある。 

この対応には基盤上でアプリケーションやフロントサービスを企画するステークホルダーとの連携が必要不可欠であ

り、基盤提供者であってもサービス拡大やデータ連携の価値創出への対応を常に念頭において進めることが必要で

ある。また、サービス企画の段階で自治体やエンドユーザーの意見をくみ取りながら設計を行っていくことが肝要であ

る。 

 

(3) サービス運用時の取り組み 

自治体向け運用支援の取組 

運用保守は、自治体から直接受注するケースと、別のプライムベンダーの下で担務するケースの 2形態がある。契

約は年額固定の場合が多く、バージョンアップやデータベース費用を含む。自治体が自立的に運用できるようマニュア

ル提示や研修を行い、運用を支援している。自治体職員が基盤運用やサービス接続の操作を習得することで、障

害時の対応速度向上など事業者側の負担軽減へと繋がる。 

OSS・IaaSバージョンアップへの対応 

OSSのバージョンアップはコミュニティ動向を監視することである程度予測は可能であり、また、現状採用している 

NGSI v2系の Orionは安定フェーズに入っているため、大規模なアップデートや機能追加は限定的である。 AWS

等の IaaS利用機能（DB、EKS等）は保守サポート期間が短く、頻繁なバージョンアップ対応が求められる。 

OSS自体の更新よりも IaaS側の更新サイクルへの追従が運用保守の負荷の主要因になっている。 追随範囲

の判断には互換性やサポート継続性に関する技術的な見極めが必要になる。商用サービスとしては、全ての機能追

加に対応するのではなく、顧客要件と将来性を踏まえて取捨選択している。また、手順標準化や自動化(テスト・デ

プロイ)などで運用負荷を下げるよう対応している。 

脆弱性対応 

脆弱性情報はシステムで一元管理しており、FIWARE Orionほか使用コンポーネントの脆弱性情報を把握した

上で年間バージョンアップ計画に組み込んでいる。OSSのバグを発見した場合はコミュニティへ報告しており、修正が

採用された実績もある。 

 

(4) サービス拡大に向けた今後の課題と展望 

サービス拡大に向けて、今後対応が必要と考えられる課題と展望を以下に論じる。 

OSS運営母体の継続的な発展 

 OSSの維持・発展のためには OSS コミュニティの活動リソースを維持し、機能拡張や品質改善活動を持続可

能とする必要がある。 また、OSS コミュニティの貢献量も特定企業に偏ってきているケースもあり、こうした状況が長く
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続くようであれば、開発成果物のみを活用し貢献を行わない企業、いわゆるフリーライドが常態化する事態を招き、

サービス自体の継続性に影響を与える懸念がある。 

OSS運営母体の発展や OSSそのものの拡張計画については政府の支援やスポンサー企業間の調整が必要だ

が、グローバルでの好事例の共有や AIなど技術トレンドへの追従による新機能実装で OSSの高度化に期待した

い。 

エコシステムとしての好事例創出と横展開による事例拡大 

国内ではデータ連携基盤を導入し、持続的に運用している事例がまだ少なく、導入効果を参加ユーザー数などで

可視化し、継続的に検証していくことが求められる。基盤を先行導入したものの活用が進まず、運用コストが負担に

なっている自治体も存在する。特に防災用途は費用対効果が見えにくい。これに対し、フロントサービスの利便性を

先行させた熊谷市のような事例のほうが持続しやすく、こうした好事例を基に展開可能な導入パターンを整理してい

くことが求められる。 

都道府県と基礎自治体の連携・共同利用推進 

県域基盤への統合が進む中で、基礎自治体の各部署のニーズを県が集約し、基盤導入の具体的な効果として

示すための自治体間協調が一層必要になっている。 

B.3 考察 

本ヒアリングを通じて、FIWAREを活用した商用サービスの実態について、導入、運用、今後の対応に関して以

下の点が確認された。 

1. OSSの効果的な活用や標準テンプレートによる円滑なサービス構築 

FIWARE Orionを中核としたマネージドサービス（「データ利活用基盤サービス」）を中心に WSO2（認証認

可）、Apache NiFi（データフロー）、CKAN（データカタログ）、WordPress（フロント）など適材適所で自社

実績がある OSS を活用することで差別化と効率的なサービス導入を図っている。 

また、データモデルの設計については、データ提供者側とデータ利用者側のフォーマットすり合わせやそれらを踏まえ

た上での NGSI仕様との整合が必要となる。異なる業務内容や用語、データの粒度を組織間で効率的に調整して

いくために標準的なデータモデルのテンプレートを作成することで、調整コストの低減、サービスの早期市場投入を実

現している。 

さらに、基盤単体では利用価値の実感に繋がりにくく、フロントサービスを構築する SIer との連携や、データモデル

設計における組織間調整が不可欠とされた。技術的ハードルよりも、価格設計の乖離やステークホルダー間の合意

形成が実務上の障壁として大きい。加えて、基盤を先に導入しても活用の目的が固まっていなければコスト負担の

みが生じるという問題も確認された。しかし、その一方で、基盤が構築されていない状態でサービスの企画を始めても

データ活用に至るまでのサービス実装のコストがかかるため、フロントサービスで利用者に実感してもらう価値を設計し

ながら、基盤を段階的に広げる進め方が有効であると言える。 

2. サービス運用・保守におけるサービス維持の効率化 

OSSバージョンアップに加えて、脆弱性の対応、サービスを構成する要素である IaaS機能の更新サイクルへの追

従は、サービスを維持していくためには重要な課題である。特に IaaSの利用機能（DB、EKS等）は保守サポート

期間が短く、頻繁なバージョンアップ対応が求められる。 

IT インフラの監視・保守やセキュリティ対応などを含めたマネージドサービスとしてサービス運営主体（この場合、自

治体）に基盤を持続的に提供していくためには、こうした様々な構成要素の更新について効率的に対応することが

重要である。更新にあたり、互換性やサポート継続性に関する技術的な見極めを行った上で、適用個所を判断す

る。次に顧客要件と将来性を踏まえた取捨選択を行い、年間のサービス更新計画に反映する。そして、顧客ごとに
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運用ルール・手順が異ならないようサービスの標準化や適用時の効率化のための自動化（テスト・デプロイ）などを

総合的に実施することで運用負荷を下げるような対応が必要となる。   

また、初歩的なトラブルシューティングや新機能実装における相互理解のためにマニュアルや研修を通じて自治体

向けにスキルアップのプログラムを提供しており、こうしたステークホルダーへのトレーニングの取組も全体の効率化につ

ながっている。 

3. 導入事例の多様化と社会背景変化への対応 

データ連携基盤の役割がオープンデータの流通から AI連携・パーソナルデータ活用へと移行しつつある中で、実証

止まりや交付金に依存した一過性の導入モデルを脱却し、日常利用を通じて持続的に価値を提供するサービスモ

デルへの転換が求められている。 

 

これらの知見は、本章の文献調査で得られた課題認識が実務の現場にも通じる可能性を示唆する。本ヒアリング

は 1事業者への補足的調査であり一般化には限界があるが、国内の FIWARE商用サービスにおける主要な事業

者の 1つから得られた知見として、文献調査を補足するうえで参考になると考える。 


	1 産業データ連携推進のためのエコシステム事例調査の概要
	1.1 はじめに
	1.1.1 データ連携エコシステム
	1.1.2 データ連携エコシステムのライフステージ

	1.2 本調査の狙い
	1.2.1 調査背景
	1.2.2 調査目的及び調査方法
	1.2.3 本書の構成


	2 データ連携エコシステムに関する調査
	用語（2章）
	2.1 調査目的・内容
	2.1.1 データ連携エコシステムの調査目的
	2.1.2 調査対象・調査項目
	2.1.3 調査対象エコシステム
	2.1.4 調査項目

	2.2 調査結果
	2.2.1 国内データ連携エコシステムの調査結果
	2.2.2 欧州データ連携エコシステムに関するヒアリング結果と分析

	2.3 考察
	2.3.1 エコシステム戦略
	2.3.2 ガバナンス


	3 データ連携に関わるトラストに関する調査
	用語（3章）
	3.1 調査概要
	3.1.1 調査の背景及び目的
	3.1.2 調査の前提となる考え方

	3.2 トラストに関わる国内の既存の仕組み・ツールの調査
	3.2.1 調査概要・対象
	3.2.2 調査結果

	3.3 データ連携エコシステムの事例における現状分析
	3.3.1 概要
	3.3.2 WAGRI
	3.3.3 ABtCトレーサビリティシステム
	3.3.4 CMP
	3.3.5 PLA-NETJ

	3.4 事例を踏まえたデータ連携におけるトラストの考察
	3.4.1 日本の産業データ連携におけるトラストの現状理解
	3.4.2 トラストの確保の主体・手段の類型化
	3.4.3 国内事例にみるトラスト確保の構造
	3.4.4 「コミュニティ型トラスト」と「汎用型トラスト」の特性
	3.4.5 今後のデータ連携のトラストの方向性


	4 モノの識別子に関する調査
	用語（4章）
	4.1 調査目的・内容
	4.1.1 背景
	4.1.2 調査目的・方法
	4.1.3 調査対象

	4.2  調査結果
	4.2.1 調査結果の概要
	4.2.2 スマート農業分野における「モノ」の識別子の現状
	4.2.3 製造業（自動車・蓄電池）における「モノ」の識別子の現状

	4.3 考察
	4.3.1 要求事項の実現方法
	4.3.2 モノの識別子の設計に関する実務上の留意点


	5 モジュール/OSSの運用管理に関する調査
	用語（5章）
	5.1 調査目的・内容
	5.1.1 調査目的・方法
	5.1.2 調査内容

	5.2 調査結果
	5.2.1 対象OSSの個別調査結果
	5.2.2 財団型ガバナンスへの移行事例調査結果
	5.2.3 評価軸に基づくOSS評価

	5.3 考察
	5.3.1 ガバナンスの重要性
	5.3.2 OSS推進に向けた制度設計
	5.3.3 持続性を考慮した運用体制


	6 データ連携エコシステムの促進に向けて
	参考文献
	付録
	付録A 第5章個別調査結果
	A.1 OBIE
	A.2 Apache
	A.3 FIWARE
	A.4 Kubernetes
	A.5 PyTorch
	A.6 Tractus-X
	A.7 GDSO
	A.8 Linux
	A.9 Ruby
	A.10 Python
	A.11 OpenJDK

	付録B 第5章補足調査：FIWAREサービス事業者ヒアリング
	B.1 調査概要
	B.2 ヒアリング調査結果
	B.3 考察



